
令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 1

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 100,000 100,000 10,000

実績値 0 10,000

達成度（％） 0 10

目標値（予測値） - - 10,000

実績値 - 10,000

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 17,242,000 0 10,636,867 18,460,000

人員 0.75 0.85 0.8 0.8

担当所属 連絡先

-

経済振興部商工労政課 23-6503

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

1982　～　- 自治事務（一部委託）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

 岡崎の物産を広く市民に紹介することを目的に、「商工フェア」を岡崎城下家康公秋まつりの一環として開催。本事業は「岡崎市中心市街地活性化ビジョン」（H23.3策

定）で商業活性化のための関連事業として位置づけられており、岡崎の物産を広く来場者に紹介するとともに、中心市街地の賑わいを創出するという目的を担っていた。近年

は新型コロナウイルス感染症拡大により影響をうけた市内事業者を支援するための催事とし、事業者に販売及び展示の場を提供することで市内の消費喚起を促すことから、

Ｒ３年度から市内事業者の支援を前面に押し出すイベントとして実施している。

対象

 地場産業事業者、市民、観光客

手段

・Ｒ１年度までは、岡崎城下家康公秋まつりは、岡崎公園多目的広場会場での商工フェアをはじめ、乙川河川敷会場及び中心市街地商店街が主催する中心市街地会

場等で構成していたが、多目的広場が使用不可ということと、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、規模を河川敷のみと縮小して実施する。

・H29年度から市とエフエム岡崎、岡崎市青年経営者団体連絡協議会等で組織される「商工フェア実行委員会」にて、企画面等において協働して実施していく。

・令和３年度実施期間　11月６日（土）～７日（日）　２日間

意図・成果

●意図

・新型コロナウイルス感染症拡大による影響をうけた市内事業者への支援

・来場者に岡崎の物産を紹介することにより、その販路を開拓し、地場産業の振興を図る。

・市民を中心市街地へ誘導し、回遊させることにより中心市街地の活性化と経済の振興を図る。

●成果

・本業務は商業の振興や中心市街地の活性化を図るための一施策であり、本業務のみで成果が計られるものではない。多数の来場者に岡崎の物産の良さを認識してもら

い、中心市街地を回遊し消費してもらうことが成果となる。

昨年度、今年度と新型コロナウイルス感染症拡大による影響をうけた市内事業者を支援することを主に、岡崎市をＰＲしてもらえる体制とする。

指標

定量指標

来場者数

単位：人

-

単位：-

商工フェア開催

商業と観光が成長産業となる地域経済づくり

産業労働計画 商業機能と観光の連動

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 2

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 9,312,000 6,580,000 112,000 154,000

人員 0.8 0.65 0.45 0.1

担当所属 連絡先

スケジュール通りに推進委員会を開催し、計画の見直しについてや新たに追加すべき施策について検討を行うことができた。

経済振興部商工労政課 23-6214

定性指標

2020年度達成基準 推進委員会及びパブリックコメントでの承認を経て、次期計画が策定している。

2020年度達成結果 達成基準どおりに事務を進めて、次期計画を策定することができた。

2021年度達成基準

2022年度達成基準
計画に基づき施策を展開するとともに、産業労働計画推進委員会を開催し、計画の見直しについてや新たに追加すべき施策

について検討を行う。

2022　～　- 自治事務（一部委託）

計画に基づき施策を展開するとともに、産業労働計画推進委員会を開催し、計画の見直しについてや新たに追加すべき施策

について検討を行う。

2021年度達成結果
達成基準通りに事務を進め、計画に基づき施策を展開するとともに、産業労働計画推進委員会を開催し、計画の見直しにつ

いてや新たに追加すべき施策について検討を行うことができた。

事業概要

事業概要

令和２年度に策定した岡崎市産業労働計画（計画年度令和３年度から令和12年度まで）について、産業労働計画推進委員会にて進捗を把握し、必要な措置を検

討する。

対象

市民、事業者

手段

産業労働計画推進委員会を開催し、進捗を把握し、必要な措置を検討する。また作り続ける計画として、新たに追加すべき施策についても検討を行う。平成31年度　 事

業者、商工団体等の関係機関へのアンケート、各種統計等分析　　　　　　 国の政策動向把握令和２年度　 推進委員会開催、計画策定令和３年度　 推進委員会開

催

意図・成果

令和２年度に策定した岡崎市産業労働計画に合わせ、施策を展開する。

指標

定量指標

-

単位：-

-

単位：-

産業労働計画推進

共通費

共通費 共通費

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 3

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 2,000 0 -

実績値 0 -

達成度（％） 0 -

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 2,763,000 3,412,000 4,663,537 2,763,000

人員 0.25 0.25 0.15 0.2

担当所属 連絡先

市内商業施設でのパネル展示は非常に多くの方の目に触れることとなった。展示紹介業務の実施場所については、引き続き適当な場所を検討していく。

経済振興部商工労政課 23-6287

定性指標

2020年度達成基準
市民及び市外から多くの観光客が訪れる岡崎公園や道の駅藤川宿、岡崎城下家康公秋まつり等のイベント会場で地場産

業の展示紹介や実演、体験を行い、2,000人の来場者を目標とする。（Ｒ２）

2020年度達成結果
コロナの影響により、集客イベントを実施することができなかった。イベント開催の替わりとして、市内商業施設でのパネル展示な

どを実施した。（Ｒ２）

2021年度達成基準

2022年度達成基準 市民及び市外から多くの観光客が訪れるイベント会場を検討し、地場産業の展示紹介や実演、体験を行う。

1979　～　- 自治事務（一部委託）

令和３年度、愛知県において「伝統的工芸品月間国民会議全国大会」が開催されることから、全国大会会場にて伝統・地

場産業の展示紹介などを実施予定。来場者数は10,000人を目標とする。

2021年度達成結果 愛知県で開催された「伝統的工芸品月間国民会議全国大会」にて、伝統・地場産業の展示紹介などを実施した。

事業概要

事業概要

伝統産業は、需要の伸び悩み、従業員数の減少、後継者の不足等の問題の深刻化により急速に衰退しつつあるが、本市独自の産業として都市魅力、経済、観光などの向

上を図る上で不可欠な要素である。そこでこれに関わる民間団体等の取り組みに対し支援する。※「未来投資計画対象事業」（歴史まちづくり事業（重点））

対象

地場産業事業者、市民、観光客 等

手段

■石工業振興委託　岡崎石製品協同組合連合会に委託し、市外（姉妹都市・ゆかりのまち等）のＰＲ効果の高い場所を選定し石製品を設置する。■地場産業振興

委託　市民及び市外からの観光客が多く訪れる岡崎公園や岡崎城下家康公秋まつり等のイベント会場で、地場産業の実演紹介を行う。■伝統的工芸品産業振興協会

負担金　伝統的工芸品産業の振興に関する法律第23条に規定する伝統産業に関する全国組織である「一般財団法人伝統的工芸品産業振興協会」を通じて、伝統産

業の振興に関する事業を支援する。■伝統的工芸品月間国民会議全国大会負担金　伝統的工芸品月間である毎年11月に「伝統的工芸品月間国民会議全国大会」

が行われるところ、2021年大会は愛知県に招致が決まった。招致には県内14の産地団体が共同で要望した経緯もあり、国、県、産地の存する関係７市、産地団体の負

担により事業を進める。（参考）平成30年度　福岡県平成31年（令和元年度）　岩手県令和２年度　京都府令和３年度　愛知県

意図・成果

①市外（親善都市・ゆかりのまち等）のＰＲ効果の高い場所に石製品を設置し「石都岡崎」の周知を図る。また、本市の石製品を効果的に活用していくことにより、市外へ

の販路拡大を図り、業界の健全な発展に資する。実績　H29年　額田センターモニュメント　　　H30年　神奈川県茅ヶ崎市（ゆかりのまち）に石造ベンチ　　　R１年　沖

縄県石垣市（親善都市）に石造ベンチ　　　R２年　福山市（親善都市）に石造ベンチ　　R３度　綾川町（斎田ゆかりの地）に石造ベンチ　※昭和54年度～平成

20年度まで石製品買上事業、平成21年度～委託事業（平成26年度は補助事業）　　　平成29年度までは市内の公共施設に設置　②市民及び市外から多くの観光

客が訪れる岡崎公園や道の駅藤川宿、岡崎城下家康公秋まつり等のイベント会場、県外にて展示紹介や実演、体験を行うことで、市内だけでなく県外にも広く周知し、岡

崎の伝統・地場産業の振興を図ることができる。併せて、匠の技の映像を活用し、効果的な情報発信を行う。

指標

定量指標

匠庵来場者数

単位：人

-

単位：-

伝統産業支援

ものづくりが柱でありつづける地域経済づくり

産業労働計画 中小企業・小規模事業者の振興

伝統的工芸品産業の振興に関する法律



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 4

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 16 22 20

実績値 16 21

達成度（％） 100 95

目標値（予測値） - - 5

実績値 - 2

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 208,756,000 514,786,000 350,201,063 230,695,000

人員 1.02 0.85 0.85 1.8

担当所属 連絡先

「工場等建設奨励金」等の認定件数については、景気変動の影響を受け、目標５件に対して２件と目標を下回った。交付件数は概ね目標通りの21件であ

り、設備投資による経済効果、操業による産業の振興と雇用の維持・拡大及び創出並びに固定資産税、事業所税、法人市民税等の増収につながった。

経済振興部商工労政課 23-6287

定性指標

2020年度達成基準 認定件数ベースで計８件（Ｒ２）

2020年度達成結果
認定件数計２件（工場等建設奨励：１件、倉庫等建設奨励：１件、企業再投資：０件、高度先端：０件）（Ｒ

２）

2021年度達成基準

2022年度達成基準 認定件数ベースで計５件（Ｒ４）

-　～　- 自治事務（一部委託）

認定件数ベースで計５件（Ｒ３）

2021年度達成結果
認定件数計２件（工場等建設奨励：１件、倉庫等建設奨励：０件、企業再投資：１件、高度先端：０件）（Ｒ

３）

事業概要

事業概要

本市の基幹産業である製造業及び製造業周辺産業を含む「ものづくり産業」の強靭化を目指して、ものづくり産業のイノベーションに不可欠なデジタル技術などの革新的な技

術を活用した先端産業や新産業の参入・創出を推進・誘導し、本市産業の柱となる「魅力ある仕事」を引き続き創造するなど、企業立地や企業活動のしやすい環境づくりを

進める。①製造業・物流・高度先端産業企業の誘致を行う。②市内外の企業の立地意向やニーズ情報の収集を行う。③市内に企業が工場等の新増築又は設備投資し

た場合に奨励措置を行う。④市内工業団地の操業環境の維持・向上のため適切な措置を行う。

対象

①市内での再投資検討企業、②市外からの新規立地検討企業

手段

①企業誘致に関する広報として、奨励制度のリーフレット・チラシの作成、工場用地の情報提供等を多角的に実施し、企業誘致を促進する。②経済産業省中部経済産業

局、財団法人日本立地センター、愛知県、愛知県企業庁、商工会議所等と連携し、立地希望企業の動向情報の収集に努めるほか、市内外の企業、金融機関等を訪問

し、立地意向やニーズ情報を把握するとともに奨励制度のＰＲを行い岡崎市内への企業誘致及び流出防止を促進する。③岡崎市工場等建設奨励条例に基づき、建設

計画が認定された事業所に事業所税の資産割額に相当する額を５年間、固定資産税に相当する額を３年間建設奨励金として交付する。　また、岡崎市高度先端産業

立地奨励金交付要綱及び岡崎市企業再投資促進奨励金交付要綱に基づき、愛知県と連携して固定資産取得額の一定割合を奨励金として交付する。④工業団地に

付帯する施設・設備について、必要な措置を行う。

意図・成果

市内への工場等の新規立地に伴う設備投資による経済効果、操業による産業の振興と雇用の維持・拡大及び創出並びに固定資産税、事業所税、法人市民税等の税収

の確保を図る。

指標

定量指標

工場の新築・増築に対する

「工場等建設奨励金」等の交

付件数

単位：件
工場の新築・増築に対する

「工場等建設奨励金」等の認

定件数

単位：件

企業誘致

ものづくりが柱でありつづける地域経済づくり

産業労働計画 ものづくり産業・新産業の振興

岡崎市工場等建設奨励条例



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 5

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 40 40 80

実績値 32 78

達成度（％） 80 195

目標値（予測値） - - 650

実績値 - 627

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 16,238,000 11,801,000 17,616,000 19,000,000

人員 0.3 0.45 0.25 0.4

担当所属 連絡先

ものづくり推進協議会が実施する事業について各指標の目標を達成することができ、ものづくり推進協議会の実施事業により市内の事業所が抱える問題や課

題の解決を図ることができた。

経済振興部商工労政課 23-6287

定性指標

2020年度達成基準 補助金申請（交付）件数40件、コーディネーター活動件数400件（事業所巡回延べ件数）（Ｒ２）

2020年度達成結果 補助金申請（交付）件数及びコーディネーター活動件数につき、計画を上回ることができた。（Ｒ２）

2021年度達成基準

2022年度達成基準 補助金申請（交付）件数40件、コーディネーター活動件数400件（事業所巡回延べ件数）（Ｒ４）

2005　～　- 自治事務（補助等）

補助金申請（交付）件数40件、コーディネーター活動件数400件（事業所巡回延べ件数）（Ｒ３）

2021年度達成結果 補助金申請（交付）件数及びコーディネーター活動件数につき、計画を上回ることができた。（Ｒ３）

事業概要

事業概要

地域経済を支える市内ものづくり事業所の活性化のため、本市と岡崎商工会議所により岡崎ものづくり推進協議会を運営する。

対象

市内の企業（主に製造業）

手段

岡崎ものづくり推進協議会の運営（平成17年度～）　・産学官連携相談窓口の開設（事業所が抱える技術的課題解決を目指し、コーディネータの設置及び専門家派

遣）　・岡崎市ものづくり支援補助金の交付（平成27年度より岡崎ものづくり推進協議会が窓口）　・技術・技能等講座の開講　・ものづくり関連の情報提供（隔年でも

のづくりフォーラム・ものづくりフェアの実施等）　・ものづくり関連の情報発信（ものづくり事業所の登録により新たな取引先探しができるＨＰの管理・運営等）

意図・成果

岡崎地域のものづくり事業所の活性化のために産学官連携活動を推進し、岡崎地域の事業所が持つ技能・技術の維持・継承・高度化及び新製品・新技術の開発やその

販路開拓を支援することでものづくり事業者の底上げを図り、地域経済の発展に寄与する。

指標

定量指標

補助金申請件数

単位：件

コーディネータ活動数

単位：件

産学官連携ものづくり支援

ものづくりが柱でありつづける地域経済づくり

産業労働計画 ものづくり産業・新産業の振興

岡崎ものづくり支援補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 6

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 40 40 40

実績値 38 39

達成度（％） 95 98

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 1,059,000 1,188,000 513,289 1,885,000

人員 0.5 0.75 0.8 0.9

担当所属 連絡先

岡崎商工会議所や日本貿易振興機構等と共催し、事業を実施した。新型コロナウイルス感染症の影響で開催を自粛したイベントもあったため、目標値にわ

ずかに及ばなかった。

経済振興部商工労政課 23-6351

定性指標

2020年度達成基準
引き続き会員事業所を拡大するとともに、人手不足に悩む会員企業へは合同企業説明会等マッチングの場を設けたり、採用

力向上セミナー等を実施していく。学生等へは、地元企業の魅力を再認識できる事業を行う。

2020年度達成結果
合同企業説明会及び学生との座談会を開催し身近なマッチングの機会を創出した。採用力向上セミナーでは会社説明や面

接のコツ等を専門家を招き開催した。就活前の学生向けに地元企業見学会をオンラインで実施した。

2021年度達成基準

2022年度達成基準
引き続き会員事業所を拡大するとともに、人手不足に悩む会員企業へは合同企業説明会等マッチングの場を設けたり、採用

力向上セミナー等を実施していく。オンラインでのイベントも継続する。

1998　～　- 自治事務（補助等）

新型コロナウイルス感染症の影響で変化する採用や働き方について、より効果的な手法を検討しながら、企業と求職者のマッ

チング機会をオンラインで創出する。

2021年度達成結果 オンラインによる合同企業説明会や企業向けセミナーを開催し、コロナ禍での企業と求職者のマッチングの機会を創出した。

事業概要

事業概要

 昭和48年４月に事業所の労働力の確保と雇用の促進を図る目的で、岡崎市・岡崎公共職業安定所・岡崎商工会議所等が管内事業所に働きかけ「岡崎市雇用対策

協議会」を設立し、労働力の確保や定着等のため各事業を行っている。（事業費補助）

○主な事業（令和3年度実績）

・【オンライン】高校進路指導主事との意見交換会（参加企業48社、参加高校31校）

・【オンライン】理工系大学教授との情報交換会（参加企業76社、参加大学16大学）

・合同企業説明会（計5回）（参加企業239社、参加者487名）

・業界研究会＆合同企業説明会（計2回）（参加企業212社、参加者327名）

・産学懇談会（計3回）（参加企業68社、参加大学3大学）

対象

会員事業主、就労を希望する者、就労者等

手段

岡崎市雇用対策協議会の運営費補助（補助率：10/10）

意図・成果

就労機会等の拡充を図り、労働力確保と雇用の安定化を推進する。

指標

定量指標

岡崎市雇用対策協議会が実

施する事業数

単位：事業

-

単位：-

雇用対策事業費補助

ものづくりが柱でありつづける地域経済づくり

産業労働計画 産業人材の育成・働き甲斐の獲得

岡崎市雇用対策協議会事業費補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 7

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 21 21 20

実績値 13 11

達成度（％） 62 52

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 5,002,000 3,079,000 2,715,000 11,234,000

人員 0.35 0.35 0.55 0.6

担当所属 連絡先

会員減少等による組織や事業の見直しによる事業縮小、隔年実施など申請数が減少傾向にある。また、商業団体街路灯等電灯料補助金、商業団体街

路灯LED化事業費補助金を平成28年度末で廃止したため、29年度以降申請団体数が減少した。さらに、令和２年度・令和３年度では、新型コロナウイ

ルス感染症拡大防止対策に伴い、催事の中止など事業縮小をした影響で、申請団体数が減少した。

経済振興部商工労政課 23-6212

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2010　～　- 自治事務（補助等）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

 商業団体等が行う催事・共同宣伝事業・研修会などの共同事業、街路灯の維持管理、街路灯等商店街の景観の維持に係る経費を補助することにより、商業団体等の

正常な事業活動を推進する。 事業費補助

対象

 商業、サービス業又は工業を営む中小企業者を主たる構成員とし、営利を目的としない商工団体等 中小事業者

手段

【商工団体共同事業費補助金】　商工団体が実施する研修会、展示会、共同宣伝事業、催事等の事業費に対し、100分の20（令和２年度までは22.5）以内の額を

補助（上限50万円）※令和４年度から、市内の任意の５以上の事業者が任意の商工団体を組んで、各個店を回遊する催事を開催する場合に、補助対象経費の100

分の40を補助

【商店街等地域景観施設整備費補助金】　商業団体が商店街の景観施設の整備（街路灯等の設置、修繕等）に係る経費に対し、100分の20以内の額を補助

【げんき商店街推進事業費補助金】令和元年度より　商店街が実施する商店街の活性化に係る事業に対し、100分の40以内の額を補助(愛知県が指定する「未来を拓く

商店街プロジェクト」に資する取り組みについては100分の50以内の額を補助）

意図・成果

　商業団体が行う共同事業、需要開拓事業等に対し、事業費補助を通じて中小事業者の振興を図る。　商店街の景観施設の整備を実施することにより、商店街の景観

の維持及び向上を図り、商業の振興を図る。

指標

定量指標

制度利用団体数

単位：件

-

単位：-

商工団体振興事業補助

商業と観光が成長産業となる地域経済づくり

産業労働計画 中小企業・小規模事業者の振興

商工団体共同事業費補助金交付要綱、商店街等地域景観施設整備補助金交付要綱、げんき商店街推進事業費補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 8

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 30,000 30,000 30,000

実績値 0 0

達成度（％） 0 0

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 709,000 0 79,000 1,800,000

人員 0.2 0.25 0.15 0.3

担当所属 連絡先

コロナにより、岡崎ストーンフェスタの開催ができなかったため達成することができなかった。

経済振興部商工労政課 23-6287

定性指標

2020年度達成基準
岡崎の石製品を全国の石材業者及び一般市民に紹介宣伝し、伝統的工芸品産業の振興を図ると共に岡崎石工品の需要

開拓と技術の向上を図るため、岡崎ストーンフフェスタを開催し、30,000人の来場者を目標とする。（Ｒ２）

2020年度達成結果 コロナにより、岡崎ストーンフェスタの開催ができなかった。（Ｒ２）

2021年度達成基準

2022年度達成基準
岡崎の石製品を全国の石材業者及び一般市民に紹介宣伝し、伝統的工芸品産業の振興を図ると共に岡崎石工品の需要

開拓と技術の向上を図るため、岡崎ストーンフフェスタを開催し、30,000人の来場者を目標とする。（Ｒ４）

2010　～　2023 自治事務（補助等）

岡崎城下家康公秋まつりとの同時開催を目指すが、主催団体の実施規模が不明瞭であるため来場者数は30,000人とす

る。（Ｒ３）

2021年度達成結果 コロナにより、岡崎ストーンフェスタの開催ができなかった。（Ｒ３）

事業概要

事業概要

伝統的工芸品産業の振興に関する法律（以下「伝産法」という。）第2条第1項の規定に基づき経済産業大臣の指定を受けた伝統的工芸品（本市においては岡崎石

工品及び三河仏壇）産業の振興を図るため、特定製造協同組合等が行う同法第9条第1項の規定（特定製造協同組合等が伝統的工芸品産業に関する活性化計画

を作成し、経済産業大臣に提出し、当該活性化計画が適当である旨の認定を受けた計画）により認定を受けて実施する事業に対して支援する。（事業費補助）

対象

伝統的工芸品産業事業者、市民

手段

補助対象事業：伝統的工芸品産業の振興に関する法律の規定による認定計画等に基づき実施する事業補助率：100分の20以内期　間：令和２年度～令和５年

度限度額：1,000千円）【経過】　　　 補助率　　 上限Ｓ57年（制定）　 1/10　1,000千円Ｈ２年（改訂）　 2/10　1,000千円Ｈ12年（改訂） 25/100 

5,000千円Ｈ16年（改訂）　25/100 2,500千円Ｈ22年（改訂）22.5/100 2,250千円Ｈ24年（改訂）　18/100 1,800千円Ｒ２年（改訂）　20/100 

1,000千円※補助率及び上限額については最大値

意図・成果

主として市内で伝統的な技術又は技法等を用いて製造される伝統的工芸品産業の振興を図り、もって生活に豊かさと潤いを与え、地域経済の発展に寄与し、国民経済の

健全な発展に資することを目的とする。伝統的工芸品は、全国で235品目が指定され、市内には「岡崎石工品」「三河仏壇」の２つの産地がある。■岡崎石工品■16世

紀の岡崎城下での石垣や堀の築造に起源があると言われ、日本三大石都の一つに数えられている。市内の石製品製造事業者の団体としては、岡崎石製品工業協同組合

（花崗町）、岡崎石製品工業団地協同組合（上佐々木町）、協同組合岡崎石製品工場公園団地（稲熊町）があり、岡崎石製品協同組合連合会には、現在は岡

崎石製品工業協同組合と岡崎石製品工業団地協同組合が加盟している。■三河仏壇■木曽ヒノキなどの木材集散地であったこと、漆の産地に近いこと等から18世紀に

は産地が形成されたと言われる。いずれの伝統的工芸品も需要の低下等に伴う事業者数の減少、技術者の高齢化、後継者不足等の問題を抱え、技術を後世に継承する

ために需要開拓等に対して支援する。

指標

定量指標

ストーンフェスタ来場者数

単位：人

-

単位：-

伝統的工芸品産業産地振興事業補助

ものづくりが柱でありつづける地域経済づくり

産業労働計画 中小企業・小規模事業者の振興

岡崎市伝統的工芸品産業産地振興事業費補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 9

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 5,392 5,427 5,279

実績値 7,643 7,888

達成度（％） 142 145

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 15,838,000 16,697,000 16,934,000 20,191,000

人員 0.1 0.05 0.05 0.2

担当所属 連絡先

各事業の活用を通じ、経営基盤の安定強化と小規模事業者への施策の普及を図ることができた。小規模事業者からは、満足という高評価になっている。

経済振興部商工労政課 23-6212

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

1981　～　- 自治事務（補助等）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

 商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律（平成５年法律第51号）第２条に規定する小規模事業者の経営又は技術の改善発達のための事

業の充実を図り、市内商工業者の７割以上を占める小規模事業者の振興を図り、地域経済全体の底上げを図る。 事業費補助

対象

 商工会、商工会議所

手段

　商工会、商工会議所が経営指導員、専門経営指導員、経営指導員研修生、補助員及び記帳専任職員を設置して行う小規模事業者の経営又は技術の改善発達の

ために行う事業に要する経費に対し、自己負担分の100分の30以内の額を補助（上限800万円）　平成31年度から100分の30以内の額を補助

意図・成果

　小規模事業者に対し、商工会・商工会議所の経営指導員による経営管理に関する巡回等による相談指導、技術の向上、新たな事業分野の開拓などに関する情報提

供、地域の課題への対応などの各種支援を実施することにより経営体質の改善、強化を図ることで、厳しい状況にある小規模事業者の強化を図り、地域経済の低下に歯止

めをかける。

指標

定量指標

小規模事業経営改善事業

利用者数

単位：件

商工会議所等巡回指導件

数

単位：件

小規模事業指導補助

商業と観光が成長産業となる地域経済づくり

産業労働計画 中小企業・小規模事業者の振興

岡崎市小規模事業指導費補助金交付要綱、愛知県小規模事業経営支援事業費補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 10

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 400 400 500

実績値 548 624

達成度（％） 137 156

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 29,329,000 215,862,000 144,076,000 59,365,000

人員 0.55 1 0.95 0.9

担当所属 連絡先

 令和３年度も、引き続きコロナウイルス感染症関連融資制度の利用が続いたため、補助金申請件数が増加した。

経済振興部商工労政課 23-6214

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

-　～　- 自治事務（全部直営）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

①中小企業事業資金保証料補助金（昭和54年度から）②創業資金保証料補助金（平成23年度から）③創業資金利子補給補助金（平成26年度から）④緊急

経済対策保証料補助金（平成31年度から） ①市が斡旋する融資制度を利用して中小企業者が融資を申込んだ際、愛知県信用保証協会へ支払った信用保証料を

補助する。 ②愛知県信用保証協会を利用して創業資金の借入をする者に対して信用保証料を補助する。 ③日本政策金融公庫から借入を行った創業５年未満の創業

者が支払った利子の一部を補助する。（奨励的補助） ④中小企業者が新型コロナウイルス感染症対策に係る融資を申込んだ際、愛知県信用保証協会へ支払った信用

保証料を補助する。

対象

①～④共通して、市内に住所又は本店を有し、市内において主たる事業を行う中小企業者等（年度中１回限り）①岡崎市中小企業事業資金及び小規模企業等振興

資金利用者。②愛知県経済環境適応資金創業等支援資金の利用者。③日本政策金融公庫から借入を行った創業５年未満の創業者。④セーフティネット4号、5号、

危機関連保証認定関連融資資金、利用者。

手段

①岡崎市中小企業事業資金利用の場合、通常・経営改善資金は保証料の50％を補助。（上限10万円）災害復旧資金は保証料の90％を補助。小規模企業等振

興資金利用の場合、保証料の40％を補助。（上限10万円）②原則保証料の50％を補助。（上限20万円）③原則支払った利子の50％を補助。（上限20万円）

④保証料の全額を補助（上限100万円）

意図・成果

市があっせんする融資制度等を利用して信用保証協会に支払う保証料及び日本政策金融公庫から借入を行った創業資金の利子の一部を補助することにより、市内の中

小企業者の資金調達に係るコストを軽減し経営を支援することで商工振興を図る。

指標

定量指標

補助金申請件数

単位：件

-

単位：-

信用保証料・利子補助

ものづくりが柱でありつづける地域経済づくり

産業労働計画 中小企業・小規模事業者の振興

岡崎市中小企業事業資金保証料補助金交付要綱、岡崎市創業資金保証料補助金交付要綱等



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 11

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 150 180 200

実績値 99 231

達成度（％） 66 128

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 900,814,000 901,933,000 900,668,353 902,666,000

人員 0.55 0.55 0.4 0.5

担当所属 連絡先

 令和３年度は、斡旋申請件数が231件（前年比233％）と目標を上回った。コロナウイルス感染症関連融資制度（県制度）の利用が令和２年度に

比べて落ち着き、岡崎市中小企業事業資金、小規模企業等振興資金（県制度）の需要が回復したと考えられる。

経済振興部商工労政課 23-6214

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

-　～　- 自治事務（全部直営）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

中小企業者の経営の安定・設備の近代化等事業に必要な資金を円滑に調達できるよう、安定して低利な以下の融資制度を斡旋する。市が取扱金融機関に対し資金を

預託し、金融機関はその預託金を運用することで、中小企業者に対し市の斡旋する融資を行う。①岡崎市中小企業事業資金（昭和35年創設） ②小規模企業等振興

資金（愛知県制度、旧商工業振興資金）①、②共に愛知県信用保証協会の保証付制度。①のうち岡崎市中小企業事業資金経営改善資金（5号認定は除く）及

び②のうち小規模企業等振興資金小口資金は責任共有対象外制度。

対象

融資斡旋対象：市内に事業所を有し、市内で営業する中小企業者 預託対象：市内取扱金融機関

手段

市内の融資制度取扱金融機関に資金を預託し、金融機関は預託金を運用、原資とすることで、中小企業者に対し安定した低利な融資を行う。令和３年度預託金：岡

崎市中小企業事業資金（①）市　600,000千円　小規模企業等振興資金（②）市　300,000千円、愛知県　600,000千円　預託された資金に対し、2.0倍以上

で算出された額を融資目標として融資を行うこととしている。各金融機関への預託額については過去３年間の融資実績を基に、岡崎市中小企業事業資金、小規模企業等

振興資金それぞれ予算から配分を行い、年度当初契約を結ぶとともに普通預金への預け入れをし、年度末に利子を含めた金額の引き出しを行っている。預託期間について

は県の預託期間に合わせている。

意図・成果

中小企業者は市の斡旋する安定した低利な融資を受けることにより、経営の安定、設備の近代化等に必要な資金を円滑に調達することができる。

指標

定量指標

斡旋申請件数

単位：件

斡旋融資金額

単位：万円

中小企業事業資金斡旋

ものづくりが柱でありつづける地域経済づくり

産業労働計画 中小企業・小規模事業者の振興

小規模企業等振興資金融資制度要綱（県）、岡崎市中小企業事業資金融資あっせん規則等



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 12

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 8,100 7,900 8,000

実績値 7,925 7,819

達成度（％） 98 99

目標値（予測値） 100,000 100,000 100,000

実績値 115,300 133,913

達成度（％） 115 134

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 27,677,000 28,976,000 26,896,622 28,511,000

人員 0.1 0.1 0.1 0.1

担当所属 連絡先

会員獲得のためのＰＲ活動は継続しているものの、入会・退会事業所の規模にも左右され、１年間の中でも増減があり予測できない面もある。新型コロナウ

イルス感染症の影響により、旅行やイベント等を企画・実施の自粛や娯楽施設が制限されたことで、会員数に影響が出たものと考えられる。

経済振興部商工労政課 23-6215

定性指標

2020年度達成基準 市や商工会議所、商工会と連携して共済会事業をＰＲして会員拡大を図る。

2020年度達成結果
岡崎商工会議所や幸田町商工会と協力し共済会事業のＰＲ、会員募集を行った。会員数の目標を達成できなかったのは、

新型コロナウイルス感染症の影響により、旅行やイベント等の自粛を余儀なくされたことが推察される。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 引き続き、市や商工会議所、商工会等と連携して共済会事業をＰＲして会員拡大を図る。

1990　～　- 自治事務（補助等）

引き続き、市や商工会議所、商工会等と連携して共済会事業をＰＲして会員拡大を図る。

2021年度達成結果
岡崎商工会議所や幸田町商工会と協力し共済会事業のＰＲ、会員募集を行った。会員数の目標を達成できなかったのは、

新型コロナウイルス感染症の影響により、旅行やイベント等の自粛を余儀なくされたことが推察される。

事業概要

事業概要

 昭和56年に岡崎市内の中小企業事業主が、従業員の福利厚生を充実させることを目的として岡崎勤労者共済会を発足し、その後平成２年に財団法人岡崎市勤労者

共済会を設立。 平成24年4月1日には、公益財団法人に移行。 平成26年4月1日には、幸田町の中小企業も対象として、名称を岡崎幸田勤労者共済会に変更。 事

業内容は福利厚生事業（自主事業の企画・開催、各種施設利用等の助成・割引・あっ旋等）、給付事業、貸付事業等があり、その事業費は全て会員の会費によりまか

なわれている。 岡崎市は事業費以外の共済会運営に要する事務費（職員人件費や一般管理費）について補助金交付要綱により補助している。この補助により中小企

業でも従業員に充実した福利厚生が行えるようになり、従業員の労働意欲の向上、地域産業の活性化に寄与している。（団体運営費補助）

対象

（公財）岡崎幸田勤労者共済会に加入する中小企業の勤労者（令和４年３月31日現在 668事業所 7,819人）

手段

（公財）岡崎幸田勤労者共済会の管理運営費補助（補助率：10/10）

意図・成果

　市内の中小企業に従事する勤労者のための福利厚生事業（自主事業の企画・開催、各種施設利用等の助成・割引・あっ旋等）、給付事業、貸付事業を行なうことに

より、中小企業に従事する勤労者の福利厚生及び文化・教養の向上を図る。　平成25年度に理事長を常勤化することで、新規加入事業所の増加を図った。

指標

定量指標

勤労者共済会の会員数

単位：人

勤労者共済会利用延人数

単位：人

勤労者共済会運営費補助

ものづくりが柱でありつづける地域経済づくり

産業労働計画 産業人材の育成・働き甲斐の獲得

岡崎幸田勤労者共済会運営費補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 13

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 1,700 1,650 2,600

実績値 1,671 2,746

達成度（％） 98 166

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 2,135,000 1,364,000 1,143,463 2,250,000

人員 0.1 0.1 0.1 0.1

担当所属 連絡先

施設整備の影響を受けず、リニューアルをした中小企業・勤労者支援センターを活用できたため、目標を上回る認定職業訓練による施設利用者数を達成す

ることができた。

経済振興部商工労政課 23-6215

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

1998　～　- 自治事務（補助等）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

中小企業・勤労者支援センターを利用して職業能力開発促進法に基づく愛知県知事認定の職業訓練事業を実施する団体に対する補助金を交付することで、優秀な技能

者の養成を支援する。（事業費補助）

対象

職業訓練法人岡崎技術工学院＜実施科目＞・建築・板金、木造建築、石材加工

手段

職業訓練法人岡崎技術工学院の運営費補助（補助率４５／１００）（上限225万円）

意図・成果

職業訓練を実施する団体が適正な訓練を実施し、技能工の能力開発が行なわれている。

指標

定量指標

認定訓練による施設利用者

数

単位：人

-

単位：-

認定職業訓練事業費補助

ものづくりが柱でありつづける地域経済づくり

産業労働計画 産業人材の育成・働き甲斐の獲得

認定職業訓練事業費補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 14

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 24 15 15

実績値 11 14

達成度（％） 46 93

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 3,816,000 1,041,000 2,931,525 3,816,000

人員 0.1 0.1 0.1 0.1

担当所属 連絡先

労働団体における福利厚生事業を継続的に実施した。目標値を下回ったのは、新型コロナウイルス感染症の影響により、事業を縮小したためと考えられる。

経済振興部商工労政課 23-6215

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2007　～　- 自治事務（補助等）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

地域労働団体の行う公益的事業に対する補助金を交付することで、市内に在住・在勤の勤労者の労働諸条件の維持及び改善、地域勤労者の地位及び福祉の向上を図

る。（事業費補助）

対象

連合愛知三河中地域協議会岡崎地区連絡会（メーデー、列島クリーンキャンペーン、交通安全運動）愛知県労働者福祉協議会岡崎・額田支部（働く者の青空フェス

タ、退職準備セミナー）

手段

連合愛知三河中地域協議会岡崎地区連絡会、愛知県労働者福祉協議会岡崎・額田支部の事業費補助（補助率：45/100）

意図・成果

市内の中小企業に従事する勤労者のための総合的な福祉事業を行うことにより、中小企業勤労者の福祉の向上を図る。

指標

定量指標

労働団体における福利厚生

事業数

単位：回

-

単位：-

労働団体事業費補助

ものづくりが柱でありつづける地域経済づくり

産業労働計画 産業人材の育成・働き甲斐の獲得

地域労働団体公益的事業費補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 15

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 7,000 7,000 6,000

実績値 5,877 5,629

達成度（％） 84 80

目標値（予測値） 200 200 200

実績値 286 288

達成度（％） 143 144

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 0 0 0

人員 0.95 0.1 1.1 0.7

担当所属 連絡先

新型コロナウイルス感染症の影響や就職活動の多様化により、利用者数は減少傾向にある。しかし、令和3年度の就職人数は288人と例年と同水準を維

持していることから、就労支援機関として機能しているといえる。

経済振興部商工労政課 23-6351

定性指標

2020年度達成基準
生活支援を必要とする人の生活の安定と再就職の促進を図るため、市が行う生活支援に関するサービスの案内や情報提供

と愛知労働局が行う職業相談・紹介を一体的に実施し、総合的な生活・就労支援サービスを実施する。

2020年度達成結果
愛知労働局及びハローワーク岡崎と連携し、利用者に対する総合的な生活支援サービス、就労支援サービスを実施した。しか

し、新型コロナウイルス感染症の影響により利用人数の目標値を達成することができなかった。

2021年度達成基準

2022年度達成基準
生活支援を必要とする人の生活の安定と再就職の促進を図るため、市が行う生活支援に関するサービスの案内や情報提供

と愛知労働局が行う職業相談・紹介を一体的に実施し、総合的な生活・就労支援サービスを実施する。

2012　～　- 自治事務（全部直営）

生活支援を必要とする人の生活の安定と再就職の促進を図るため、市が行う生活支援に関するサービスの案内や情報提供

と愛知労働局が行う職業相談・紹介を一体的に実施し、総合的な生活・就労支援サービスを実施する。

2021年度達成結果
愛知労働局及びハローワーク岡崎と連携し、利用者に対する総合的な生活支援サービス、就労支援サービスを実施した。しか

し、新型コロナウイルス感染症の影響により利用人数の目標値を達成することができなかった。

事業概要

事業概要

 市役所内にハローワークの職業検索端末及び就業相談員等を配置した「岡崎市就労サポートセンター」（以下「サポートセンター」という。）を設置し、就労困難者に対して

各種生活支援及び就労支援を一体的・総合的に実施することで、市とハローワークが連携した相談者へのワンストップ体制を構築する。

対象

 求職者、生活保護受給者、障がい者、外国人、ニート、フリーター、高齢者、母子家庭の母親等就労困難者

手段

　市役所内にサポートセンターを設置し、職業相談・職業紹介を行う。事業の実施にあたって、愛知労働局、ハローワーク岡崎、市による運営協議会を設置し、サポートセン

ターの運営方針（実施業務、役割分担、協働体制など）を協議・決定する。

意図・成果

　職業相談、職業紹介等求職者が必要とするサービスの一体的な提供が可能となり、かつハローワークの検索機があることで、具体的な就労先まで絞り込めることから、就職

につなげることが容易となる。　また、福祉から自立して就労を目指す支援が強化され、今までの自立支援策と就労支援策が一体的に行われ、市民サービスの向上につなが

る。

指標

定量指標

就労サポートセンター利用人

数

単位：人

就職人数

単位：人

就労サポートセンター管理運営

ものづくりが柱でありつづける地域経済づくり

産業労働計画 産業人材の育成・働き甲斐の獲得

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 16

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 2,000 2,000 2,000

実績値 2,820 2,884

達成度（％） 141 144

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 62,401,000 73,369,000 63,762,175 69,030,000

人員 1.1 0.7 0.7 0.7

担当所属 連絡先

相談件数は中小企業の経営支援ニーズにどれだけ対応できたかを測る指標として、成果件数は第一目的である販路拡大に向けた具体的なチャレンジ数を測

る指標として設定し、どちらも計画を達成することができた。

経済振興部商工労政課 23-6212

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2013　～　- 自治事務（全部委託）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

 大企業メーカーの海外生産シフトや度重なる消費税の増税、新型コロナウイルス感染症拡大等の影響により、中小企業は非常に厳しい状況に立たされている。そのような中

小企業の多くは売上アップや販路拡大に課題を感じてきたが、その課題解決に対する支援が十分ではなかった。この中小企業の売上アップや販路拡大に対する支援ニーズに

対応するため、「人」による個別支援を重視したビジネス相談業務、サポート事業等を行う経営相談拠点の充実を図り、運営する。

対象

 販路開拓、新商品・サービス開発、新分野進出に取り組む中小企業及び起業を検討している市民等

手段

・ビジネスコーディネーターによる起業・経営相談、産業支援機関へのコーディネート　【場所】図書館交流プラザりぶら２階（康生通西）、イオンモール岡崎３階（戸崎町）　

【相談日時】毎週月～金曜日　午前１０時～午後５時（「りぶら」のみ水曜定休）　【人員配置】常時６名体制（コーディネーター２名、中小企業診断士１名、企画

広報コーディネーター３名）・事業者のチャレンジ促進を目的とした講演会、交流会等の開催

意図・成果

・業種・ステージ・課題内容を問わず、市内中小企業の前向きなチャレンジ創出・数値目標　年間相談者数2,000件　年間成果件数120件（※売上増、販路開拓、創

業の件数の合計）

指標

定量指標

ビジネスサポートセンター相談

件数

単位：件

ビジネスサポートセンター相談

後の成果件数

単位：件

ビジネスサポートセンター運営

商業と観光が成長産業となる地域経済づくり

産業労働計画 中小企業・小規模事業者の振興

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 17

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 800 800 -

実績値 883 1,133

達成度（％） 110 142

目標値（予測値） 15 15 -

実績値 10 20

達成度（％） 67 133

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 9,988,000 10,093,000 10,128,390 0

人員 0.15 0.25 0.25 0

担当所属 連絡先

コロナ禍の求職者の増加により、令和3年度は利用人数が増加している。

経済振興部商工労政課 23-6351

定性指標

2020年度達成基準 潜在的な対象者も多く存在するため、市民センターでの出張相談を継続して実施するとともに、ＨＰ等で周知を行う。

2020年度達成結果
利用人数の目標値は達成し、就職人数は未達成であった。利用人数は、コロナ禍で求職者が増加したことに起因し、平成

31年度より増加したことが考えられる。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2013　～　2021 自治事務（全部委託）

潜在的な対象者も多く存在するため、市民センターでの出張相談を継続して実施するとともに、ＨＰ等で周知を行う。

2021年度達成結果 コロナ禍で求職者が増加したことに起因し、利用人数が増加した。

事業概要

事業概要

 就職活動に自信のない人、仕事や将来に不安を感じる人など就労を望むすべての若者に向けて、個別相談、セミナー、ジョブトレーニングなどのさまざまな支援を行う。また、

就労サポートセンターと連携し、一体的な就労支援を行う。

対象

ニートやフリーター、就職活動に不安を持つ学生、学卒未内定者など

手段

庁舎内に設置する拠点での就労支援の提供（個別相談、パソコンスキルアップ講座、面接練習、履歴書作成指導、ジョブトレーニング等）

意図・成果

　様々な要因で職に就いていない若者の就労を支援することで地域の担い手確保を図る。

指標

定量指標

「若者おいでんクラブ」利用者

数

単位：人

就職人数

単位：人

若年者就労支援

ものづくりが柱でありつづける地域経済づくり

産業労働計画 産業人材の育成・働き甲斐の獲得

岡崎市就労準備支援事業実施要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 18

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 0 0 0

実績値 0 0

達成度（％） - -

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 0 0 0

人員 0.1 0 0 0

担当所属 連絡先

岡崎まぜめん会の自立化に向け、イベントでのＰＲからプロモーション支援を重視することに方針を変更したため、指標についても定性的な指標に見直した。

経済振興部商工労政課 23-6212

定性指標

2020年度達成基準
ＨＰにて赤い糸プロジェクト参加事業者のＰＲ、市民・観光客・県外に八丁味噌を使った料理とその料理に合う赤ワインを提

供する店を周知する。

2020年度達成結果
岡崎まぜめん会の自立化に向け、イベントでのＰＲからプロモーション支援を重視することに方針を変更したため、指標について

も定性的な指標に見直した。

2021年度達成基準

2022年度達成基準
ＨＰにて赤い糸プロジェクト参加事業者のＰＲ、市民・観光客・県外に八丁味噌を使った料理とその料理に合う赤ワインを提

供する店を周知する。

2013　～　2021 自治事務（全部直営）

ＨＰにて赤い糸プロジェクト参加事業者のＰＲ、市民・観光客・県外に八丁味噌を使った料理とその料理に合う赤ワインを提

供する店を周知する。

2021年度達成結果
ＨＰにて赤い糸プロジェクト参加事業者のＰＲ、市民・観光客・県外に八丁味噌を使った料理とその料理に合う赤ワインを提

供する店を周知した。

事業概要

事業概要

 八丁味噌を使った岡崎の名物料理は個別提供されていたものの「これぞご当地グルメ」という代表的な統一されたメニューが見受けられなかった状況の下、平成24年度に地

域の飲食店が連携して「岡崎まぜめん会」を結成し、新たなご当地グルメ「岡崎まぜめん」プロジェクトがスタートした。平成25年度からは、ご当地グルメ支援業務を岡崎活性

化本部に委託し、岡崎産の八丁味噌となたね油「赤水」を使用した麺料理「岡崎まぜめん」が新しいグルメのコンテンツとして、市内外で岡崎の食として市のＰＲを担った。平

成30年度からは、自主事業として活動を継続し、（一社）岡崎市観光協会が事務局を担っている。 また、平成28年度からは、市制100周年記念事業で開発された本

市の特産品や、八丁味噌を使った料理とその料理に合う赤ワインを提供する店を、市民・観光客に周知するためのリーフレットを作製し、商業者支援及び市のＰＲにつながる

よう支援している。

対象

 市民、観光客、飲食事業者

手段

○情報発信　八丁味噌を使った料理とその料理に合う赤ワインを提供する店の情報をＨＰにて情報発信する。

意図・成果

　八丁味噌を使った料理とその料理に合う赤ワインを提供する店を周知することで、岡崎市のＰＲにつなげていく。

指標

定量指標

イベント出展回数

単位：回

-

単位：-

ご当地グルメ支援

商業と観光が成長産業となる地域経済づくり

産業労働計画 商業機能と観光の連動

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 19

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 1 1 1

実績値 1 1

達成度（％） 100 100

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 7,260,000 0 21,481,900 3,300,000

人員 0.6 0.5 0.65 1.5

担当所属 連絡先

産業立地誘導地区に累積で3件の件新規工場等が完成し、制度が順調に普及している。引き続き、制度の普及啓発や企業の立地相談支援により工場立

地件数を増やしていく。

経済振興部商工労政課 23-6287

定性指標

2020年度達成基準 産業立地誘導地区内での新設工場等件数１件（工場の完成件数）（Ｒ２）

2020年度達成結果 仁木地区産業立地誘導地区において１件の新規工場が完成した（Ｒ２）

2021年度達成基準

2022年度達成基準 産業立地誘導地区内での新設工場等件数１件（工場の完成件数）（Ｒ４）

2018　～　- 自治事務（一部委託）

産業立地誘導地区内での新設工場等件数１件（工場の完成件数）（Ｒ３）

2021年度達成結果 樫山地区産業立地誘導地区において１件の新規倉庫が完成した（Ｒ３）

事業概要

事業概要

「未来投資計画事業」本市では、工業用地不足への対応として阿知和地区工業団地造成事業を進めているが、用地分譲までには時間を要するため、市街化調整区域を

含む土地利用の緩和を検討してきた。平成28年７月策定の岡崎市土地利用基本計画に定めた「産業立地誘導地区」においては、平成29年４月施行の「岡崎市開発

行為の許可等に関する条例」によって新たな開発許可基準を設けたことから、民間開発による工場立地が加速していくことが期待できる。本業務では、産業立地誘導地区内

での民間開発を促進するため、土地利用計画、道路計画の策定や道路築造工事などを進めていく。令和２年４月には土地利用基本計画を改定し、産業立地誘導地区

は14地区から20地区に拡大した。

対象

地元住民、地権者、立地希望企業、国・県

手段

平成29年度　農地法規制の調査平成30年度　土地利用計画の検討、開発手法の検討令和元年度　男川浄水場調整池予備設計令和元年度～２年度　小針町道

路地権者交渉令和３年度　道路の測量及び詳細設計立地企業の検討及び誘致、関係機関協議

意図・成果

・工業団地造成事業で対応できない立地希望企業の誘致・市内企業留置・自主財源の確保・既存工業系地域の住工混在解消

指標

定量指標

新規工場立地件数

単位：件

-

単位：-

産業立地誘導地区開発推進

ものづくりが柱でありつづける地域経済づくり

産業労働計画 ものづくり産業・新産業の振興

岡崎市土地利用基本計画



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 20

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 0 36 36

実績値 0 31

達成度（％） - 86

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 0 3,993,308 6,600,000

人員 0 0 0.7 0.7

担当所属 連絡先

-

経済振興部商工労政課 23-6212

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準
引き続き創業相談の入口としての役割を果たすことに加え、市自身が提供できる情報量を増やすことで、支援機関にスムーズ

に引き渡しができる体制を整える

2021　～　- 自治事務（一部委託）

新たに設置した創業総合窓口を周知し、創業者を増やすためにニーズやフェーズに寄り添った支援事業を実施する。

2021年度達成結果
創業相談窓口を創業支援の第一歩目として利用する市民の拠点として、相談内容に応じて適切な支援機関にお繋ぎするハ

ブ的な役割と担うことができた。

事業概要

事業概要

創業希望者は創業するまでの準備について体系的に学ぶ機会が少ないため、創業に関するセミナー等を実施することで、創業に対する不安解消や創業件数の増加を目指

す。創業後５年以内の創業者を対象にフォローアップセミナーを行い様々な事業課題の解決、自社ブランドの構築並びに売上アップを目指す。また、QURUWA地区を対象

に起業・創業しやすい環境整備を目的とし、民間主導による空き店舗等未利用不動産の商業的利活用の促進や、同地区の賑わい創出に向けてリーダーシップを発揮する

事業者・市民等の発掘・育成・支援を行う。

対象

創業希望者、創業者、乙川リバーフロント地区住民・物件オーナー・事業オーナー

手段

【創業準備支援事業】

・創業に対する不安を解消及び創業準備のノウハウを習得することを目的としたセミナーを実施

・創業に対する課題を抱えている方を対象とした、創業総合窓口を設置し、相談者情報のリストアップを行う

【新規創業者フォローアップ事業】

・参加事業者の販路開拓に向け、ノウハウを獲得するためのセミナー、ワークショップを実施

【未利用不動産活用促進事業】・乙川リバーフロントQURUWA地区における空き店舗等未利用不動産を活用した創業・起業・賑わい創出・人材育成等に関するセミナー・

ワークショップ・空き店舗物件ツアー・啓発事業等の実施・支援及び空き店舗実態調査の実施

意図・成果

〇創業準備支援事業　創業後間もない創業者の事業課題解決と人的ネットワーク構築〇新規創業者フォローアップ事業　参加事業者の新商品開発・販路開拓について

のノウハウ獲得〇QURUWA地区における空き店舗等未利用不動産を活用した創業・起業・賑わい創出・人材育成等に関するセミナー・ワークショップ・空き店舗物件ツ

アー・啓発事業等の実施・支援

指標

定量指標

創業総合窓口利用者数

単位：者

支援事業数

単位：件

創業支援

商業と観光が成長産業となる地域経済づくり

産業労働計画 創業・起業のしやすい環境整備

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 21

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 3,000 4,800 9,600

実績値 5,152 7,103

達成度（％） 172 148

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 15,186,000 51,479,000 73,394,347 113,619,000

人員 2.55 1.95 1.2 1.2

担当所属 連絡先

全国的なふるさと納税制度の盛り上がりに合わせた効果的な情報発信で寄附を集めることができた。

経済振興部商工労政課 23-6210

定性指標

2020年度達成基準 おかざき応援寄附金の趣旨や内容のＰＲに努め、魅力づくりに共感していただけるかたからの寄附を集める。

2020年度達成結果
おかざき応援寄附金の趣旨に賛同し、魅力づくりに共感していただけるかたの支持を多くいただけた。より多くのかたに選ばれるよ

うポータルサイトの拡充、魅力的な返礼品の追加を行った。

2021年度達成基準

2022年度達成基準

おかざき応援寄附金の趣旨や内容のＰＲに努め、魅力づくりに共感していただけるかたからの寄附を集める。また寄附者の寄

附意欲が高まる情報発信や、事業者の参加意欲が高まる支援を行うとともに、魅力的な返礼品を開拓することで効果的に寄

附を集める。

2016　～　- 自治事務（一部委託）

おかざき応援寄附金の趣旨や内容のＰＲに努め、魅力づくりに共感していただけるかたからの寄附を集める。また寄附者の寄

附意欲が高まる情報発信や、事業者の参加意欲が高まる支援を行い、効果的に寄附を集める。

2021年度達成結果
おかざき応援寄附金の趣旨に賛同し、魅力づくりに共感していただけるかたの支持を多くいただけた。効果的な情報発信や事

業者への支援を行った。

事業概要

事業概要

ふるさと納税制度を活用し、本市の魅力を発信するとともに市内産業の活性化を図る。

対象

本市に対するふるさとの想いや本市が進めるまちづくりなどの魅力づくりに共感を持つ市外の個人

手段

ふるさと納税ポータルサイト等を活用したＰＲ

意図・成果

寄附金を活用することで、将来にわたり市が活力を維持し持続的に発展するための魅力づくりが推進され、市内産業の活性化も図られる。

指標

定量指標

寄附件数

単位：件

-

単位：-

ふるさと納税活用

商業と観光が成長産業となる地域経済づくり

産業労働計画 商業機能と観光の連動

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 22

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 4 1 1

実績値 0 0

達成度（％） 0 0

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 0 0 1,000,000

人員 0.6 0.15 0.1 0.2

担当所属 連絡先

引き続き国・県、商工会議所等関係機関と連携し、東京圏の移住希望がある方や市内企業へのＰＲを行い、ＵＩＪターンの促進を図っていく必要がある。

経済振興部商工労政課 23-6351

定性指標

2020年度達成基準 国・県、商工会議所等関係機関と連携し、移住促進のための周知を行う。

2020年度達成結果 対象移住者は0名だった。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 国・県、商工会議所等関係機関と連携し、移住促進のための周知を行う。

2019　～　2024 自治事務（補助等）

国・県、商工会議所等関係機関と連携し、移住促進のための周知を行う。

2021年度達成結果 対象移住者は0名だった。

事業概要

事業概要

東京圏からの移住希望者のニーズを、引っ越し費用等の支援及び地方の中小企業等の求人情報を掲載するマッチングサイトの開設により後押しする「愛知県移住支援事

業・マッチング支援事業」、地域課題の解決に資する起業を支援する「あいちスタートアップ創業支援事業費補助金事業」と連携し、本市へのＵＩＪターンを促進し地元企

業の人材確保及び地域経済の活性化を図る。（制度的補助）

対象

・東京23区（在住者又は通勤者）から岡崎市内に移住し、対象となる市内企業に就業した方・テレワーカーとして東京23区内の企業で働く方・あいちスタートアップ創業支

援事業費補助金の交付決定を受けた方

手段

移住に要する費用に対する補助金の交付（世帯100万円、単身60万円）

意図・成果

中小企業等への新規就業者の確保及び社会的事業を行う新規起業者の創出をすることで地元企業の人材確保及び地域経済の活性化を図る。

指標

定量指標

対象移住者数

単位：人

-

単位：-

ＵＩＪターン就業・起業者移住補助

ものづくりが柱でありつづける地域経済づくり

産業労働計画 産業人材の育成・働き甲斐の獲得

岡崎市UIJターン就業起業者移住費補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：維持管理型 23

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 117,456,000 51,535,000 0

人員 0 0.15 0.15 0.1

担当所属 連絡先

-

経済振興部商工労政課 23-6215

定性指標

2020年度達成基準  地元中小企業や勤労者への支援の充実させるため、中小企業・勤労者支援センターを整備することができている。

2020年度達成結果 都度進捗状況を確認しながら、工事関係者と連携し、整備を完了することができた。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2020　～　2021 自治事務（全部直営）

 工事関係者と連携をとり、期間内に施設の整備ができている。

2021年度達成結果 都度進捗状況を確認しながら、工事関係者と連携し、整備を完了することができた。

事業概要

事業概要

 産業人材支援センターを改修することで、施設利用者の利便性の向上を図る。

対象

 施設利用者

手段

　施設の機能向上のため、設備改修工事を実施する。

意図・成果

　施設機能の向上により、施設利用者の利便性が向上する。

指標

定量指標

-

単位：-

-

単位：-

中小企業・勤労者支援センター施設整備

ものづくりが柱でありつづける地域経済づくり

産業労働計画 産業人材の育成・働き甲斐の獲得

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 24

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 0 2 2

実績値 0 0

達成度（％） - 0

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 0 4,295,500 8,800,000

人員 0 0 0.4 0.5

担当所属 連絡先

令和３年度はものづくり共創戦略の策定及び共創に係る機運醸成のためのセミナーを実施した。令和４年度以降具体的な共創による新たな価値の創造に

つながる事業を実施する。

経済振興部商工労政課 23-6287

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 本事業によって提案された共創アイデア件数２件、共創された事業件数１件、事業者間のマッチングイベント参加者数30人

2021　～　2023 自治事務（一部委託）

本事業によって提案された共創アイデア件数２件、共創された事業件数１件、事業者間のマッチングイベント参加者数30人

2021年度達成結果 本事業によって提案された共創アイデア件数０件、共創された事業件数０件、事業者間のマッチングイベント参加者数０人

事業概要

事業概要

 「未来投資計画事業」 CASE、MaaSなど自動車産業を始めとした産業構造の変化及び新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、市内の製造業及び製造関連企業

（ものづくり企業）の多くは変革を求められている。本事業では商工振興計画の基本戦略①－４に基づき、ものづくり企業の新たな価値の創造を支援する。

対象

市内の製造業及び製造関連企業

手段

令和５年までに支援拠点１カ所を開設することを目標とし、以下の手段で事業を進める。令和３年度　モデル事業の実施と支援計画の策定令和４年度　支援計画に基

づく支援活動開始令和５年度　支援拠点の開設

意図・成果

セミナー・研修の参加企業など、スタートアップに関心の高い企業が支援対象となるため、市内のものづくり企業の新たな価値創造が促進される。さらに、対象企業を中心とし

て市内全体の経済活性化に貢献することが期待できる。

指標

定量指標

提案された共創アイデア件数

単位：件

共創された事業件数

単位：件

ものづくり共創支援

ものづくりが柱でありつづける地域経済づくり

産業労働計画 ものづくり産業・新産業の振興

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 25

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 2,100 210 220

実績値 2,295 1,076

達成度（％） 109 512

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 987,635,000 233,672,008 22,066,000

人員 0 0 0.5 0.7

担当所属 連絡先

申請の処理体制や県との事務分担なども遅滞なく進み、スムーズな交付事務ができた。

経済振興部商工労政課 6287

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2020　～　2021 自治事務（全部直営）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

・新型コロナウイルス感染症対策協力金交付事業

 令和4年１月のから愛知県が実施した「愛知県まん延防止等重点措置」に伴う「愛知県感染防止対策協力金（営業時間短縮要請枠）」の支給対象から外れた市内

飲食店等（従来から５時～20時の範囲での営業をしている飲食店等）を支援するもの

対象

・新型コロナウイルス感染症対策協力金交付事業

「愛知県感染防止対策協力金」の支給対象から外れた飲食店等（従来から５時～20時の範囲での営業をしている飲食店等）で、感染防止対策への取組みを実施した

ことを条件とする。

手段

・新型コロナウイルス感染症対策協力金交付事業

　１店舗当たり10万円の協力金を交付

意図・成果

休業要請協力事業者の廃業防止等経営支援

指標

定量指標

交付件数

単位：件

-

単位：-

新型コロナウイルス感染症対策協力金交付

商業と観光が成長産業となる地域経済づくり

産業労働計画 商業機能と観光の連動

岡崎市新型コロナウイルス感染症対策協力金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 26

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 0 3 3

実績値 0 3

達成度（％） - 100

目標値（予測値） 0 0 500

実績値 0 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 0 127,520,819 193,200,000

人員 0 0 1.45 1.4

担当所属 連絡先

アプリ決済会社と協力し、広く利用促進に務め、付与（利用）率を達成することができた。

経済振興部商工労政課 23-6503

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 ■キャッシュレス決済ポイント還元事業

2021　～　- 自治事務（全部直営・全部委託）

■キャッシュレス決済ポイント還元事業

2021年度達成結果 ■キャッシュレス決済ポイント還元事業

事業概要

事業概要

新型コロナウイルス感染症により打撃を受けた市内事業者に対して、消費喚起事業やコロナに対応した事業展開の支援などの各種施策を展開することによって、売上の回復

及び雇用の維持を目指し、もって停滞しつつある地域経済の再生及び活性化を図っていく。

■キャッシュレス決済ポイント還元事業

 市内飲食店で汎用性の高いキャッシュレス決済（○○ペイ）を利用した方（市内外の消費者）に対して、代金の２０％相当のポイントを期間限定で還元（付与）する

ことを通して、消費を喚起し、事業者の売上向上を支援する。

■岡崎市地域店舗ファンづくり推進事業

 2022年１月から放送開始する大河ドラマ「どうする家康」を商機と捉える店舗を広く募集し、個店の売上支援やファンづくりを目的として、イベント出店支援や情報発信支

援をはじめとした各種支援策を実施する。

対象

■キャッシュレス決済ポイント還元事業 汎用性の高いキャッシュレス決済を導入している市内飲食店等 ■岡崎市地域店舗ファンづくり推進事業 市内に店舗を有する飲食

店・喫茶店・小売店・サービス業（無店舗営業、大型店・チェーン店・コンビニエンスストア等を除く）

手段

■キャッシュレス決済ポイント還元事業　キャッシュレス決済サービス提供事業者に対して、ポイント還元事業を委託。■岡崎市地域店舗ファンづくり推進事業　推進委員会

から登録店舗に対して各種支援策の案内や実施に係る支援を行う。

意図・成果

■キャッシュレス決済ポイント還元事業

　市内飲食店等でのキャッシュレス決済に対してポイントを還元することで、市内の消費を喚起する。

■岡崎市地域店舗ファンづくり推進事業

　イベント出店支援や売上げアップに関するセミナーの開催、効果的な情報発信支援等を通して、地域個店の売上げ向上とファン獲得を図る。

指標

定量指標

参加アプリ決済会社数

（キャッシュレス）

単位：社

参加店舗数（ファンづくり）

単位：店

地域経済再生・活性化支援

商業と観光が成長産業となる地域経済づくり

産業労働計画 商業機能と観光の連動

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：維持管理型 27

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 0 100,000 25,000

実績値 0 26,902

達成度（％） - 27

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 0 31,347,840 30,712,000

人員 0 0 0.9 0.8

担当所属 連絡先

初年度の管理運営で、新型コロナウイルスや便所改修工事の影響がある中で、適切に施設利用に関する周知を行うことができた。引き続き、適正に施設を

管理していく必要がある。

経済振興部商工労政課 23-6215

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 施設のHP等をより活用し、施設の情報や施設で実施するセミナー等を広く周知し、正確に施設を管理できている。

2021　～　2025 指定管理者

初年度ということもあり、施設の機能を広く周知し、正確に施設を管理できている。

2021年度達成結果 施設のHPを作成する等、施設の機能を広く周知し、正確に施設を管理できた。

事業概要

事業概要

 岡崎市産業人材支援センター（羽根町）と岡崎市勤労文化センター（美合町）を機能統合し、令和３年４月から岡崎市産業人材支援センターを「岡崎市中小企

業・勤労者支援センター」に改称してリニューアルした。 地元中小企業や勤労者への支援充実に向けて、ドローンやAIなど新たな産業技術の習得を図る。※令和２年度に

選定委員会を開催、令和３年度から令和７年度までの５年間指定管理にて運営。

対象

 地域産業の進行のために必要な人材・中小企業の育成や研修などを行う者

手段

　岡崎市中小企業・勤労者支援センター管理共同事業体への管理委託（令和３年度から５年間の指定管理）・施設利用者の窓口対応・使用料の徴収・施設の維持

管理（業務委託・清掃等）・提案事業の実施

意図・成果

　人材・中小企業の育成の場を提供し、地域産業の振興を図る。

指標

定量指標

中小企業・勤労者支援セン

ター利用者数

単位：人

-

単位：-

中小企業・勤労者支援センター管理運営

ものづくりが柱でありつづける地域経済づくり

産業労働計画 産業人材の育成・働き甲斐の獲得

岡崎市中小企業・勤労者支援センター条例、岡崎市中小企業・勤労者支援センター条例施行規則



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 28

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 2,500,000 2,500,000 2,800,000

実績値 2,875,266 3,476,795

達成度（％） 115 139

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 64,048,000 47,103,000 23,816,636 33,764,000

人員 1 1.2 1.12 1.2

担当所属 連絡先

令和３年度はコロナ禍であったが、休館期間がなかったこと、屋外施設への外出機会の増加等により、来訪者数が増加した。

経済振興部観光推進課 23-6384

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

-　～　- 自治事務（一部委託）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

本市では、平成18年３月「岡崎市観光基本計画」を策定し、観光交流を機軸とした地域経済の活性化や観光入込客数の増加、機運の醸成を図っている。平成27年度

の徳川家康公顕彰四百年記念事業、平成28年度の市制100周年を終え、本市の観光資源を恒常的に有効かつ適切に情報発信するため、その情報や実態を整理し、

様々な手法を用いて情報発信すると共に、市内の歴史遺産や自然景観等の観光資源に触れる機会を創出する。

対象

〇本市への観光客

〇旅行関係者

〇市民

手段

○印刷物

「観光パンフレット」、「カフェめぐりガイド」、「東海オンエアパンフレット」、「啓発用ビニール袋」等を製作する。

○イベント事業等

・県外他市へ観光キャラバンの実施　・メディアの活用、フリーマガジンの製作等による観光ＰＲ　・岡崎観光伝道師の活用による本市知名度の向上　・内藤ルネ等の本市オ

リジナルのコンテンツの活用による誘客促進　・観光情報発信拠点としてデジタルサイネージの整備、活用

意図・成果

〇本市の観光資源の知名度向上

〇本市を訪れる観光客増加

〇観光をきっかけとした地元経済の活性化促進

〇市内に数多くある歴史遺産等を通じ、観光都市としての市民意識醸成

指標

定量指標

観光客入込客

単位：人

観光案内所利用者数

単位：人

観光啓発

商業と観光が成長産業となる地域経済づくり

観光基本計画アクションプラン 観光情報の発信

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 29

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 46,000 250,000 300,000

実績値 33,440 226,305

達成度（％） 73 91

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 263,291,000 83,990,000 107,315,289 235,410,000

人員 1.3 2.3 1.77 1.3

担当所属 連絡先

コロナ禍で新しい手法によるイベントの開催を行っていくことができており、引き続き取り組んでいく。

経済振興部観光推進課 23-6211

定性指標

2020年度達成基準 ウィズコロナを意識し、十分に感染症対策を実施したうえで、魅力度的なイベントを実施する。

2020年度達成結果 コロナ禍で規模は縮小されたが、安全に執行することができた。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 ウィズコロナを意識し、十分に感染症対策を実施したうえで、魅力度的なイベントを実施する。

-　～　- 自治事務（全部委託）

ウィズコロナを意識し、十分に感染症対策を実施したうえで、魅力度的なイベントを実施する。

2021年度達成結果
桜まつりは、ライトアップの時間短縮、宴会自粛等のコロナ対策を行ったうえで開催することができた。花火大会は中止となった

が、ドライブイン花火、小学校花火などのサプライズ花火を実施することができた。

事業概要

事業概要

市内外からの観光客誘致のため大規模観光イベントを開催し、市の新たな経済の柱として観光産業を育成し、観光産業都市岡崎の実現を図る。また、「岡崎」の知名度を

向上させることで、さらなる観光客の誘致及びリピーターの獲得を図る。

対象

市内外の観光客、並びに旅行会社及び宿泊施設など旅行関係者。

手段

桜まつりや花火大会など、本市の観光資源を活用した大規模観光イベントを、効率的及び効果的に実施するために、市と観光協会の共催とし、企画及び運営業務等を観

光協会に委託して実施する。

意図・成果

本市特有の観光資源を活用したイベントを実施することにより、市内外からの観光客の誘致拡大を図り、市の経済振興を図るとともに観光産業都市岡崎の醸成を目指す。

また、岡崎の知名度を向上させることで、効果的なシティプロモーションを展開する。

指標

定量指標

観光イベント参加者数

単位：人

-

単位：-

観光イベント推進

商業と観光が成長産業となる地域経済づくり

観光基本計画アクションプラン 観光資源の活用

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 30

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 23 23 23

実績値 14 14

達成度（％） 61 61

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 3,673,000 1,040,000 651,000 3,102,000

人員 0.15 0.1 0.22 0.6

担当所属 連絡先

コロナによって一部の事業が取りやめになっている。状況を見ながら、新たな事業への補助についても検討していく。

経済振興部観光推進課 23-6384

定性指標

2020年度達成基準
特色ある事業が消滅することなく前年度と同様な規模で開催され、一定の基準を満たす新たな事業についても支援することを

目標とする。

2020年度達成結果 コロナ禍で実施できない事業が多く、申請が少なかった。

2021年度達成基準

2022年度達成基準
特色ある事業が消滅することなくコロナ間に近い規模で開催され、一定の基準を満たす新たな事業についても支援することを目

標とする。

-　～　- 自治事務（補助等）

特色ある事業が消滅することなくコロナ間に近い規模で開催され、一定の基準を満たす新たな事業についても支援することを目

標とする。

2021年度達成結果 コロナ禍で実施できない事業が多く、申請が少なかった。

事業概要

事業概要

郷土色豊かな観光資源を活用し、多数の観光客の誘致を期待できる行事及び催事等に、事業実施にかかる経費の一部を補助することで、観光事業の振興と特色ある伝

統的行事等の保存伝承を図る。

対象

菅生まつり事業、六ツ美悠紀斎田お田植まつり事業、能見神明宮山車引き廻し事業など23事業。

手段

郷土色豊かな観光資源を活用し多数の観光客を誘致できる行事及び催事に対し、事業実施にかかる経費の一部を補助する。

意図・成果

観光資源となる郷土色豊かな伝統的行事等が保存伝承されることにより、多数の観光客誘致が図られるとともに、地域の経済振興に寄与する。

指標

定量指標

委託対象とする

単位：件

-

単位：-

観光関連伝統行事保存伝承

商業と観光が成長産業となる地域経済づくり

観光基本計画アクションプラン 観光資源の活用

岡崎市観光事業振興費補助金交付規程



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 31

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 50 0 3

実績値 0 3

達成度（％） 0 -

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 23,032,000 13,186,000 5,478,500 5,281,000

人員 0.7 0.7 0.52 0.5

担当所属 連絡先

状況を見ながら、実施可能な事業を検討していく。

経済振興部観光推進課 23-6384

定性指標

2020年度達成基準 ＰＲ活動の件数とその成果としてのツアー造成数

2020年度達成結果 前年度は新型コロナウイルス感染症による渡航制限のため、誘客プロモーション実施できず。

2021年度達成基準

2022年度達成基準
海外渡航制限の継続により直接的な誘客プロモーション実施できないが、ＢｔｏＢ、ＢｔｏＣ向けの情報発信を行い、情

報提供に努める。

-　～　- 自治事務（一部委託）

今年度も新型コロナウイルス感染症による渡航制限のため、誘客プロモーション実施できないが、ＢｔｏＢ、ＢｔｏＣ向けの

情報発信を行い、アフターコロナに備える。

2021年度達成結果
オンライン商談会や在日インフルエンサーによるYouTube番組の製作により、海外渡航が制限されているなかでも可能な限り

PR活動を行った。

事業概要

事業概要

国が国策としている訪日外国人観光客誘致施策を実施。あわせて、訪日外国人観光客受入環境整備事業も実施（Ｒ２～３は、新型コロナウイルスの影響で誘致施策

は実施せず、受入環境整備と情報発信事業を実施した）。 ターゲット国としては、親日国家の台湾、タイ、ベトナム。

対象

○外国人観光客

○観光事業者

手段

○国、県が主体の広域連携観光客誘致組織との連携

○近隣他市との連携

○職員の現地派遣・ＰＲ活動

ＢｔｏＢ：現地旅行会社に対して直接商談を実施

ＢｔｏＣ：消費者に直接訴求する大型観光イベントへの参加

○雑誌広告やＳＮＳを活用した観光宣伝及びＰＲツールの作成

〇市内民間事業者等と協力した外国人観光客の受入体制構築ならびにプロモーションの展開

意図・成果

〇徳川家康等の歴史遺産やさくら、藤などの自然を活用した観光ＰＲによる本市知名度の向上

〇現地旅行会社と本市との結びつきを強固にし、誘客促進につなげる

○近隣他市と協力した広域観光への取り組みを加速させ、本市を含んだ広域での誘客を推進

〇市内民間事業者と協力して、消費意欲の高い外国人観光客を誘致

〇外国人観光客増加による市内での観光消費拡大、地域経済の活性化

〇多言語ガイド養成や体験プログラムの造成により、高付加価値商品の提供による民間事業者の収益力向上

指標

定量指標

ＰＲ活動の件数

単位：件

海外からのツアー造成数

単位：本

外国人観光客誘致

商業と観光が成長産業となる地域経済づくり

観光基本計画アクションプラン 観光誘客の促進

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 32

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 0 1,000 5,000

実績値 0 0

達成度（％） - 0

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 24,000,000 2,800,000 7,487,000 16,800,000

人員 0.15 0.15 0.32 0.1

担当所属 連絡先

集客は達成できなかったが、オンライン練習会などにより、おどり、練り込み、みこしなどの伝統文化の継承に寄与することができた。

経済振興部観光推進課 23-6211

定性指標

2020年度達成基準
本市に根付いた「夏まつり」として、市域全体から多くの市民が参加するとともに、工夫を凝らした運営方法や今後長期間に

渡って持続するイベントの柱（コンテンツ）が形成されること。

2020年度達成結果 コロナ禍で踊り等のイベントが開催できず、オンラインイベントのみ実施した。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 ウィズコロナを意識し、十分に感染症対策を実施した上で、魅力度的なイベントを実施する。

2018　～　2020 自治事務（補助等）

ウィズコロナを意識し、十分に感染症対策を実施した上で、魅力度的なイベントを実施する。

2021年度達成結果 コロナ禍でイベントが開催できず、オンライン夏まつりのみの開催となった。

事業概要

事業概要

従来の「五万石おどり・みこし」をリニューアルし、本市の歴史的文化資産等の観光資源を活用した魅力的で集客効果の高い夏まつりを実施する実行委員会形式の民間団

体に、「岡崎城下家康公夏まつり事業費補助金交付要綱」に基づき補助を行う。

対象

岡崎城下家康公夏まつり実行委員会

手段

民間の新しい発想により既存の内容を見直し、計画段階から実施に至るまで市民参加型で運営するとともに、効果的な実施方法や魅力的なコンテンツの導入等を行い、市

民が創り、つながり、もてなし、楽しめるまつりを開催することに取り組む民間団体に対象経費の総額補助を行う。補助対象経費は、岡崎城下家康公夏まつりの実施に必要と

認められるもので、設備費、工事費、演出費、広報費、通信運搬費、清掃費、人件費、水光熱費、租税公課、事務費、保険料、賃借料、消耗品費、旅費交通費、燃料

費、支払手数料に係る総額を対象経費とする。

意図・成果

〇民間の発想で観光資源等を活用したイベントを開催することにより、市内外の観光客の誘致を図る。

〇市内外からの観光客の増加により、市の経済振興を図る。

指標

定量指標

岡崎観光夏まつり集客数

単位：人

-

単位：-

岡崎観光夏まつり開催事業補助

商業と観光が成長産業となる地域経済づくり

観光基本計画アクションプラン 観光資源の活用

岡崎城下家康公夏まつり事業費補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 33

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 25,000 25,000 40,000

実績値 28,876 56,852

達成度（％） 116 227

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 28,809,000 28,809,000 28,425,000 28,301,000

人員 0.6 0.3 0.37 0.3

担当所属 連絡先

観光案内所利用者数については、令和３年度の目標値（25,000人）を大きく上回った。今後も市内外からの観光客に丁寧、親切な観光情報を提供し

ていく。

経済振興部観光推進課 23-6384

定性指標

2020年度達成基準
観光協会に補助金を交付することで、「観光産業都市 岡崎」の牽引役として岡崎の観光を総合的にプロデュースするととも

に、観光客のおもてなしを行っていく。

2020年度達成結果
観光案内所利用者数は目標値（25,000人）を上回り、岡崎の観光を総合的にプロデュースするとともに、観光客のおもて

なしを行うことができた。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 ー

2019　～　2021 自治事務（補助等）

令和３年度からは定性目標は設定しない。

2021年度達成結果 ー

事業概要

事業概要

一般社団法人岡崎市観光協会は市からの委託を受け、桜まつり、家康行列、岡崎城下家康公夏まつり花火大会等の各種観光事業を通じて観光客の誘致及び増加を図

り、地域経済の振興を図ることを目的としている。これに対し、「岡崎市観光協会補助金交付要綱」に基づき、案内所の設置、組織の運営等公益的な費用の一部を補助す

ることにより、組織の安定した運営及び継続した事業の推進を図る。岡崎市補助金等交付基準に基づく分類：事業費補助

対象

一般社団法人岡崎市観光協会

手段

補助対象経費

〇需用費：消耗品費、光熱水費等

〇役務費：通信運搬費、手数料、保険料等

〇委託料：施設管理、保守委託料等

〇使用料及び賃借料：事務所、事務用機器、駐車場等の借上料等

〇備品購入費

〇負担金：関係団体負担金等

〇公課費

〇情報発信センター運営費

〇おもてなしセンター運営費

〇集客サポートセンター運営費

〇その他市長が必要と認めた経費

補助率10/10

意図・成果

各種の観光事業の企画運営及び実施により、観光客の誘致拡大による地域経済の振興を図る。また、市の様々な観光事業の事業主体であることから、組織の運営及び

事業の執行に対し補助を行うことで、観光協会の組織及び観光事業の推進体制の強化を図る。

指標

定量指標

観光案内所利用者数

単位：人

観光協会員数

単位：件

岡崎市観光協会補助

商業と観光が成長産業となる地域経済づくり

観光基本計画アクションプラン 観光地経営の展開

岡崎市観光協会補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 34

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 20 35 35

実績値 74 46

達成度（％） 370 131

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 10,147,000 1,303,000 1,341,886 3,193,000

人員 1.2 1.2 1.12 0.8

担当所属 連絡先

映画、テレビ番組、プロモーション映像等のロケ支援を行うことができた。

経済振興部観光推進課 23-6384

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2016　～　- 自治事務（全部委託）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

○映画、ドラマ、ＣＭ、旅番組などの撮影誘致

○本市の観光情報についての情報発信ルート増加

○本市にて撮影した映画等により市民の地域愛、シビックプライドの醸成

対象

○映像製作会社

○観光客

○市民

手段

〇ロケ地誘致のためのデータベース製作、管理〇ロケ地誘致のための情報発信〇映像制作会社など関係者に向けた商談・ＰＲ○ロケ受入体制の構築（エキストラやロケ

協力店など）

意図・成果

〇ロケ地観光による観光客の誘致

〇撮影隊滞在中の宿泊及び飲食による直接的な経済効果

〇エキストラやボランティアなどの市民参画を促し、おもてなし意識の向上を図る。

○自分の住む地域が映画等で流れることにより、シビックプライドの醸成につなげる。

〇作品利用による本市知名度の向上

指標

定量指標

ロケ支援数

単位：回

映像メディア掲載回数

単位：回

フィルム・コミッション推進

商業と観光が成長産業となる地域経済づくり

観光基本計画アクションプラン 観光情報の発信

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 35

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 69,563,000 70,396,000 23,630,580 10,968,000

人員 1.1 0.9 0.82 0.7

担当所属 連絡先

アクションプランの個別施策を行い、施設の入込客数などをとりまとめた岡崎市観光白書を作成・公表した。

経済振興部観光推進課 23-6384

定性指標

2020年度達成基準 ○岡崎市観光白書の作成・公表

2020年度達成結果
推進委員会や庁内推進会議により、アクションプランの個別施策の進捗を管理するとともに、施設の入込客数などをとりまとめ

た岡崎市観光白書を作成・公表することができた。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 ○岡崎市観光白書の作成・公表

2015　～　- 自治事務（一部委託）

○岡崎市観光白書の作成・公表

2021年度達成結果
推進委員会や庁内推進会議により、アクションプランの個別施策の進捗を管理するとともに、施設の入込客数などをとりまとめ

た岡崎市観光白書を作成・公表することができた。

事業概要

事業概要

平成29年３月に改定した観光基本計画アクションプランを推進していくため、令和２年度は引き続き施策等の進捗管理やマーケティング調査を実施し、年次報告書である

観光白書を作成・公表した。また、新型コロナウイルス感染拡大に伴い、通常の観光施策ができないことから、臨時的にウィズ・コロナ期観光戦略を策定した。令和３年度は

観光戦略の策定の準備を進めるとともに、観光白書の作成とマーケティング調査を行った。令和４年度は観光白書の作成及びマーケティング調査を実施するとともに、次期観

光基本計画の策定に向け、会議を開催する中で有識者等から意見聴取を行っていく。

対象

○市民

○岡崎市への観光客

〇旅行関係者

〇観光関連事業者

〇庁内関係部局

手段

〇岡崎市観光基本計画推進委員会の運営

〇マーケティング調査

〇観光白書の作成・公表

意図・成果

〇現状に即したアクションプランを策定することで、観光振興の方向性の明確化及び効果的な施策の展開が推進される。

〇アクションプランの進捗管理や効果検証を実施していくため着実かつ効果的な事業展開が図られる。

○民間等の意見を反映しながら計画等を作成することで、観光産業都市に向けた機運の醸成が図られる。

指標

定量指標

-

単位：-

-

単位：-

観光企画

商業と観光が成長産業となる地域経済づくり

観光基本計画アクションプラン 観光地経営の展開

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 36

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 30 30 30

実績値 28 11

達成度（％） 93 37

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 17,501,000 14,762,000 11,544,040 12,525,000

人員 0.9 1.4 1.12 0.4

担当所属 連絡先

コロナウイルスの影響によりツアー催行日数は30日に届かなかったが、満足度については、アンケート実施などにより参加者のニーズを的確に把握することで目標

を達成することができた。

経済振興部観光推進課 23-6384

定性指標

2020年度達成基準 〇ツアー客数：300人（30便×10名）

2020年度達成結果
コロナウイルスの影響により市外での出店が減少し市内での出店が増加がしたことでイベント出店日数は94日となり目標を上

回った。GOTOトラベル対応のツアーの造成によりツアーの累計客数は425人となり目標を達成できた。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 〇ツアー客数：120人（12便×10名）

2015　～　- 自治事務（一部委託）

〇ツアー客数：300人（30便×10名）

2021年度達成結果
緊急事態宣言やまん延防止措置によりツアーが中止となったものもあり、累計客数は137人と目標を下回った。一方イベント

出店者数は290店舗となり目標を上回った。

事業概要

事業概要

本市に点在する観光資源や市内観光に関する必要な情報等を収集し、これら素材を磨き、組合せ、魅力ある旅行商品として企画造成するとともに、広く流通させるために全

国の旅行会社へセールス活動を行う。また、来訪者の満足度を向上させるため、本市の魅力を発信するおもてなしイベントの実施、観光案内人の養成など、来訪者に対する

おもてなし環境を整備し、観光客の満足度の向上と地域経済の活性化及び観光産業都市に向けた機運の醸成を図る。

対象

〇観光客

〇市民

○旅行会社

○観光事業者

手段

〇着地型旅行商品の企画造成〇市内回遊バスツアーの企画造成〇誘客ツアーの企画造成〇旅行会社へのセールス活動〇観光案内人の養成〇おもてなしイベントの企

画実施

意図・成果

〇観光客の満足度向上

〇観光入込客数の増加

〇ストーリー性のある観光案内ができる人材の養成

〇観光魅力の発信及び地域経済の活性化

〇観光産業都市に向けた機運の醸成

指標

定量指標

ツアー催行日数

単位：日

来訪者満足度

単位：％

観光おもてなし環境整備業務

商業と観光が成長産業となる地域経済づくり

観光基本計画アクションプラン 観光誘客の促進

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 37

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） - - -

実績値 - 0

達成度（％） - -

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 19,613,000 18,370,000 3,145,000

人員 0 0.4 0.42 0.1

担当所属 連絡先

引き続き満足度向上を目指す。

経済振興部観光推進課 23-6211

定性指標

2020年度達成基準 予定した業務及び工事を適切に実施し、施設の利便性の向上を図り、利用者の満足度を上昇させる。

2020年度達成結果 適切に実施した。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 予定した業務及び工事を適切に実施し、施設の利便性の向上を図り、利用者の満足度を上昇させる。

2016　～　- 自治事務（一部委託）

予定した業務及び工事を適切に実施し、施設の利便性の向上を図り、利用者の満足度を上昇させる。

2021年度達成結果 適切に実施した。

事業概要

事業概要

くらがり渓谷レクリエーション施設の観光魅力向上に向け、計画的に施設整備を実施しするもの。

対象

〇観光客

○市民

手段

○くらがり渓谷レクリエーション施設において、老朽化等した施設及び設備について計画的に改修工事等を実施する。

意図・成果

○施設利便性の向上及び利用者満足度の上昇

○利用者及び観光客の増加

指標

定量指標

-

単位：-

-

単位：-

くらがり渓谷施設整備

商業と観光が成長産業となる地域経済づくり

観光基本計画アクションプラン 観光客受入れ環境の整備

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 38

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 5,510 8,500 9,000

実績値 9,170 9,836

達成度（％） 166 116

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 3,358,000 3,438,000 3,088,800 3,089,000

人員 1 0.9 0.52 0.8

担当所属 連絡先

令和３年度の本サイトのＰＶ数は前年対比7.0％増、目標対比115.7％で達成した。

経済振興部観光推進課 23-6384

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2016　～　- 自治事務（一部委託）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

〇観光協会や岡崎公園等、観光関連公式サイトを一つに統合したシステムの運営、管理

〇ＳＥＯ対策によるサイト集客力の向上

〇サイト訪問者に対する本市観光資源のＰＲ

〇サイト内でのモデルコース提案等による実誘客の増加

〇サイト連動したＳＮＳを活用したプロモーションと情報発信

対象

〇観光客

〇市民

〇観光協会

〇市内観光事業者

手段

〇総合観光ＣＭＳ（コンテンツマネジメントシステム）の運営、管理

〇記事毎のサイト訪問者数等のデータをもとに分析

〇継続的な観光情報の発信

〇各サイトの更新権限者に対する定期的な運営指導

〇サイト連動したＳＮＳ活用企画

意図・成果

〇サイト訪問者の増加〇実来訪者の増加

指標

定量指標

ホームページ年間総アクセス件

数

単位：千件

-

単位：-

観光情報システム運用・活用業務

商業と観光が成長産業となる地域経済づくり

観光基本計画アクションプラン 観光情報の発信

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 39

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 0 5 0

実績値 4 1

達成度（％） - 20

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 122,750,000 37,476,000 16,451,423 39,427,000

人員 1.75 1.2 1.02 0.7

担当所属 連絡先

本市オリジナルの観光プロモーションを推進するにあたり、観光誘客の促進と観光消費額を増加させるために必要な個別プロジェクトを展開するなかで、観光土

産品の販売体制を新たに作ることができ、販路拡大に繋がった。

経済振興部観光推進課 23-6417

定性指標

2020年度達成基準
30年度、31年度において認証土産を12品選定できたため、今年度は、認証土産について効果的な情報発信を行い、販売

を促進する。

2020年度達成結果 認証土産品の販売促進活動を行うことにより、豊橋駅、三河安城駅などの売店で販売された。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 土産事業全体を商工労政課に移管したが、引き続き連携を取り、観光推進課の事業に絡めていくことでPRしたい。

2018　～　2020 自治事務（全部委託）

令和２年度において認証土産の販路拡大ができたため、今年度は、認証土産について効果的な情報発信を行うとともに、販

売実績の分析・検証を行う。

2021年度達成結果 達成基準通り、情報発信に注力した。

事業概要

事業概要

本市ならではの土産、グルメ、体験型観光などの観光魅力を創出し、地域の稼ぐ力の向上を図るため、観光基本計画アクションプランに記載の重点プロジェクト「岡崎オリジナ

ル観光プロモーションの展開」に基づき、本市オリジナルの観光プロモーションを推進する。

対象

○観光客

○市民

○観光事業者

手段

○オリジナル観光プロモーションの推進

意図・成果

○本市を訪問する観光客の増加

○民間事業者が継続的に稼ぐことができる仕組み作り

○本市の観光資源の知名度アップ

指標

定量指標

観光土産品販路拡大

単位：店舗

-

単位：-

観光プロモーション推進

商業と観光が成長産業となる地域経済づくり

観光基本計画アクションプラン 観光資源の活用

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 40

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 8,000 500 5,000

実績値 0 2,547

達成度（％） 0 509

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 3,780,000 3,780,000 2,646,000 2,646,000

人員 0.15 0.15 0.32 0.1

担当所属 連絡先

コロナ禍のため、目標の集客数は達成できなかったが、ＷＥＢによる配信等により全国に向け「家康公生誕の地岡崎」をＰＲできた。

経済振興部観光推進課 23-6978

定性指標

2020年度達成基準 民間の創意工夫を活かした、市民参加型の魅力あるイベントを支援することで、市内外から観光客誘致を図る。

2020年度達成結果
新型コロナウイルスの感染防止の観点から、集客事業は行わず、ＷＥＢによる家康公生誕のＰＲ、安産祈願道中を実施し

た。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 作り上げてきたウィズコロナの開催方法をブラッシュアップし、より多くの人に参加してもらえるイベントを作り上げていく。

-　～　- 自治事務（補助等）

大河ドラマ放送に向け、民間の自由な発想のもと、工夫を凝らした運営方法や次年度に繋がるイベントの柱が形成されること。

2021年度達成結果 コロナウイルス感染症の影響で一部オンライン開催にするなど、柔軟な発想でコロナ禍でもできる生誕祭を実施できた。

事業概要

事業概要

「家康公生誕の地 岡崎」として、郷土の英雄、徳川家康公が生まれた12月26日をお祝いするため、観光資源等を活用した魅力的で集客効果の高い冬季イベントを実施

する民間団体に、「家康公生誕祭事業費補助金交付要綱」に基づき、事業費の補助を行うことで、集客を図るほか、家康公の遺徳を偲び、ふるさと岡崎に対する大きな愛

情と誇りが持てる郷土愛を図る。

対象

家康公生誕祭実行委員会

手段

民間の発想により、既存の内容を見直し、計画段階から実施に至るまで市民参加型で運営するとともに、効果的な実施方法や新たなコンテンツの導入等を行い、市民が創

り、つながり、もてなし、楽しめるイベントを開催することに取り組む民間団体に経費の補助を行う。補助対象経費は、家康公生誕祭開催事業の実施に直接必要と認められる

もので、設備費、工事費、演出費、広報費、通信運搬費、清掃費、人件費、水光熱費、租税公課、事務費、保険料、賃借料、消耗品費、旅費交通費、燃料費、支払

手数料に係る総額を対象経費とする。

意図・成果

民間の発想で観光資源等を活用したイベントを開催することにより、市内外の観光客誘致を図る。市内外からの観光客増加により、経済振興を図る。

指標

定量指標

家康公生誕祭集客数

単位：人

-

単位：-

家康公生誕祭開催事業補助

商業と観光が成長産業となる地域経済づくり

観光基本計画アクションプラン 観光資源の活用

家康公生誕祭事業費補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 41

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 75 85 90

実績値 95 98

達成度（％） 127 115

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 0 65,912,060 69,444,000

人員 0 0 0.32 0.5

担当所属 連絡先

イベント参加者からは高い満足度を得られており、今後も継続していきたい。

経済振興部観光推進課 23-6978

定性指標

2020年度達成基準 「允文館歴史教室」、「ビスタラインを歩こう」、「清海堀ツアー」参加者に対し、満足度調査を行う。

2020年度達成結果 達成基準どおりに調査を行い、計画以上に満足を得られた。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 大河ドラマ「どうする家康」の放送に向けて、新たな武将隊の活用方法を検討する。

-　～　- 指定管理者

「允文館歴史教室」、「ビスタラインを歩こう」、「清海堀ツアー」参加者に対し、満足度調査を行う。

2021年度達成結果 達成基準どおりに調査を行い、計画以上に満足を得られた。

事業概要

事業概要

「岡崎公園及び村積山自然公園（奥殿陣屋）」指定管理業務のうちの「観光推進業務」である。観光客の誘客及び市内周遊促進、観光客のおもてなしと岡崎城・家康

館等の利用者サービス向上を図る。

対象

市民、観光客

手段

年間を通じた誘客イベントの企画・運営、受け入れ環境の整備など

意図・成果

岡崎公園への来園者が歴史文化について知り、親しむことができる機会を設けるとともに、その魅力を広く発信し、岡崎公園へ多くの観光客を誘致する。

指標

定量指標

イベント参加者満足度

単位：％

-

単位：-

岡崎公園活用

商業と観光が成長産業となる地域経済づくり

観光基本計画アクションプラン 観光客受入れ環境の整備

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 42

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 0 125,000 0

実績値 0 0

達成度（％） - 0

目標値（予測値） 0 0 0

実績値 0 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 0 1,672,529 334,297,000

人員 0 0 2 6

担当所属 連絡先

-

経済振興部「どうする家康」活用推進課 6471

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

-　～　- 自治事務（一部委託）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

令和５年１月放送予定の大河ドラマ「どうする家康」を契機として、ドラマ館の設置、ドラマ館を中心とした誘客促進、市民の家康公に対する尊崇の想いや機運の醸成を

図っていく。

対象

〇観光客〇旅行関係者〇市民

手段

〇大河ドラマ館設置

〇旅行会社への誘客PR

〇広告宣伝(交通広告、雑誌等広告、WEB広報）

〇大河ドラマ館ホームページ制作

意図・成果

PR、誘客プロモーションなどにより、大河ドラマ館入館者数を増加させ、他課とも連携して観光客の滞在時間を増やすことで、観光消費額増、地域経済の活性化を図る。

指標

定量指標

大河ドラマ館入館者数

単位：人

-

単位：-

「どうする家康」活用推進

商業と観光が成長産業となる地域経済づくり

観光基本計画アクションプラン 観光資源の活用

なし



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 43

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 5 5 4

実績値 1 3

達成度（％） 20 60

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 8,117,000 3,297,000 7,933,000 9,000,000

人員 0.16 0.25 0.25 0.4

担当所属 連絡先

熊野地区についてはほぼ予定通り事業の進捗が図られている。

経済振興部農地整備課 23-6313

定性指標

2020年度達成基準 R2年度予定の工事を完成する。

2020年度達成結果 R2年度予定していた熊野地区の工事は完成した。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 R4年度予定の工事を完成する。

-　～　- 自治事務（補助等）

R3年度予定の工事を完成する。

2021年度達成結果 R3年度予定していた熊野地区の工事は完成した。

事業概要

事業概要

 国土資源の総合的な開発及び保全と、その利用の高度化を図り併せて生産性の高い農業の育成を目的として交付されている愛知県土地改良事業等補助金の交付を受

けて、土地改良区が事業主体で施行する単独県費土地改良事業に対し事業費の一部を補助する。

対象

 土地改良区

手段

　用水管補修、用水路改良に対する工事費の補助

意図・成果

　・農業用施設の維持管理の軽減

　・農作業の安全性の確保

　・農業の生産性の向上

指標

定量指標

施行希望地区に対する採択

箇所数

単位：箇所

-

単位：-

県費土地改良事業費補助

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業経営の安定化

岡崎市土地改良事業費補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 44

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 4 5 4

実績値 6 5

達成度（％） 150 100

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 8,384,000 24,793,000 18,120,322 17,112,000

人員 0.5 0.75 0.75 0

担当所属 連絡先

 計画した件数の工事を実施し、事業の進捗が図られた。

経済振興部農地整備課 23-6310

定性指標

2020年度達成基準 採択件数４件を実施する。

2020年度達成結果 採択件数６件を実施した。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 採択件数４件を実施する。

-　～　- 自治事務（全部直営）

採択件数５件を実施する。

2021年度達成結果 採択件数５件を実施した。

事業概要

事業概要

 農業における現状は、過疎化や高齢化、都市化や混住化による農業環境を支える組織基盤の脆弱化が進行し、耕作放棄地、農地転用、水路管理の粗放化等が生じ、

農業者による農地や農業施設の維持管理が困難になってきている。こうした状況を改善するため、岡崎市が各町及び生産組合からの要望の中から必要性・緊急性に応じて

優先順位の高い箇所から県に要望し、採択されたものについて県費補助を受け施行している。

対象

 農業者・住民

手段

　用水路改良工事、排水路改良工事、用排水路改良工事、農道舗装工事　（各工事や採択基準により補助率は60％～66.7％）

意図・成果

　・農業用施設の維持管理の軽減

　・農作業の安全性の確保

　・農業の生産性の向上

指標

定量指標

施行希望地区に対する採択

箇所数

単位：箇所

-

単位：-

県費農業用施設改良

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業経営の安定化

土地改良事業等採択要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 45

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 70 70 60

実績値 79 73

達成度（％） 113 104

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 149,614,000 146,072,000 112,694,541 128,589,000

人員 2.31 1.95 2.1 0

担当所属 連絡先

 計画を上回る件数の工事を実施し、事業の進捗が図られた。

経済振興部農地整備課 23-6310

定性指標

2020年度達成基準 農業用施設改良工事の採択件数70件を実施する。

2020年度達成結果 農業用施設改良工事の採択件数79件を実施した。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 農業用施設改良工事の採択件数60件を実施する。

-　～　- 自治事務（全部直営）

農業用施設改良工事の採択件数70件を実施する。

2021年度達成結果 農業用施設改良工事の採択件数73件を実施した。

事業概要

事業概要

 農業における現状は、過疎化や高齢化、都市化や混住化による農業環境を支える組織基盤の脆弱化が進行し、耕作放棄地、農地転用、水路管理の粗放化等が生じ、

農業者による農地や農業施設の維持管理が困難になってきている。こうした状況を改善するため、行政が公共性の高い農道、排水路等の改良工事を、年間約300件の地

元要望箇所の中から必要性・緊急性に応じて優先順位の高い箇所から施工している。

対象

 農業者・市民

手段

　・用水路改良工事、排水路改良工事、用排水路改良工事、農道舗装工事

　・土地改良事業等採択要綱の基準による地元負担あり

意図・成果

　・農業用施設の維持管理の軽減

　・農作業の安全性の確保

　・農業の生産性の向上

指標

定量指標

施行希望地区に対する採択

箇所数

単位：箇所

-

単位：-

市費農業用施設改良

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業経営の安定化

土地改良事業等採択要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 46

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 4 4 4

実績値 4 4

達成度（％） 100 100

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 3,167,000 3,167,000 3,167,000 3,167,000

人員 0.06 0.2 0.2 0.3

担当所属 連絡先

 農業用水及び近隣の住宅地・事業場からの排水を受け入れる用排水路の維持・清掃活動を実施することで適正な管理ができた。また、農業用水の水源と

なる山林を保全管理したことにより水源の安定供給に大きく貢献した。

経済振興部農地整備課 23-6311

定性指標

2020年度達成基準
 対象事業費と事業の内容が他事業の補助金等と重複していないか、事業内容が補助の条件に適正に満たしているか審査

し、対象団体に補助金を交付する。

2020年度達成結果  実績報告の内容を審査し適切に交付できた。

2021年度達成基準

2022年度達成基準
 対象事業費と事業の内容が他事業の補助金等と重複していないか、事業内容が補助の条件に適正に満たしているか審査

し、対象団体に補助金を交付する。

-　～　- 自治事務（補助等）

 対象事業費と事業の内容が他事業の補助金等と重複していないか、事業内容が補助の条件に適正に満たしているか審査

し、対象団体に補助金を交付する。

2021年度達成結果  実績報告の内容を審査し適切に交付できた。

事業概要

事業概要

 土地改良区の農業用水・排水施設は、本来土地改良区が管轄する農用地への水の供給及び排水の役割をすべきであるが、近隣周辺の宅地や事業所等から流入する雨

水や排水も受け入れている。このため、用水・排水施設の泥の撤去や草刈作業等の維持管理をする土地改良区に対し、その費用の一部を市が補助している。 明治用水土

地改良区が行う水源かん養林事業は、明治用水土地改良区の水源である長野県根羽村をはじめとした、山林の保全管理にかかる費用に対し、受益市が補助を行ってい

る。

対象

（令和２年度）明治用水土地改良区、占部用水土地改良区、大平川用水土地改良区、東阿知和土地改良区

（令和３年度）明治用水土地改良区、占部用水土地改良区、大平川用水土地改良区、東阿知和土地改良区

手段

・水路維持管理　　用水路・排水路の草刈、堆積した泥の徹去、ごみの撤去、悪水の停留状況の解消作業等

・水源かん養林　　水源林の植栽、下草刈、枝打ち、間伐、作業道・林道開設等

意図・成果

　農業用水施設や排水施設等に対する維持管理に要する負担を軽減するとともに、農業用水のさらなる安定的供給及び水質保全が図られる。他の補助金等との重複はな

い。

　明治用水土地改良区への水源かん養林事業補助は農業用水だけでなく、工業用水、飲料水の安定的供給や、林業振興に繋がる。また山林の保全管理が災害防止や

ＣＯ２削減といった環境保護にも貢献できる。

指標

定量指標

施行希望地区に対する採択

箇所数

単位：箇所

-

単位：-

土地改良区水路等維持管理事業費補助

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業経営の安定化

岡崎市水路等維持管理事業費補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 47

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 1 1 1

実績値 0 0

達成度（％） 0 0

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 0 0 613,000

人員 0.11 0.2 0.15 0.3

担当所属 連絡先

村高地区については、国費及び県費補助が適用されなかった。

経済振興部農地整備課 23-6313

定性指標

2020年度達成基準 村高地区：R2年度工事を完成する。

2020年度達成結果 村高地区は国費及び県費補助が適用されなかったため未執行。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 R4年度予定の工事施工箇所を完成する。

-　～　- 自治事務（補助等）

R3年度予定の工事施工箇所を完成する。

2021年度達成結果 村高地区は国費及び県費補助が適用されなかったため未執行。

事業概要

事業概要

 食料・農業・農村基本計画を着実に推進するため、土地改良区等が事業主体となる団体営土地改良事業の計画的かつ効率的な実施を図るために国・県補助金とともに

事業費の一部を補助する。

対象

 矢作地区農業者

手段

　事 業 名　団体営土地改良事業

　事業主体  明治用水土地改良区

　【地 区 名】　村高地区　総事業費　10,000千円　用水管補修　１箇所

意図・成果

　施設の更新により、用水の安定供給、水管理の合理化と有効利用が図られ、維持管理費や労力が軽減される。

指標

定量指標

施行希望地区に対する採択

率

単位：％

-

単位：-

団体営土地改良事業費補助

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業経営の安定化

岡崎市土地改良事業費補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 48

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 180 138 138

実績値 120 93

達成度（％） 66 68

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 30,749,000 22,825,000 21,230,018 25,052,000

人員 0.5 0.3 0.3 0.6

担当所属 連絡先

森林所有者の高齢化や林業従事者の減少により、地域における森林整備への気運は減少しているが、補助金を利用することで、例年並みの森林整備が実

施できている。今後も更に森林整備の重要性を周知し、効率的な森林整備の促進を図る。

経済振興部森林課 82-4123

定性指標

2020年度達成基準 適正に補助金の交付を行い、間伐実施面積の増加を図りつつ、効率的な森林整備を推進する。

2020年度達成結果 適切に補助金を交付し、森林整備の実施を効率的に行うことができた。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 適正に補助金の交付を行い、間伐実施面積の増加を図りつつ、効率的な森林整備を推進する。

2019　～　2023 自治事務（補助等）

適正に補助金の交付を行い、間伐実施面積の増加を図りつつ、効率的な森林整備を推進する。

2021年度達成結果 適切に補助金を交付し、森林整備の実施を効率的に行うことができた。

事業概要

事業概要

林業振興とともに森林が持つ水源の涵養、洪水の防止などの公益的機能を十分発揮できるよう森林整備を推進するための補助の実施。（制度的補助）

対象

森林所有者、林業従事者、市民

手段

補助金を交付し、森林整備にかかる負担の軽減を図る。・　　　　　　　　　　　　　矢作川・青木川①人工造林　面積×標準単価　補助率　56/100以内  ②獣害対策　

面積×標準単価　補助率　80/100以内③下刈り　　面積×標準単価　補助率　58/100以内④枝払い　　面積×標準単価　補助率　58/100以内⑤除伐　　　面積

×標準単価　補助率　58/100以内⑥間伐　　　面積×標準単価　補助率　90/100以内⑦作業道　　実行経費　　　　補助率　60/100以内・　　　　　　　　　　　　　

間伐対策事業費補助金①間伐　　　面積×標準単価　補助率　19/100以内②作業道　　実行経費　　　　補助率　18/100以内

意図・成果

適切な森林整備を促進することによって、森林の持つ水源の確保、洪水の防止など公益的機能を十分に発揮させるとともに、適度な間伐等により立木の成長を促すため木

材生産機能が高まる。

指標

定量指標

間伐実績

単位：ｈａ

-

単位：-

森林整備対策

持続可能な循環型の都市づくり

森林整備ビジョン 健全で美しい森林づくりの推進

矢作川水源基金水源林対策事業費補助金交付要綱 青木川流域造林事業費補助金交付要綱 間伐対策事業費補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 49

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 140 130 130

実績値 128 136

達成度（％） 91 105

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 22,466,000 23,518,000 25,153,024 27,590,000

人員 0.5 0.4 0.35 0.3

担当所属 連絡先

愛知県より業務委託を受けた140haについて、取りまとめを達成し、事業を推進することができた。

経済振興部森林課 82-4123

定性指標

2020年度達成基準 説明会の実施などにより市民の理解、協力を求めながら事業を推進する。

2020年度達成結果 市内の人工林で事業候補地のとりまとめを推進することができた。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 説明会の実施などにより市民の理解、協力を求めながら事業を推進する。

2019　～　2028 自治事務（一部委託）

説明会の実施などにより市民の理解、協力を求めながら事業を推進する。

2021年度達成結果 市内の人工林で事業候補地のとりまとめを推進することができた。

事業概要

事業概要

愛知県が平成21年度から「あいち森と緑づくり税」を導入し、森林の有する公益的機能を継続的に発揮し、愛知県民の安全・安心・快適な生活に資するため、森林の整備

や里山林の保全等の事業を始めた。これに伴い市は県より委託を受けて人工林の間伐を行う候補地のとりまとめを行っている。平成31年度より10年間の期間をもって事業が

継続されることとなった。

対象

森林所有者

手段

事業実施地域の選定、地域説明会の開催、事業候補地の調査、事業候補地の承諾交渉等によって事業を進めていく。当該事業候補地は、効率的な間伐の整備を推進

するため、対象となる杉・桧の人工林が多くある地域から町単位で選定する。そして、選定した地域内における人工林の森林所有者を対象に事業の説明会や現地立会等を

実施し、森林所有者の理解を得て候補地を取りまとめる。

意図・成果

通常の林業活動では整備が困難な人工林に対し、強度な間伐等を実施することにより、荒廃した人工林内に自然植生の繁殖を図り、針広混交林へ誘導する。その結果、

現地の特性に合わせ、維持管理に手間がかからず、かつ、将来にわたって水源涵養、土砂の流出防止等の公益的機能を十分に発揮する森林となることが期待される。団地

的に取りまとめた候補地でに測量結果等を基に県が間伐を実施することにより、林内に下層植生の繁茂を誘導し、その結果、降雨時の河川の水量の急激な増加を抑制した

り、土壌の流出や侵食による土砂崩れの発生を防ぎ、市民の安全で安心な生活を守ることにつながる。

指標

定量指標

人工林整備事業とりまとめ

単位：ｈａ

-

単位：-

造林事業推進

持続可能な循環型の都市づくり

森林整備ビジョン 健全で美しい森林づくりの推進

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：維持管理型 50

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 0 0 0

実績値 0 0

達成度（％） - -

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 48,000 48,000 48,460 49,000

人員 0.05 0.05 0.05 0.05

担当所属 連絡先

施設の維持管理に努めた。

経済振興部森林課 82-3102

定性指標

2020年度達成基準 今後の方針が決まるまで施設の維持管理を行う。

2020年度達成結果 施設の維持管理を行うことができた。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 今後の方針が決まるまで施設の維持管理を行う。

2002　～　- 自治事務（全部直営）

今後の方針が決まるまで施設の維持管理を行う。

2021年度達成結果 施設の維持管理を行うことができた。

事業概要

事業概要

木材加工施設、木材乾燥施設の管理運営平成27年度末をもって指定管理を終了した。平成28年度はリバーフロント推進事業における人道橋に使用する木材の乾燥等

を必要に応じて行い施設を閉鎖。令和２年用途廃止を行った。

対象

なし

手段

なし

意図・成果

今後の方針が決まるまでの施設の維持管理。

指標

定量指標

乾燥及び加工利用実績

単位：立方メートル

-

単位：-

旧木材処理加工施設管理

持続可能な循環型の都市づくり

森林整備ビジョン 林業及び木材産業の振興と森林資源の循環利用の促進

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 51

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 60 60 55

実績値 56 53

達成度（％） 93 88

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 340,000 340,000 340,000 340,000

人員 0.1 0.1 0.1 0.2

担当所属 連絡先

林業クラブ会員数を一定人数確保し、その上で森林整備や林業教育等を実施することで活動の活性化が図れ地域林業に寄与した。

経済振興部森林課 82-3102

定性指標

2020年度達成基準
森林整備及び林家を対象とした勉強会や講習会を開催。地域の小中学校における森林・林業教育の実施などに対する活

動を支援する。

2020年度達成結果
森林整備及び林家を対象とした勉強会や講習会を開催。地域の小中学校における森林・林業教育の実施などに対する活

動を支援するため、補助金を交付した。

2021年度達成基準

2022年度達成基準
森林整備及び林家を対象とした勉強会や講習会を開催。地域の小中学校における森林・林業教育の実施などに対する活

動を支援する。

2022　～　2025 自治事務（補助等）

森林整備及び林家を対象とした勉強会や講習会を開催。地域の小中学校における森林・林業教育の実施などに対する活

動を支援する。

2021年度達成結果
森林整備及び林家を対象とした勉強会や講習会を開催。地域の小中学校における森林・林業教育の実施などに対する活

動を支援するため、補助金を交付した。

事業概要

事業概要

林業技術の普及及び指導等により、林業の振興を推進するための活動事業に対して、補助金の交付を行う。

対象

額田林業クラブ

手段

・期間：平成18年度～　林業技術の普及及び指導等林業振興に関する活動に対する補助金の交付

意図・成果

林業従事者及び林業経営体が、適切な林業経営を行うために必要な技術及び知識の習得に供与し、経営の改善、合理化及び所得の向上を図る。他団体との連携を円

滑に行い、森林整備や林業、啓蒙活動の推進を図る。活動内容　総会、役員会、木の駅プロジェクト参加、中学生への間伐体験指導、地元木材の生産及び流通、林業

関係誌配布など。

指標

定量指標

林業クラブ会員数

単位：人

-

単位：-

林業支援事業費補助

持続可能な循環型の都市づくり

森林整備ビジョン 地域の環・人の環の形成

岡崎市林業支援事業費補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 52

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 10 6 10

実績値 11 14

達成度（％） 110 233

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 3,373,000 2,652,000 3,864,000 4,200,000

人員 0.5 0.9 0.4 0.3

担当所属 連絡先

新規の業者に補助金制度を周知するなど、PRを盛んに行えた。

経済振興部森林課 82-3102

定性指標

2020年度達成基準 ポスターやチラシなどを用いて補助金制度を周知し、本事業を実施する。

2020年度達成結果 過去に申請のあった全ての業者に加え、新規の業者に補助金制度を周知できた。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 ポスターやチラシなどを用いて補助金制度を周知し、本事業を実施する。

2022　～　2025 自治事務（全部直営）

ポスターやチラシなどを用いて補助金制度を周知し、本事業を実施する。

2021年度達成結果 過去に申請のあった業者に加え、新規の業者に補助金制度を周知できた。

事業概要

事業概要

岡崎市産材の利用を促進することで、搬出間伐を始めとする森林整備の推進を図る。また、林業・木材業・建築業等の地域産業の活性化を図るため、岡崎市産材住宅建

設事業費補助金を交付する。

対象

市民（転入予定者を含む）、林業者、建築業者及び製材関係者等

手段

・補助金の要件（主要構造材の場合）　施主：材積１㎥以上の岡崎市産材を使用して、岡崎市内にて新築・増築・改築をすること。　建築業者：岡崎市産材を使用

した新築等を施主に斡旋した者（内装材の場合）　施主：面積10㎡以上の岡崎市産材を使用して、岡崎市内にて新築・増築・改築をすること。　建築業者：岡崎市

産材を使用した新築等を施主に斡旋した者・補助金額（主要構造材の場合）　施主：使用した材積１㎥当たり　25,000円（上限30万円）　建築業者：使用した

材積１㎥当たり　25,000円（上限５万円）（内装材の場合）　施主：使用した面積１㎡当たり　5,000円（上限20万円）　建築業者：使用した面積１㎡当たり　

5,000円（上限５万円）

意図・成果

森林整備が進むことで、森林の持つ様々な多面的機能が発揮される。また奨励金を交付することで、建築業者等の岡崎市産材利用に対する意欲の向上を図り、減少傾向

にある地元の林業者等の雇用安定につなげることが期待できる。

指標

定量指標

申請者数

単位：人

-

単位：-

岡崎市産材住宅建設事業奨励

持続可能な循環型の都市づくり

森林整備ビジョン 林業及び木材産業の振興と森林資源の循環利用の促進

岡崎市産材住宅建設事業費補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 53

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 4,000 4,000 4,000

実績値 3,863 3,368

達成度（％） 97 84

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 3,960,000 3,863,000 3,482,000 4,000,000

人員 0.45 0.5 0.5 0.6

担当所属 連絡先

ほぼ予算額の執行となり、一層の森林整備の促進ができた。

経済振興部森林課 82-3152

定性指標

2020年度達成基準 作業道の開設改良 4,500ｍ

2020年度達成結果 作業道の開設改良 4,151ｍ

2021年度達成基準

2022年度達成基準 作業道の開設改良 4,000ｍ

2022　～　2025 自治事務（補助等）

作業道の開設改良 4,000ｍ

2021年度達成結果 作業道の開設改良 3,558ｍ

事業概要

事業概要

森林整備に必要な路網整備を行い、森林資源の育成・利用及び森林の持つ公益的機能の向上を図るため、作業道開設・改良事業費を補助する。

対象

林業者の組織団体又は林業者

手段

　間伐事業を推進し、間伐材の搬出に必要な高密度な林道、作業道等の路網を整備するため、作業道開設・改良事業費を補助する。補助率　１／２上限　開設

1,000円/ｍ　改良600円/ｍ

意図・成果

森林資源の育成・利用及び森林の持つ公益的機能の向上を図る。

指標

定量指標

作業道開設延長率

単位：％

-

単位：-

作業道開設・改良事業費補助

持続可能な循環型の都市づくり

森林整備ビジョン 林業及び木材産業の振興と森林資源の循環利用の促進

作業道開設・改良事業費補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 54

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 1,800 1,800 1,200

実績値 963 747

達成度（％） 54 42

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 1,000,000 1,199,000 928,000 1,500,000

人員 0.1 0.1 0.1 0.2

担当所属 連絡先

周知が不足しており、利用を促進することができなかった。より一層の周知を図り、木材の搬出を推進することで、森林整備を図ることができる。

経済振興部森林課 82-4123

定性指標

2020年度達成基準 事業の周知を図り、山林所有者へ補助金を適正に交付する。

2020年度達成結果 事業の周知が不足したため搬出量が目標に達しなかった。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 事業の周知を図り、目標の木材搬出量を確保する。

2019　～　2023 自治事務（補助等）

説明会等で事業の周知を図り、目標の木材搬出量を確保する。

2021年度達成結果 事業の周知が不足したため搬出量が目標に達しなかった。

事業概要

事業概要

間伐を実施する山林所有者の間伐材搬出にかかる運搬費用の負担を軽減することで、より間伐を推進し、山林の管理保全を図る。間伐材搬出事業において、経営の改

善、合理化、所得の向上を図るとともに、間伐材の搬出を促進するため補助金を交付する。（制度的補助）

対象

山林所有者

手段

原木市場、製材加工施設等まで運搬する経費を事業費とし、１／２以内の額を補助金として申請のあった者に対して交付する。

意図・成果

木材の搬出及び運搬の費用が林業経営を圧迫していることで搬出間伐が減少している。運搬費用の補助が交付されることで、林業経営の改善が図られるとともに、山林の

管理保全が図られる。

指標

定量指標

木材運搬量

単位：立方メートル

-

単位：-

木材利活用推進事業費補助

持続可能な循環型の都市づくり

森林整備ビジョン 林業及び木材産業の振興と森林資源の循環利用の促進

岡崎市木材利活用事業費補助金要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 55

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 1,000 1,000 1,000

実績値 1,001 1,100

達成度（％） 100 110

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 3,361,000 3,406,000 3,285,722 3,431,000

人員 0.3 0.2 0.25 0.2

担当所属 連絡先

森林所有者等の計画的な取組により、目標を達成し、充分な量の木材を出荷できた。

経済振興部森林課 82-3102

定性指標

2020年度達成基準 実行委員会と連携し、同プロジェクトの活動の活性化を図る。

2020年度達成結果 実行委員会と連携し、活動の活性化に寄与する取組を実施できた。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 実行委員会と連携し、同プロジェクトの活動の活性化を図る。

2015　～　- 自治事務（全部直営）

実行委員会と連携し、同プロジェクトの活動の活性化を図る。

2021年度達成結果 実行委員会と連携し、活動の活性化に寄与する取組を実施できた。

事業概要

事業概要

適切な間伐等の整備がされず放置された森林を、本来持っている多面的機能を発揮させるための森林資源の保全と、木材の販売収入を原資とした地域通貨の流通による

地域経済の活性化による山村再生に対する活動を行う「木の駅プロジェクト」に対しての支援を行い、森林資源及び地域内外の人的資源の活性化を促進する。

対象

木の駅プロジェクト実行委員会

手段

・開始年度：平成27年度～　山村再生に対する活動を行う「木の駅プロジェクト」に対しての支援

意図・成果

間伐の実施と搬出した間伐材の販売収入に対して地域通貨券が発券及び流通されることで、額田地区での地域経済を活性化し、森林整備が促進されることで水源涵

養、土砂災害防止、地球環境保全等の多面的機能が発揮され、また岡崎市産材利活用の促進が図られる。

指標

定量指標

搬出木材量

単位：トン

-

単位：-

木の駅プロジェクト推進

持続可能な循環型の都市づくり

森林整備ビジョン 地域の環・人の環の形成

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 56

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 10 10 50

実績値 13 44

達成度（％） 130 440

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 1,395,000 2,059,000 2,124,500 2,501,000

人員 0.85 0.75 0.6 0.6

担当所属 連絡先

森林整備人材育成事業では、参加者の方に森林の現状を理解していただき、知識を深めることができた。

経済振興部森林課 82-3102

定性指標

2020年度達成基準 森林整備人材育成事業等を通じて森林についての啓発を実施し、より多くの方に森林・林業に関する理解を深めていく。

2020年度達成結果
森林整備人材育成事業等を通じて森林についての啓発を実施し、より多くの方に森林・林業に関する理解を深めることができ

た。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 森林整備人材育成事業等を通じて森林についての啓発を実施し、より多くの方に森林・林業に関する理解を深めていく。

2018　～　- 自治事務（一部委託）

森林整備人材育成事業等を通じて森林についての啓発を実施し、より多くの方に森林・林業に関する理解を深めていく。

2021年度達成結果
森林整備人材育成事業等を通じて森林についての啓発を実施し、より多くの方に森林・林業に関する理解を深めることができ

た。

事業概要

事業概要

水源涵養、土砂災害防止及び地球環境保全等の多面的な公益的機能を広くアナウンスし、市民や事業者等が広く森林から恩恵を享受している現状への理解を深め、将

来にわたって愛情を育み、森づくり活動への参加意識を促進するための啓発活動を行う。

対象

市民及び事業者等

手段

森林整備の講座及び啓発イベントを開催、また、緑の募金活動を実施する。

意図・成果

森林の多面的機能と現状を理解することにより、森林に対する愛情を育み、森づくり活動への参加意識を促進させることを目的とした啓発活動を行うことによって、森づくりを推

進する。

指標

定量指標

森林整備人材育成講座の参

加者数

単位：人

-

単位：-

森林保全啓発

持続可能な循環型の都市づくり

森林整備ビジョン 地域の環・人の環の形成

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 57

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 0 100 100

実績値 0 100

達成度（％） - 100

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 0 3,278,000 17,185,000

人員 0.05 0.2 0.3 0.3

担当所属 連絡先

将来的な里山整備を検討している地域と情報交換を行った。

経済振興部森林課 0564-82-3152

定性指標

2020年度達成基準 将来的な里山整備を検討している地域と情報交換する。

2020年度達成結果 将来的な里山整備を検討している地域と情報交換した。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 将来的な里山整備を検討している地域と情報交換する。

2018　～　2023 自治事務（一部委託）

将来的な里山整備を検討している地域と情報交換する。

2021年度達成結果 将来的な里山整備を検討している地域と情報交換した。

事業概要

事業概要

市内の里山林において、愛知県が実施する「あいち森と緑づくり事業」を利用し、森林の整備を図るとともに、将来的に地域における整備実施した里山の有効活用を図る。

対象

市内の里山林で、愛知県が実施する「あいち森と緑づくり事業」基準を満たす区域で、かつその後の森林整備等の維持管理が長期に実施され、事業効果が有効に反映され

うる森林。

手段

市内の里山林で、愛知県が実施する「あいち森と緑づくり事業」を利用し、樹木の伐採や管理道の整備を実施する。

意図・成果

里山林の整備がなされることにより、周辺環境が整備されるだけでなく、事業実施に際して地域団体と協定を締結することにより、長期的な維持管理がなされることになり、ま

た地域の里山としての価値を向上させることを図る。

指標

定量指標

実施設計の完了

単位：％

-

単位：-

里山林整備

持続可能な循環型の都市づくり

森林整備ビジョン 地域の環・人の環の形成

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 58

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 180 150 200

実績値 179 158

達成度（％） 99 105

目標値（予測値） - 30 40

実績値 - 26

達成度（％） - 87

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 27,996,000 39,588,000 51,681,462 73,747,000

人員 0.65 0.95 1.6 1.7

担当所属 連絡先

計画とおり、森林境界確認・測量が行われ、間伐を実施した。

経済振興部森林課 82-3102

定性指標

2020年度達成基準 森林経営管理の基礎となる森林境界確認・測量が行われている。

2020年度達成結果 森林境界確認・測量を計画どおり実施できた。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 森林経営管理制度の基礎となる森林境界確認・測量が行われ、市が管理する箇所の間伐が実施されている。

2019　～　- 自治事務（一部委託）

森林経営管理の基礎となる森林境界確認・測量が行われている。

2021年度達成結果 森林境界確認・測量を計画どおり実施できた。

事業概要

事業概要

平成３１年４月より施行された森林経営管理法に基づき、経営管理が行われていない人工林を対象に経営管理権集積計画を定め、森林所有者から経営管理権を取得

し森林整備を進める。

対象

森林所有者及び林業事業体

手段

森林経営管理法の対象となる、経営管理が行われていない人工林を対象に森林境界の確認及び測量を実施する。その後、森林所有者の意向を調査し、市による管理を

希望する森林に対して経営管理権を設定する。その中で林業経営に適した森林は林業経営体に再委託を行い、林業経営に適さない森林については市で間伐を実施し管

理する。

意図・成果

森林整備を推進し、林業振興とともに森林の持つ公益的機能が充分に発揮される。

指標

定量指標

森林境界確認・測量面積

単位：ｈａ

間伐の実施

単位：ha

森林経営管理制度運用

持続可能な循環型の都市づくり

森林整備ビジョン 健全で美しい森林づくりの推進

森林経営管理法



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 59

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 4 1 1

実績値 4 1

達成度（％） 100 100

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 6,305,000 9,530,000 2,288,420 1,816,000

人員 1.6 1.2 1.2 0.9

担当所属 連絡先

森林整備ビジョンに示す個別施策の進捗管理のため、森づくり協議会を開催した。

経済振興部森林課 82-3102

定性指標

2020年度達成基準
前年度に実施した基礎調査資料を参考に、岡崎市森づくり協議会を開催し意見の取りまとめを行い森林整備ビジョン改訂を

する。

2020年度達成結果 達成基準どおりに事務を進めて、森林整備ビジョンの改訂を行うことができた。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 森づくりを推進するため、森林整備ビジョンの進捗状況について岡崎市森づくり協議会を開催し、進捗管理を行った。

2020　～　- 自治事務（一部委託）

前年度に改訂した森林整備ビジョンの進捗状況について、岡崎市森づくり協議会を開催し進捗管理を行う。

2021年度達成結果 森づくりを推進するため、森林整備ビジョンの進捗状況について岡崎市森づくり協議会を開催し、進捗管理を行った。

事業概要

事業概要

 平成23年３月に策定した岡崎市森林整備ビジョンが、令和２年度に計画期間に掲げた10年の短期目標最終年を迎え、また令和元年度から森林環境譲与税が国から

新たに配分されるなど森林行政を取り巻く環境も大きく変化していることから、時代の変化や社会の要請に応じた内容に見直す協議を行うことを目的として、森林に関わる各

種関係者と密接に連携していくため岡崎市森づくり協議会を設置し、基本方針となる岡崎市森林整備ビジョンを改訂し森づくりを推進する。

対象

市民・森林組合・林業、木材産業等の事業者及び森林に関する各種団体

手段

学識経験者、森林組合・林業及び木材産業等の事業者及び森林に関する各種団体等から組織する岡崎市森づくり協議会において、森づくりを推進する基本方針である

岡崎市森林整備ビジョンの内容、進捗状況及び外の目的を達成するために必要な事項を協議する。

意図・成果

100年後の望ましい森林の姿を実現するため、岡崎市森づくり協議会を核として岡崎市森林整備ビジョンの基本方針に基づき、森づくりを推進する。

指標

定量指標

協議会開催回数

単位：回

-

単位：-

森づくり推進

持続可能な循環型の都市づくり

森林整備ビジョン 地域の環・人の環の形成

岡崎市附属機関設置条例 岡崎市森づくり協議会要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 60

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 565,737 623,146 623,146

実績値 563,629 623,146

達成度（％） 100 100

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 10,696,000 13,720,000 14,185,409 14,239,000

人員 0.35 0.35 0.5 0

担当所属 連絡先

第５期対策（令和２年度～令和６年度）で新たに加わった加算措置の取組を積極的に導入して集落の活動を活発化する。

経済振興部中山間政策課 23-6702

定性指標

2020年度達成基準 中山間直接払い協定区域において、集落協定に基づき農業生産を実施する。

2020年度達成結果 全15集落において適切な農業生産活動が行われた。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 中山間直接払い協定区域において、集落協定に基づき農業生産を実施する。

2020　～　2024 自治事務（補助等）

中山間直接払い協定区域において、集落協定に基づき農業生産を実施する。

2021年度達成結果 中山間直接払い協定区域において、集落協定に基づき農業生産を実施した。

事業概要

事業概要

農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律に基づき、農業・農村の多面的機能の発揮のため、中山間地域等における農業生産活動の継続に対して支援を行

う。令和２年度～令和６年度までの５年間の継続事業。農業生産条件不利地である中山間地域において、適切な農業生産活動が継続的に行われるよう、農業の生産

条件に関する不利を補正するための支援を行い、中山間地域の農業・農村が有する多面的機能確保を図る。

対象

・通常地域 旧額田町集落協定：11集落 330,568㎡          個別協定：1団体  97,261㎡      （補助率 国1/2 県1/4 市1/4）・特認地域 集落協定：3集落

（山綱町、羽栗町、秦梨町） 137,908㎡      （補助率 国1/3 県1/3 市1/3）計） 15協定 565,737㎡・棚田加算：1集落 58,303㎡

手段

集落協定・個別協定に基づく農業生産活動の実施。中山間地域等直接支払交付金実施要領において、市は実施状況の確認者、集落への指導者と位置付けられてい

る。

意図・成果

協定に基づく農業生産活動の取組により担い手不在・不足に起因する遊休農地（耕作放棄地）の発生を防止するとともに、山間地特有の農作業負担格差を是正する。

中山間地域等の農業・農村が有する国土の保全、水源の涵養等の多面的機能によって、下流域の都市住民の暮らしが守られる。

指標

定量指標

中山間地域等直接支払交

付金交付対象農用地面積

単位：㎡

-

単位：-

中山間地域等直接支払交付金交付

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 中山間地域対策

中山間地域等直接支払交付金実施要領



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 61

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 0 160 450

実績値 0 448

達成度（％） - 280

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 762,000 673,000 249,900 869,000

人員 0.15 0.05 0.2 0

担当所属 連絡先

令和3年度は新型コロナウイルス感染症の影響で募集はしたものの「アユつかみ」は開催中止となった。

経済振興部中山間政策課 23-6206

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2007　～　- 自治事務（一部委託）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

市民の憩いの場として無料魚釣場を設置すること及び、内水面資源を利用したイベントを開催することで、市民の内水面資源への保全意識向上及び、内水面漁業の振興

を図る。

対象

○河川レジャーの提供を希望する市民

手段

○乙川下流域に漁業権を有する岡崎市漁業協同組合に遊漁券代金相当額を交付し、市民の憩いの場として無料魚釣場を設置する。○小学生を含む家族対象に、内

水面漁業振興啓発イベントとして「アユつかみ」を開催する。

意図・成果

○無料魚釣場の利用及び身近な河川でのイベント参加により、市民が豊かな内水面資源への親しみと保全意識を持つことを図る。○市民が河川に親しみを持つことで、漁

業協同組合の活動が活発化することで、内水面漁業の振興を図る。

指標

定量指標

イベント申込者数

単位：人

-

単位：-

内水面漁業振興啓発

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業の多面的機能の維持

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 62

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 3,053 3,082 3,080

実績値 3,082 3,078

達成度（％） 101 100

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 620,000 2,345,000 2,964,083 13,952,000

人員 0.25 0.35 0.8 0

担当所属 連絡先

人口は微減となったが、県内の振興山村（岡崎市、豊田市、新城市、設楽町、東栄町、豊根村）と一体となり、事業促進等の要望活動を行った。新たに

中山間政策課を設置し、中山間地域活性化に向けて取り組み始めた。

経済振興部中山間政策課 23-6206

定性指標

2020年度達成基準 愛知県に対する施策・予算に関する要望活動の実施、山村振興計画の進捗管理、山村問題懇談会での発言

2020年度達成結果 愛知県に対する施策・予算に関する要望活動の実施、山村振興計画の進捗管理

2021年度達成基準

2022年度達成基準 愛知県に対する施策・予算に関する要望活動の実施、山村振興計画の進捗管理、山村問題懇談会での発言を行う。

2005　～　- 自治事務（全部直営）

愛知県に対する施策・予算に関する要望活動の実施、山村振興計画の進捗管理、山村問題懇談会での発言

2021年度達成結果 愛知県に対する施策・予算に関する要望活動の実施、山村振興計画の進捗管理、山村問題懇談会での発言を行った。

事業概要

事業概要

額田地域は、山村振興法に基づく振興山村地域に指定されており、山村振興計画に基づき社会基盤・教育環境等の整備、また、関係機関と連携しながら関係人口の創

出・拡大、地域の活性化等を図る。

対象

額田地域（山村振興法第７条により指定）に居住する者

手段

・県関係部署への予算確保、事業促進等の要望活動・山村振興計画の推進・愛知県交流居住センターによる交流居住マッチング事業、交流居住情報の受発信、受入

集落支援など交流及び居住の促進・「あいちの山里関係人口創出事業」の展開による三河山間地域の交流人口の拡大・地域おこし協力隊による地域の活性化

意図・成果

社会基盤や生活基盤の改善を進め、都市との近接性を産業や交流などの活性化につなげ、安心して暮らし続けることができる地域づくりを推進する。

指標

定量指標

額田地域世帯数

単位：世帯

額田地域人口

単位：人

山村振興

持続可能な循環型の都市づくり

山村振興法 山村振興の推進

山村振興法



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 63

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 1 0 0

実績値 1 0

達成度（％） 100 -

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 650,000 0 9,732,000

人員 0 0.15 0 0

担当所属 連絡先

県の補助事業であり、市は対象農家等からの申請を間接補助事業者として県へ申請している。事業実施希望者を募り、補助事業を実施する。

経済振興部中山間政策課 23-7418

定性指標

2020年度達成基準 畦畔等に使用するラジコン草刈機を導入

2020年度達成結果 農作業の労力軽減を図る

2021年度達成基準

2022年度達成基準 平野部より平地が少ない条件不利地域である中山間（額田地区）にトラクターとコンバインを導入

2020　～　2020 自治事務（補助等）

Ｒ３事業実施希望者なし

2021年度達成結果 Ｒ３事業実施希望者なし

事業概要

事業概要

 平野部より平地が少ない条件不利地域である中山間地（額田地区）を対象とする県の山間地営農等振興事業を活用し、畦畔等に使用するラジコン草刈機を導入し、

農作業の労力軽減を図る。

対象

事業主体：あいち三河農業協同組合

手段

H27　レンタルハウスの導入・設置H29　出荷物選別用ベルコンの導入・設置R２　ラジコン草刈機１台の導入

意図・成果

草刈作業の労力軽減

指標

定量指標

施設等整備数

単位：箇所

-

単位：-

山間地営農等振興事業費補助

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 中山間地域対策

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 64

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 70 70 70

実績値 75 78

達成度（％） 107 111

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 1,764,000 1,826,000 1,825,600 1,851,000

人員 0.05 0.05 0.1 0

担当所属 連絡先

天然鮎稚魚は、特別採捕期間及び許可漁協が限られているうえ、その期間の河川環境、気象条件により採捕数の多少が決まってしまう。

経済振興部中山間政策課 23-6206

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 限られた特別採捕期間内において、できるだけ多くの採捕を行う。

-　～　- 自治事務（全部委託）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

○河川改修工事や取水堰等の設置により減少している内水面資源の保全を行い、保護増殖を行うために、遡上すべき天然鮎稚魚の採捕及び放流を市内２漁協へ委託

する。

対象

○岡崎市漁業協同組合、男川漁業協同組合○乙川流域において遊魚を楽しむ市民

手段

○遡上する天然鮎稚魚について、矢作川河口（西尾市）にて、愛知県特別採捕許可を有する２漁協に稚魚の採捕と遡上すべき乙川流域への放流を委託する。

意図・成果

○河川改修や開発等により減少した内水面資源の保全を行い内水面漁業振興と発展が図られること。○内水面資源の保全を行い市民への憩いの場を提供すること。○

遊魚を楽しむ市民の増加により内水面漁業の振興が図られること。

指標

定量指標

天然採捕従事者延べ人数

単位：人

天然鮎稚魚採捕・放流量

単位：ｋｇ

鮎資源保護

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業の多面的機能の維持

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 65

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 1,500 1,483 1,300

実績値 1,100 923

達成度（％） 73 62

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 1,023,000 1,023,000 1,023,000 1,023,000

人員 0.05 0.05 0.1 0

担当所属 連絡先

天候・河川条件に左右されるものでもあり、遊漁料は減少傾向にある。優良な漁場等を維持していくためにも、内水面漁業の振興啓発も実施していく必要が

ある。

経済振興部中山間政策課 23-6206

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2013　～　2021 自治事務（全部直営）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

○内水面漁業の振興のため市内２漁協が実施する養殖鮎稚魚の放流活動を支援する。○乙川、男川流域では、本来鮎が河川を遡上してくるが、河川の整備（堰堤・

砂防）により遡上数が減少している。鮎稚魚を放流することで優良な漁場と河川資源の保全と活用、環境保全、遊漁を楽しむ者の増加を図り、内水面漁協の継続的発展

や観光資源の保護を図る。

対象

○岡崎市漁業協同組合、男川漁業協同組合○乙川、男川流域にて遊魚を楽しむ者

手段

○岡崎市鮎稚魚導入事業補助金交付要綱に基づき、鮎資源の保全、内水面漁業の振興に寄与する養殖鮎稚魚放流事業に対して事業費の１／２以内を交付する。

意図・成果

○河川改修や開発等により減少したと予測される内水面資源に対して、天然鮎の遡上と放流ではまかないきれない鮎資源の保全活動を支援し、内水面漁業の振興が図ら

れること。○豊かな河川資源の保全と活用を支援することで、遊魚を楽しむ者の増加を図り、乙川、男川流域の良さを広く周知し、内水面漁業の振興と共に、岡崎市の観光

にも寄与する。

指標

定量指標

両漁協の年間受入漁業料

単位：千円

-

単位：-

鮎稚魚導入事業費補助

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業の多面的機能の維持

岡崎市鮎稚魚導入事業補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：維持管理型 66

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 1,500 1,000 1,450

実績値 1,206 1,447

達成度（％） 80 145

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 1,899,000 1,893,000 2,353,746 1,988,000

人員 0.1 0.2 0.2 0

担当所属 連絡先

宮崎学区市民ホームが整備されたこともあり、現行の用途・機能は役割を終えており、利用者数を増加させることは困難。

経済振興部中山間政策課 23-6206

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2011　～　2020 指定管理者

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

○施設の適正な管理を目的とした各種諸経費 ・建設年度：昭和62年度 ・施設の設置目的役割    農村経営及び農村生活の改善合理化、農業者等の健康増進を図

ることにより農村生活環境の改善に資する ・場所：宮崎町字堂庭９－５ ・施設：多目的ホール、研修室、和室

対象

○利用する市民

手段

○指定管理施設として適正な施設管理を実施する。

意図・成果

○安全で安心な施設の提供を行うこと。○農村集落の維持及び活性化を図る。○利用料収入：H30 　79,740円　　　　　　　R１   78,080円　　　　　　　R２　 

53,010円　　　　　　　R3　 49,040円

指標

定量指標

農村環境改善センター年間

利用者数

単位：人

-

単位：-

農村環境改善センター管理運営

スマートでスリムな行政運営の確立

その他 中山間地域の施設運営

岡崎市公の施設に係る指定管理者指定の手続き等に関する条例等



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 67

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 72,000 65,000 65,000

実績値 70,082 73,070

達成度（％） 97 112

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 1,803,000 1,703,000 1,650,000 2,206,000

人員 1.25 0.5 0.7 0

担当所属 連絡先

 事業推進により防護柵等の設置が進み、被害が大幅に減少したが、防護柵等の設置をしていない箇所に被害が移っていると思われる。今後も、継続し被害

軽減に努める必要がある。

経済振興部中山間政策課 23-7418

定性指標

2020年度達成基準  野生鳥獣による農林産物被害を減少させる。

2020年度達成結果  野生鳥獣による農林産物被害が前年度と比べて減少した。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 野生鳥獣による農林産物被害を減少させる。

-　～　2020 自治事務（補助等）

 野生鳥獣による農林産物被害を減少させる。

2021年度達成結果 野生鳥獣による農業被害は前年度と比べて減少したが、林業被害、水産業被害が増加している。

事業概要

事業概要

 野生鳥獣による農林産物被害を防止し、農林業の振興及び経営の安定を図るため、鳥獣害対策事業費補助金を交付する。・鳥獣害被害防止対策に対する補助金 ・

猟友会会員の高齢化による狩猟免許所持者の新規獲得に対する補助金

対象

 鳥獣害対策資材費補助：市内在住の農林業者及び農林団体等 狩猟免許取得支援補助：市内在住で狩猟免許を取得し有害駆除に参加する者○申請件数（鳥

獣害対策資材費補助） Ｈ３０年度：２９件（電気柵等）、８件（捕獲檻）、３件（くくり罠）Ｒ１年度：３５件（電気柵等）、３件（捕獲檻）、１件（くくり

罠）Ｒ２年度：３３件（電気柵等）、４件（捕獲檻）、５件（くくり罠） ○申請件数（狩猟免許取得支援） Ｈ３０年度：１７件 Ｒ１年度：９件 Ｒ２年

度：１６件

手段

○鳥獣害対策資材について、次の各号に対し、２分の１以内で補助金を交付する。(1)市内の農林業被害地に設置する防護柵等又は威嚇資材の資材費　(2)市内の

林業被害地に設置する樹木防護材の資材費　(3)市内の農林業被害地に設置する捕獲檻又はくくりわなの購入費用○第一種銃猟免許又はわな猟免許、若しくはその両

方を取得した者は、下記に対し10分の９以内で補助金を交付する。(1)狩猟免許試験受験料、狩猟免許取得のための医師の診断書料、狩猟免許取得講習費用○鳥

獣害対策資材費補助(1)収支予算書　(2)実施計画書　(3)見積書　(4)設置予定地図面　(5)前記各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類○狩猟免許取

得支援(1)領収書　(2)取得狩猟免許の写し　(3)前記各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

意図・成果

　野生鳥獣による農林産物被害を防止し、農林業の振興及び経営の安定を図る。

指標

定量指標

被害額（全件調査）

単位：千円

-

単位：-

鳥獣害対策事業費補助

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 中山間地域対策

岡崎市鳥獣害対策事業費補助金交付要綱、岡崎市狩猟免許取得支援事業補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 68

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 72,000 65,000 65,000

実績値 70,082 73,050

達成度（％） 97 112

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 8,559,000 9,749,000 9,967,890 11,316,000

人員 0.9 2.05 2.2 0

担当所属 連絡先

 事業推進により防護柵等の設置が進み、被害が減少したが、防護柵等の設置をしていない箇所に被害が移っていると思われる。今後も、継続し被害軽減に

努める必要がある。

経済振興部中山間政策課 23-7418

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

-　～　- 自治事務（一部委託）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

 近年、野生鳥獣による農林産物被害が広がっている。市内農林業者については生産組合を中心に個人単位でも被害の防止に努めており、本市においてはその防除資材

購入費の補助も行っている。 しかし、農林業者の防除だけでは限界があるため、有害鳥獣捕獲業務、鳥獣害対策出猟管理業務を行うことにより農林業の振興及び経営の

安定を図るものである。また、より正確な被害状況を把握するため、鳥獣被害調査業務等を行う。 また、平成23年度からは鳥獣対策協議会を立ち上げ、国の支援も受け

ながら有害鳥獣被害の防止に努めている。 なお、有害鳥獣捕獲業務の対象は、猪、鹿、猿、ハクビシン、タヌキ、アライグマ、ヌートリア、アナグマ、カラス、カワラバト（ドバ

ト）、キジバト、ムクドリ、ヒヨドリ、カワウ、サギ、カルガモである。

対象

 市内農林業者

手段

　捕獲事業及び出猟管理業務は、岡崎猟友会に業務委託し、有害鳥獣を捕獲又は追払い、捕獲檻の管理等を行う。　捕獲方法は銃猟によるものと、わな猟によるもので

ある。（銃、わなともに免許が必要である。）銃猟については、猪、鹿、猿及び鳥類の捕獲又は追払いを行う。わな猟では猪を始めとする獣類についての捕獲を行う。　被害

調査は、農林業者へのアンケートによる聞き取り方式とし、被害額や傾向を把握する。　国の支援を受けて侵入防止柵を購入し、山沿いや農地沿いに設置することにより、農

地への獣類の侵入を防ぐ。　国の鳥獣被害総合対策事業を活用し、ICT捕獲檻やサルのテレメトリー調査、有害鳥獣の捕獲に対して報奨金及び侵入防止柵を交付し、鳥

獣被害防止を図る。

意図・成果

　農林業者による防除だけでは防ぎきれない部分について、有害鳥獣という位置付けで捕獲および侵入を防止し、農林業被害を減少する。　正確な被害状況を把握し、有

効な対策を実施する。また、今後の被害防止・捕獲の方針等を検討するための指針とする。

指標

定量指標

被害額（全件調査）

単位：千円

被害獣捕獲数

単位：頭

有害鳥獣被害防止・捕獲

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 中山間地域対策

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 69

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 40 50 0

実績値 30 40

達成度（％） 75 80

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 4,699,000 3,683,000 5,503,525 3,218,000

人員 0.3 0.25 0.3 0

担当所属 連絡先

財政事情を鑑みた先延ばしや新型コロナウイルスの影響もあり、進捗率は遅延気味であるが、課題の多い渡通津町については、ほぼ順調。

経済振興部中山間政策課 23-6702

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2018　～　2028 自治事務（全部直営）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

 給水人口１００人以下の飲料水供給施設（渡通津・小丸・蔵次・寺野）の老朽化に伴い、地域の生活基盤である飲料水の効率的な供給方法に関する調査・検討を

行い、低コストで水質基準を満たした水の給水手法を地元住民に提案する。

対象

 渡通津町、小丸町、蔵次町、夏山町寺野地区住民

手段

　施設の廃止を前提に、専門組織に調査を委託し、地元の状況に応じた各種給水手法について、技術・水質・コスト・ソフト面等で検討を行う。　渡通津町については、優先

して実施。

意図・成果

　令和２年度以降、新たな給水手法に順次切り替え。

指標

定量指標

進捗率

単位：％

-

単位：-

飲料水供給施設対策

スマートでスリムな行政運営の確立

その他 中山間地域の施設運営

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 70

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 30 0 38

実績値 31 36

達成度（％） 103 -

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 80,000 3,626,000 5,660,000 5,660,000

人員 0.35 0.5 0.9 0

担当所属 連絡先

「岡崎市ぬかたブランド協議会」への支援をとおして、継続的・発展的な取組により、地域資源の発掘やそれらを活用する人材育成、組織づくりを推進していく

ことができた。

経済振興部中山間政策課 23-6702

定性指標

2020年度達成基準 地域内における、継続的な取組により、さらなる効果が発揮されること。

2020年度達成結果 協議会の委員、運営委員、部会といった組織が上手く機能しており、積極的な取組がなされた。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 引き続き、体験プログラム等の開発を進め、体験をするために地域への来訪者が増加する。

2018　～　- 自治事務（一部委託）

地域内において、新規体験プログラムの開発、既存体験プログラムの磨き上げを行い、プログラム利用者数が増加する。

2021年度達成結果 体験プログラムを12種類開発し、体験者数も3932人であった。

事業概要

事業概要

１ 地域資源の商品化、販売促進等により、地域住民の所得向上、雇用促進等を図る「岡崎市ぬかたブランド協議会」の取組に対し、負担金を交付して支援することによ

り、協議会の持続性・自立性を誘導し、額田地域の活性化に向け、事業の推進を図る。

２ 中山間地農業担い手支援事業費補助金  中山間地における中心的な農業の担い手に対する、人材の確保・育成、中山間地農業の維持発展を図ることを目的とする

補助金交付

対象

１ 事業実施主体：岡崎市ぬかたブランド協議会

 ２ 中山間地：額田地域、旧山中村、旧本宿村、旧河合村、旧常磐村、中心的担い手：㈱アグリみかわ、河合延彦、㈱山田農園

手段

１　対象となる事業①地域資源の賦存状況・利用形態等の調査　②地域資源を活用するための合意形成、組織づくり、人材育成　③地域資源の消費拡大や販売促

進、付加価値向上等を図る取組

２　臨時的な雇用に係る人件費、新規就農者・定年帰農者・農業体験受入れに係る経費等に対し補助金を交付（補助率１／２）

意図・成果

１　地域資源を活用し、新商品開発等に取り組むことで、地域の農林漁業者、食品事業者等の所得向上及び雇用促進が図れる。また、地域を訪れる人が増えることによ

り、地域の活性化も図ることができる。

２　中山間地中心的農業の担い手の存続による農地の保全

指標

定量指標

地域資源活用に取り組む人

単位：人

プログラム体験者数

単位：人

山村活性化対策推進

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 中山間地域対策

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 71

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 0 0 0

実績値 0 0

達成度（％） - -

目標値（予測値） 0 0 0

実績値 0 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 0 3,927,000 57,770,000

人員 0 0 0 0

担当所属 連絡先

-

経済振興部中山間政策課 -

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

-　～　- -

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

中山間地域は、豊かな自然や景観を有し、多面的機能の発揮など重要な役割を担っている反面、担い手不足、鳥獣被害等の課題を有している。そのため、持続可能な魅

力ある地域とするための事業を実施する。

対象

旧岡崎市の中山間地域、旧額田町に居住する者

手段

中山間地域活性化計画を推進し、住み慣れた地域で暮らし続けるための仕組みづくりに取り組む。

意図・成果

国が定める山村振興法を根拠とする山村振興計画は、旧額田町のみに適用される計画のため、旧岡崎市の中山間地域を含めた計画を策定することで、持続可能な魅力

と活力ある地域の創造を目指す。

指標

定量指標

-

単位：-

-

単位：-

中山間地域活性化

持続可能な循環型の都市づくり

中山間地域活性化計画 中山間地域の活性化

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：維持管理型 72

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 0 0 25,000

実績値 0 24,802

達成度（％） - -

目標値（予測値） 0 0 0

実績値 0 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 0 0 10,863,000

人員 0 0 0 0

担当所属 連絡先

-

経済振興部中山間政策課 23-6206

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

-　～　- -

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

岡崎市わんパーク条例に基づき、都市地域と中山間地域の交流を促進し、中山間地域の活性化等を図ること及び、自然を身近で大切に感じる心を育む環境教育を実施

する。

対象

岡崎市民を含む全来訪者

手段

地域の振興や活性化に寄与し、自然の中で自由に遊べる施設としての維持管理を行うとともに、自然の大切さを学べるよう、自然を活用したプログラムを実施する。

意図・成果

中山間地域の豊かな自然の中で活動することにより、地域への関心を高め、関係人口の創出・拡大、移住促進へとつなげる。

また、自由な遊びやプログラム参加を通じて、自然への興味、関心を高めることで、環境保全に対する意識向上及び活動へとつなげることを図る。

指標

定量指標

わんパーク入場者数

単位：人

-

単位：-

わんパーク管理運営

スマートでスリムな行政運営の確立

その他 中山間地域の施設運営

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：維持管理型 73

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 0 0 0

実績値 0 0

達成度（％） - -

目標値（予測値） 0 0 0

実績値 0 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 0 0 1,224,000

人員 0 0 0 0

担当所属 連絡先

-

経済振興部中山間政策課 23-6206

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 地域活性化拠点として活用するために、地域住民と活用手法の検討がされている。

-　～　- -

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

地域活動・生活支援の拠点及び、都市地域との交流の場となるよう、千万町楽校の施設管理及び運営を行う。

対象

千万町町・木下町の住民及び来訪者

手段

地域活性化拠点として活用するために、地域住民とともに、活用方法の検討・実証とともに、施設改修などに取り組む。

意図・成果

地域活動・生活支援の拠点として活用することで、地域の活性化を高めることに寄与し、また、都市地域住民との交流を促進することによって、関係人口の創出・拡大等を進

め、地域の持続性を高める。

指標

定量指標

-

単位：-

-

単位：-

千万町楽校管理

スマートでスリムな行政運営の確立

その他 中山間地域の施設運営

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：維持管理型 74

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 0 0 0

実績値 0 0

達成度（％） - -

目標値（予測値） 0 0 0

実績値 0 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 0 0 825,000

人員 0 0 0 0

担当所属 連絡先

-

経済振興部中山間政策課 23-6206

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 地域活性化拠点として活用するために、地域住民との協議・実証試験等が行われている。

-　～　- -

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

地域活動・生活支援の拠点及び、都市地域との交流の場となるよう、みつわ広場の施設管理及び運営を行う。

対象

大代町・雨山町・東河原町の住民及び来訪者

手段

地域活性化拠点として活用するために、地域住民とともに、活用方法の検討・実証とともに、施設改修などに取り組む。

意図・成果

地域活動・生活支援の拠点として活用することで、地域の活性化を高めることに寄与し、また、都市地域住民との交流を促進することによって、関係人口の創出・拡大等を進

め、地域の持続性を高める。

指標

定量指標

-

単位：-

-

単位：-

みつわ広場管理業務

スマートでスリムな行政運営の確立

その他 中山間地域の施設運営

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：維持管理型 75

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 10,000 10,000 10,000

実績値 7,534 10,682

達成度（％） 75 107

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 9,575,000 8,384,000 9,281,854 9,687,000

人員 1.75 3.5 3.65 0

担当所属 連絡先

コロナ禍でホタルまつりを中止したが、ゲンジボタル＝鳥川と認知されており、県内外から多くの人が来場した。良好な自然の象徴であるホタルを通じて、市民に

自然の大切さを伝える場としての活用がなされている。

経済振興部中山間政策課 23-6206

定性指標

2020年度達成基準 ホタル関連イベント及び自然観察会等の開催並びに環境教育の実施

2020年度達成結果
ホタル関連イベント及び自然観察会等の開催並びに環境教育の実施ができた。一方、コロナ禍により閉館やイベントの中止が

あったため、目標達成にはならなかった。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 ホタル関連イベント及び自然観察会等の開催並びに環境教育の実施

2012　～　- 自治事務（一部委託）

ホタル関連イベント及び自然観察会等の開催並びに環境教育の実施

2021年度達成結果 ホタル関連イベント及び自然観察会等の開催並びに環境教育を実施した。

事業概要

事業概要

岡崎市ホタル学校条例に基づき、都市地域と中山間地域の交流を促進し、中山間地域の活性化等を図ること及び、ホタルを通じて市民一人ひとりが自然との共生を考え、

行動することができるよう環境教育及び環境学習の推進を図るための事業を実施する。供用開始 平成24年４月１日施設概要 展示室（ホタルの里、ホタル教室Ⅰ・Ⅱ・

Ⅲ・鳥川小学校記念室）     交流室、多目的ルーム、サポーター室

対象

岡崎市民を含む全来訪者

手段

施設の適切な維持管理を実施し、地域振興及びホタルを通じた環境学習及びホタル保護活動を支援する。また、ホタルに関する資料の収集、保管及び展示を行うほか、ホ

タルの生息する自然に親しむための各種事業を実施する。

意図・成果

岡崎市のホタルに関する施設という位置付けで、ホタルに関する資料や模型等を展示するほか各種講座、自然体験イベント及び環境教室を実施することにより集客を図り、

関係人口創出・拡大につなげる。また、来校者が市内のホタル保護活動を知ることによってホタル保護の必要性やホタルを取り巻く自然環境保護活動の大切さに気付き、自

然環境への配慮や環境保全活動への参加につなげる。

指標

定量指標

ホタル学校入場者数

単位：人

イベント開催回数

単位：回

ホタル学校管理運営

スマートでスリムな行政運営の確立

その他 中山間地域の施設運営

岡崎市ホタル学校条例、岡崎市ホタル学校条例施行規則



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 76

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 0 1,000 3,000

実績値 0 1,042

達成度（％） - 104

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 0 401,116 15,146,000

人員 0 0 0.2 0

担当所属 連絡先

-

経済振興部中山間政策課 23-6206

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2021　～　- 自治事務（全部直営）

漆苗（1000本）を健全に育成する。

2021年度達成結果 漆苗（1042本）を健全に育成した。

事業概要

事業概要

 良質な国産漆のニーズが高まる中、三河地方では、過去に良質な漆を栽培していた歴史があることから、漆の産地化及びブランド化を推進する。

対象

 岡崎漆プロジェクト構成団体

手段

　岡崎市、試験研究機関、民間事業者等によりプロジェクトチームを設立し、漆の研究、苗の育成、製品化に取り組む。

意図・成果

　本市における荒廃農地面積の大部分を占める中山間地域において、漆を栽培しブランド化することによって、耕作放棄地対策や、ものづくり産業・新産業の振興を推進す

る。

指標

定量指標

漆苗育成数

単位：本

-

単位：-

岡崎漆プロジェクト推進業務

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 中山間地域対策

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 77

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 0 0 200

実績値 0 0

達成度（％） - -

目標値（予測値） 0 0 0

実績値 0 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 0 0 0

人員 0 0 0 0

担当所属 連絡先

-

経済振興部中山間政策課 -

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 竹を資源として活用するための支援体制づくり

-　～　- -

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

竹を資源として活用し、竹チップ等の商品化や付加価値向上により、放置竹林を整備することで収益を生む体制を構築し、地域の環境・景観を改善、維持、まちづくり活動

に取込まれ、地元住民と都市部の住民が協働し関係人口の創出・拡大に資する仕組みづくりを行う。

対象

オクオカ竹資源活用協議会構成員

手段

竹林整備

・竹林所有者の整備目標の確認（生産竹林・環境竹林・樹種転換）

・維持管理への支援体制の確立と協業化の体制づくり（地域ぐるみ、ボランティア団体の育成）

竹利用の課題

・竹材の利用拡大に向けた製品開発と供給体制の整備

意図・成果

竹を資源として活用することで、放置竹林の解消、地域の環境・景観を改善、維持しまちづくり活動への取込み、地域経済循環の拡大、有害鳥獣生息環境管理、雇用の

創出・所得の向上に資する体制を構築する。

指標

定量指標

竹資源販売額

単位：万円

-

単位：-

オクオカ竹プロジェクト推進業務

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 中山間地域対策

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 78

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 14 14 14

実績値 10 13

達成度（％） 71 93

目標値（予測値） 0 0 0

実績値 0 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 9,787,000 15,997,000 29,094,710 27,288,000

人員 0.6 0.9 0.8 1.4

担当所属 連絡先

コロナウイルス感染症の影響により計画的にイベントを開催することが難しく、ふれあいイベント開催数は目標値を下回った。農林業祭を始め各種イベントを開

催し農林業の振興に寄与することはできた。

経済振興部農務課 46-4490

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2011　～　- 自治事務（一部委託）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

地元農産物生産者団体と協力して農産物展示・即売等の実施や農業体験・農産加工品教室等各種ふれあいイベント等交流会の開催、新規作物種苗等のあっせん、栽

培普及指導員の設置、ゆかりのまち交流事業等、本市農林業の振興に寄与する各種事業を岡崎市農林業振興推進実行委員会へ負担金を支払う。

対象

消費者である市民

手段

○各種ふれあいイベント（市内３箇所の産直施設内催事コーナー等で開催。Ｒ３年度は年間14回開催）、農林業祭の開催、ゆかりのまち（石垣市、佐久市、関ケ原

町）への催事参加等を通じて本市農林産物の紹介・即売を行う。○新規作物種苗等のあっせん（年２回種苗配布を実施）や産直施設へ栽培普及指導員を配置す

る。

意図・成果

○本市農林産物の紹介・即売を行い、市民の安全で安心な農作物の関心の高まりや地産地消の意欲向上を図る。○農家の生産意欲向上を図り、各生産者団体の定め

たルールに従った安全で安心な農林産物の生産の促進とともに、農業の安定的かつ持続的な発展を図る。○新規作物種苗の配布や栽培普及指導員による栽培指導等を

通じて本市農業の持続的な発展と、農業に興味のある市民の増加が見込まれる。

指標

定量指標

ふれあいイベント年間開催数

単位：回

-

単位：-

地消地産・消費者交流推進

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 地消地産の推進

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 79

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 9,651 8,458 7,531

実績値 6,632 7,179

達成度（％） 69 85

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 3,307,000 3,070,000 3,308,960 3,965,000

人員 0.35 0.75 0.85 0.7

担当所属 連絡先

ブロックローテーションを実施しており、年度により取組ほ場に増減がある。

経済振興部農務課 23-6198

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2020　～　2024 自治事務（補助等）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い取組を行う農業者に支援を行い、環境保全を重視した農業生産の実現を図る。

対象

販売を目的として生産を行う農業者で組織する団体等で、国際水準ＧＡＰ及び自然環境の保全に資する農業の生産方式を導入した農業生産活動の実施を推進する活

動を実施する者。

手段

農業者が国の定めた要件を満たして、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い取組を行い、化学肥料や化学合成農薬の使用を減らした場合に補助を行う。

（補助率　国1/2、県1/4、市1/4）

意図・成果

指標を交付対象農用地面積とした理由は、実施確認後の実績面積に対し交付金を算定し支払いをするため面積で記載した。減農薬・減化学肥料の取組による環境負

荷低減の実施及び安全で安心な農産物の生産・供給ができる。

指標

定量指標

交付対象農用地面積

単位：ａ

-

単位：-

環境保全型農業直接支払交付金交付

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業の多面的機能の維持

環境保全型農業直接支援対策実施要綱、



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：維持管理型 80

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 1,339 1,303 1,283

実績値 1,305 1,271

達成度（％） 97 98

目標値（予測値） 75 75 79

実績値 75 80

達成度（％） 100 106

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 11,117,000 8,897,000 7,136,782 11,625,000

人員 0.3 0.3 0.5 0.3

担当所属 連絡先

令和３年度における来場客数は、感染症拡大予防のため外出自粛により消費者が外出を控えたことの影響で前年度をやや下回ったが、売上額は前年度を

上回った。

経済振興部農務課 46-4490

定性指標

2020年度達成基準 旬の農林産物を生産者自らフェアを開催し、消費者と交流することで、農産物の安全性をＰＲする。

2020年度達成結果
新型コロナウイルス感染症拡大予防による各種フェア開催への影響により、地元産の農産物のＰＲが十分行うことができな

かった。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 旬の農林産物フェアを開催し、消費者と交流することで、農産物の安全性をＰＲする。

1996　～　2021 指定管理者

旬の農林産物を生産者自らフェアを開催し、消費者と交流することで、農産物の安全性をＰＲする。

2021年度達成結果 新型コロナウイルス感染症の影響により、地元産の農産物のPRが十分行うことができなかった。

事業概要

事業概要

農林産物等展示即売施設（おかざき農遊館及びふれあいドーム岡崎）の指定管理に伴う管理連絡協議会の開催並びに施設の維持補修及び改修、機器の整備

対象

おかざき農遊館及びふれあいドーム岡崎を利用する消費者、農産物等出荷者指定管理者：あいち三河農業協同組合

手段

・農林産物等展示即売施設連絡協議会の開催　委員１３名　年１回開催・指定管理業務のモニタリング等

意図・成果

農林産物等展示即売施設（おかざき農遊館及びふれあいドーム岡崎）の円滑な管理運営により、個選出荷者には販売の場を、消費者には安心安全な農産物の購入の

場を提供する。

指標

定量指標

来場客数

単位：千人

産直野菜類売上割合

単位：％

農林産物等展示即売施設管理運営

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 地消地産の推進

岡崎市農林産物等展示即売施設条例（平成８年岡崎市条例第１２号）



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 81

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 20 20 20

実績値 17 20

達成度（％） 85 100

目標値（予測値） 6 6 9

実績値 6 4

達成度（％） 100 67

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 354,000 354,000 354,000 354,000

人員 0.05 0.05 0.05 0.1

担当所属 連絡先

受講者数は目標者数どおりであり、定年退職後に農業に興味を持ち、ＪＡの部会に加入までではないが、産直施設等に出荷出来る卒業生を育成すること

が出来ている。

経済振興部農務課 46-4490

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2004　～　2021 自治事務（補助等）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

農業の振興並びに市民への安全で安心な農産物の供給に寄与するため、農業後継者が減少する中で、新たな担い手を育成・確保する必要がある。野菜栽培を中心に土

づくりや栽培管理、病害虫防除など栽培技術の基礎を学ぶ「農業塾」の開設を支援し、新規就農者や定年帰農者などの確保・育成を図る。

対象

新規就農希望者、定年退職者など農業を始めたい方事業主体：あいち三河農業協同組合

手段

農業塾の開設経費に対し補助する。・開設主体　あいち三河農業協同組合　　　　　　　　　　　　　・開設主体　あいち三河農業協同組合　　　　　　初級者向け農業塾　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ステップアップ農業塾・募集人員　20名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・募集人員　10名・場　所　　ＪＡあいち三河本店東　ほ場　

20アール　　　　　　・場　所　　ＪＡあいち三河本店東　ほ場　10アール・開催日　　毎週１回　年間約40回　　　　　　　　　　　　　　・開催日　　毎週１回　年間約20回・

講　師　　元県農業総合試験場技師（元農業改良普及員）　　　・講　師　　元農業改良普及員・負担金　　10,000円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・負担金　　

10,000円

意図・成果

・新規就農希望者、定年退職者等への栽培技術研修により、農業への理解を深め、農業を担う人材の確保育成、耕作放棄地の解消、地産地消の推進を図る。・卒業生

の状況　ＪＡ各部会、産直等出荷者等

指標

定量指標

農業塾受講者数

単位：人

受講者のうち農協や産直施

設の部会等へ参加した者

単位：人

農業塾開設事業費補助

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業の担い手の育成・確保

農業塾開設事業費補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 82

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 3,350 3,400 3,350

実績値 3,396 3,297

達成度（％） 101 97

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 683,000 734,000 734,000 734,000

人員 0.05 0.1 0.05 0.1

担当所属 連絡先

集団転作による需給調整を実施しているため、毎年の取組参加者は変動する。

経済振興部農務課 23-6657

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2021　～　2023 自治事務（補助等）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

食糧法により、行政及び農業協同組合が一体となって米の需給調整を行うことが求められている現状を踏まえ、あいち三河農業協同組合が農業者に対して行う、米の需給

調整及び米・麦・大豆の生産流通改善促進に必要な推進活動費を補助する。補助率 1/3

対象

あいち三河農業協同組合

手段

○米の需給調整の推進　・農業者、集落への集団転作啓発指導　・推進対策の樹立と需給調整の円滑な実施○生産流通改善の円滑的推進　・安全で安心な農産物

生産に対する啓発指導

意図・成果

あいち三河農業協同組合が農業者、集落に対し、集団転作及び安全な農産物生産を啓発指導することにより、米の需給調整及び主要穀物である米・麦・大豆の安定的

な生産を推進している。

指標

定量指標

生産調整参加者

単位：人

-

単位：-

米・麦・大豆需給調整推進費補助

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業経営の安定化

米・麦・大豆需給調整推進費補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 83

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 14 14 13

実績値 14 13

達成度（％） 100 93

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 786,000 1,520,000 1,598,000 1,598,000

人員 0.05 0.05 0.05 0.1

担当所属 連絡先

設定した目標値をほぼ達成し環境保全に寄与することができた。

経済振興部農務課 46-4490

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

1998　～　2022 自治事務（補助等）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

畜産経営に起因する悪臭・害虫の発生を防止し、畜舎周辺の環境の保全を図る必要があるが、畜産農家は零細な個人経営がほとんどである。畜産農家の負担軽減を図

るため、薬剤品等購入について支援を行う。

対象

畜産農家（酪農、肉牛、養豚、養鶏農家）事業主体：岡崎市畜産環境保全対策協議会（対象農家 ２６件）

手段

○岡崎市畜産環境保全対策協議会事務局として、市内畜産農家に対し薬剤等の適正使用及び斡旋を行う。また、愛知県が行う検査に立会い、環境問題、使用薬品の

効果及び希望する薬剤の聞き取りを行うとともに、次年度の計画立案を行う。○畜産経営環境対策事業費補助金交付要綱に基づき下記の対象経費の30/100以内を

岡崎市畜産環境保全対策協議会へ交付する。・悪臭及びハエの発生並びに駆除に要する経費・排水溝及び沈殿槽等の排水対策施設の設置及び整備に要する経費・畜

舎等畜産施設周辺の緑地帯、生垣、花壇、舗装等の設置及び整備に要する経費

意図・成果

○悪臭・害虫の発生を防止し環境の保全が図られる。○畜産経営の安定的かつ持続的な発展を推進し安全で安心な農産物の提供が行われる。

指標

定量指標

実施農家数

単位：戸

-

単位：-

畜産経営環境対策事業費補助

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業経営の安定化

畜産経営環境対策事業費補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 84

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 32,500 32,500 32,500

実績値 32,500 32,500

達成度（％） 100 100

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 9,278,000 5,565,000 5,584,904 5,773,000

人員 0.1 0.1 0.05 0.1

担当所属 連絡先

計画とおり年間32,500本を育苗し、全て市内いちご生産農家に供給した。

経済振興部農務課 46-4490

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

-　～　- 自治事務（一部委託）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

農業支援センターのいちご育苗施設において、いちごウイルスフリー苗（ウィルス感染していない無病苗）を育苗・増殖し、親株としていちご生産農家に供給する。 育苗計画 

３２，５００本 委託先 ＪＡあいち三河岡崎市いちご部会

対象

いちご生産農家

手段

・農業支援センターいちご育苗施設において、県から提供されるいちごウイルスフリー苗（原々種）を、約１００倍に育苗・増殖し、農協を通じいちご生産農家に販売す

る。・いちごの育苗には専門的な知識と技術が必要なため、ＪＡあいち三河岡崎市いちご部会に委託し実施する。

意図・成果

農業支援センターいちご育苗施設は、いちごウイルスフリー苗を育苗・増殖し、親株として本市のいちご生産農家に供給するために建設した施設であり、地域増殖圃として優

良苗を安定的に供給することにより、本市いちごの品質向上と生産農家の経営安定が図られる。

指標

定量指標

苗の供給本数

単位：本

-

単位：-

いちご育苗施設管理運営

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業経営の安定化

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 85

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 3 4 2

実績値 2 4

達成度（％） 67 100

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 250,000 500,000 1,000,000 11,000,000

人員 0.35 0.15 0.2 0.4

担当所属 連絡先

新規就農に向けた相談などを実施し、新規就農者の確保を図っている。新規就農者に対し適切に補助金を交付し、定着を図ることができた。

経済振興部農務課 23-6195

定性指標

2020年度達成基準 初期投資費用を補助し、新規就農者の農業への定着を図る。

2020年度達成結果 新規就農者数は３名であったが、補助の対象となったのは２名であった。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 新規就農者に対して初期投資費用や新規就農者経営開始資金を交付し就農の定着、経営の安定化を図る。

2009　～　- 自治事務（補助等）

初期投資費用を補助し、新規就農者の農業への定着を図る。

2021年度達成結果 新規就農者４名に対して、初期投資費用の補助を行った。

事業概要

事業概要

 農家戸数及び耕地面積が減少すると共に、農地の遊休化が進行している。また農家の構成は、兼業農家と非販売農家がほとんどであり、高齢化と後継者不足が問題と

なっている。そのため、将来の農業を支える専業農家での後継者及び新規就農者の育成・確保が必要である。 他方、農業に関心を持っている都市部の市民や定年退職者

が存在すると考えられる。 こうした人々に対しての新規就農誘導の方策として、新規就農に関する総合的な支援窓口業務を実施し、今後地域農業を牽引する新規就農者

を育成・確保するために、新規就農に必要な初期投資費用に対しての支援を行う。

対象

① 市内に住所を有する新規就農者

② 49歳以下で令和４年度に新たに農業経営を開始する就農者であって、都道府県から支援を受ける者

③ 経営開始時に49歳以下の認定新規就農者

手段

○新規就農に関する情報収集・発信及び関連パンフレット等を作成し、相談受付や面接などを実施し、県農業大学校等の関係機関の支援に繋げる。

①　新規就農に必要な初期投資費用に対して助成を行う。(H23～）

②　就農後の経営発展のために、都道府県が機械等の導入を支援する場合、都道府県支援金の２倍を国が支援する。（国の補助上限1/2、R4～）

③　新規就農者に経営開始資金として最長３年間、12.5万円／月（150万円／年）を交付する。(R4～)

意図・成果

○経営開始時の初期投資や生活面において不安であるため、それらに対する支援を行い、就農の定着、経営の安定化を図る。農業経営で独立を目指す新規就農者を育

成し、農業の振興と地域の発展、農地の保全に寄与する。

指標

定量指標

新規就農者数

単位：人

-

単位：-

新規就農支援対策

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業の担い手の育成・確保

岡崎市新規就農支援対策事業費補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 86

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 1,542 1,542 1,542

実績値 1,380 1,350

達成度（％） 89 88

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 1,084,000 1,103,000 1,065,900 2,605,000

人員 0.9 1.35 0.95 1.3

担当所属 連絡先

生産調整実施水田面積の目標値は主食用水稲の作付面積の上限面積であり、実績値がその範囲内であることから、目標配分面積以内での需給調整は

達成している。

経済振興部農務課 23-6657

定性指標

2020年度達成基準
令和元年産米の需要量に関する情報を基に設定された主食用水稲の作付目標面積の範囲内で主食用水稲の生産を行う

こと。

2020年度達成結果 目標面積の範囲内であったため達成。

2021年度達成基準

2022年度達成基準
令和３年産米の需要量に関する情報を基に設定された主食用水稲の作付目標面積の範囲内で主食用水稲の生産を行う

こと

-　～　- 自治事務（一部委託）

令和２年産米の需要量に関する情報を基に設定された主食用水稲の作付目標面積の範囲内で主食用水稲の生産を行う

こと。

2021年度達成結果 目標面積の範囲内であったため達成。

事業概要

事業概要

・米の需給調整に係る情報提供、農協への助言指導及び岡崎幸田地域農業再生協議会への確認業務の助言・指導を円滑に推進する。・主要穀物の生産に関する施策

に必要な各種手続きおよび取りまとめ等を生産組合長へ委託し、適正かつ効率的な事務処理を行う。・経営所得安定対策等に係る農業者の申請手続き支援、生産数量

目標の達成状況、交付対象作物の作付面積の確認、農政局へ報告する各種データ入力を地方農政事務所と連携して行う。

対象

主要穀物生産農家、あいち三河農業協同組合、岡崎幸田地域農業再生協議会及び農業生産組合(244組合）

手段

・あいち三河農業協同組合による生産調整方針の適切な運用及び水稲生産実施計画書の策定に関する助言指導を行う。・農業者別生産数量目標の設定方針の策定

を支援し、配分基準単収設定指導等について検討・助言等を行い推進活動費を援助する。・生産組合長会議での内容を組合加入農家に伝え各種申請書・計画書等の

配布・回収等を生産組合長を通じて行う。・岡崎幸田地域農業再生協議会と連携して、作物の作付確認、各種データの取りまとめ等行う。

意図・成果

・米の需給調整の円滑な実施を推進し、適正な米の生産量を確保するとともに、麦・大豆等を組み合わせた計画的かつ総合的な水田営農の確立を図る。・米の需給調

整、水稲実施計画書等の主要施策に必要な事務処理が適正かつ効率的に実施される・適正かつ効率的な管理業務の実施により米の需給調整が円滑に推進される。・経

営所得安定対策等に係る参加農業者の水田データを適切に管理する。

指標

定量指標

生産調整実施水田面積

単位：ｈａ

-

単位：-

主要穀物生産調整支援

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業経営の安定化

経営所得安定対策実施要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 87

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 110 103 103

実績値 99 97

達成度（％） 90 94

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 2,691,000 4,244,000 4,249,000 4,189,000

人員 0.05 0.05 0.05 0.1

担当所属 連絡先

生産者の高齢化による減少もあるが。事業の趣旨が生産者にも広く浸透し目標値を概ね達成できた。

経済振興部農務課 46-4490

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2018　～　2023 自治事務（補助等）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

農業用廃棄物の適正処理の推進、循環型有機肥料栽培の推進などにより、環境保全型農業の推進を図る。

対象

・循環型有機肥料栽培推進事業及び花粉交配用昆虫利用促進事業 市のブランド化推進品目のうち生産者が多く、組織化されている果樹、いちご、なす等の生産農家を

対象 事業主体は、岡崎市果樹振興会、岡崎市いちご部会、岡崎なす部会ほか・農業用廃棄物適正処理対策事業 市内農家を対象 事業主体は、あいち三河農業協

同組合

手段

・ぶどう、いちご、なす栽培において化学肥料を減らし、堆肥等の循環型有機肥料栽培を推進・いちご及び促成なすの栽培においてホルモン処理に代わる花粉交配用昆虫の

利用を促進し、環境に配慮した栽培を推進・ビニールなど農業用廃プラスチックの適正処理の推進・残農薬、不用農薬、農薬空容器の適正処理の推進

意図・成果

堆肥等の有機肥料や花粉交配用昆虫の利用を促進することで化学肥料や農薬等の使用量を削減するとともに、廃プラスチックなどの農業用廃棄物の適正処理を推進す

る。これら環境に配慮した農業を推進することで、自然環境の保全と農業の持続的な発展を図り、市民へ安全安心な農林産物を提供する。

指標

定量指標

取組農家数（ぶどう、いちご、

なす）

単位：戸

-

単位：-

環境保全型農業推進事業費補助

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業の多面的機能の維持

岡崎・幸田地域環境と安全に配慮した農業推進協議会設置要綱（県）



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 88

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 2,738 2,738 2,738

実績値 2,958 2,708

達成度（％） 108 99

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 2,071,000 1,833,000 2,025,000 2,277,000

人員 0.05 0.05 0.05 0.1

担当所属 連絡先

堆肥の製造に必要な副資材の量が予定を下回り、Ｒ３年度実績は目標をやや下回った。

経済振興部農務課 46-4490

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2010　～　2022 自治事務（補助等）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

家畜排泄物の処理には水分調整のためオガ粉などの副資材を投入する必要があるが、景気の悪化に伴い副資材の価格が高騰し入手が困難となるなど諸費用が増加し、共

同処理施設の経営を圧迫している。そのため、平成２２年度より、副資材の購入費などの費用の一部を助成し、家畜排泄物共同処理及び堆肥供給事業の継続と経営の

安定を図る。

対象

畜産農家：酪農、肉牛、養豚耕種農家：水稲、野菜、果樹交付先：農事組合法人 葵堆肥センター

手段

家畜排泄物処理に必要な副資材の購入費など費用の一部を助成し、経営の安定を図る。補助率：３０/１００以内

意図・成果

・家畜排泄物共同処理及び堆肥供給事業を安定的に継続し、畜産経営環境の保全により畜産振興を図る。・耕種農家への堆肥の安定供給により、化学肥料を減らした

環境保全型農業の推進を図る。・共同処理施設の経営安定により、畜産農家から出される家畜排泄物処理が継続され、畜舎周辺住民の生活環境が良好に保たれる。

指標

定量指標

家畜排泄物処理量

単位：トン

-

単位：-

家畜排泄物処理施設経営安定化事業費補助

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業経営の安定化

家畜排泄物処理施設経営安定化事業費補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 89

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 7,740 4,810 1,123,430

実績値 5,887 5,800

達成度（％） 76 121

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 3,860,000 4,132,000 3,779,000 4,051,000

人員 0.05 0.05 0.05 0.1

担当所属 連絡先

牛・豚は予定より実績頭数が上回り、鶏は予定していた検査が中止となったため予防接種数が予定数より大幅に下回った。

経済振興部農務課 23-6199

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

1998　～　2022 自治事務（補助等）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

家畜伝染病予防法で規定される重要な疾病を対象に、予防接種及び検査費用の一部を助成し、家畜伝染病の清浄化と畜産経営の安定化を図る。

対象

畜産農家：肉牛、酪農、養鶏、養豚農家事業主体：岡崎市家畜防疫対策協議会

手段

○岡崎市家畜防疫対策協議会事務局として、市内畜産農家に対し国内及び県内の家畜伝染病発生状況の通知・注意喚起を行うとともに、関係機関（愛知県、畜産

協会、岡崎幸田畜産連合）と連携を図る。　また、愛知県が行う検査に立会い、家畜伝染病及び接種ワクチンの聞き取りを行うとともに、次年度の計画立案を行う。○予

防接種・検査事業　アカバネ病、イバラキ病など家畜伝染病予防法施行規則第２条に規定される家畜伝染病の予防接種及び検査に対し、接種費用等の３０／１００

以内を助成する。○検査事業　ヨーネ病、ブルセラ病など家畜伝染病予防法第２条に規定される家畜伝染病等の検査に対し、検査費用の５０／１００以内を助成す

る。

意図・成果

家畜伝染予防法に規定する家畜伝染病の予防と検査の励行を促進し、畜産経営農家の負担を軽減し経営の安定化を図ることにより、安全で安心な農産物の生産が促

進される。

指標

定量指標

実施頭数

単位：頭

実施羽数

単位：万羽

家畜防疫対策強化事業費補助

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業経営の安定化

家畜伝染予防法第２条



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 90

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 5 5 5

実績値 10 5

達成度（％） 200 100

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 660,000 678,000 536,000 600,000

人員 0.05 0.05 0.05 0.2

担当所属 連絡先

目標値どおりの事業取組件数であった。

経済振興部農務課 23-6199

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2011　～　2022 自治事務（補助等）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

強い農業の創造に向け、農業者の生産性・品質向上、作業省力化による効率性の向上等、戦略的な農業の推進を図るため、最新技術を活用したＡＩ、ＩＣＴ、Ｉｏ

Ｔ等のスマート農業を推進する機器や作業省力化のための機器、品質向上のための機器等の試験的な導入、また、それらに関係する取り組みを支援する。

対象

岡崎市内に所在する農業者

手段

補助率は事業費の２分の１以内（限度額150,000円）

意図・成果

補助事業を活用することで、農業者に実際に新しい取り組みを行っていただくきっかけになることを目的とし、また、単なる補助の交付だけでなく、申請の過程で県農業指導機

関によるアドバイスを受け、申請に反映させることでより効果性の高いものとする。また、強い農業の創造に向け、スマート農業を推進する機器等の試験的導入等やそれらに関

係する取り組みを支援することにより、農林産物の生産性及び品質の向上、並びに市場評価及び消費者からの評価を高め、市内農林業の活性化を図る。

指標

定量指標

取組件数

単位：件

調査研究件数

単位：件

新技術・農力向上プロジェクト事業費補助

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業経営の安定化

農業技術向上プロジェクト活動費補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 91

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 2,250 2,293 2,367

実績値 2,250 2,293

達成度（％） 100 100

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 248,000 195,000 160,000 180,000

人員 0.1 0.2 0.3 0.1

担当所属 連絡先

目標達成している。

経済振興部農務課 23-6198

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2007　～　- 自治事務（補助等）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

稲麦種子の品質向上及び均一化を図るため、優良種子の生産に係る共同作業及び要する機器、資材の購入費用の一部を助成する。種子の生産は、一般作と比較して

技術的に難しく、経費が一般作の経費を上回り収益性が劣るため、その差額の一部を補助単価とし、種子の作付面積に応じて補助するものである。

対象

あいち三河農業協同組合採種部会岡崎支部

手段

優良種子生産（稲・麦）・優良種子の生産計画の樹立、原種導入、種子販売の統一・生産に関する必要資材の導入・斡旋・種子栽培技術の改善・統一

意図・成果

・優良種子の生産計画の樹立、原種導入、種子販売の統一及び必要資材の導入により栽培技術の改善を図り、品質等級上位の生産を目指す。

指標

定量指標

種子作付面積

単位：ａ

-

単位：-

稲・麦種子安定生産対策事業費補助

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業経営の安定化

愛知県主要農作物種子対策実施要綱  



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：維持管理型 92

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 880 880 880

実績値 1,071 1,159

達成度（％） 122 132

目標値（予測値） 18 18 20

実績値 18 23

達成度（％） 100 128

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 12,915,000 15,433,000 13,940,353 14,550,000

人員 0.45 0.45 0.45 0.5

担当所属 連絡先

Ｒ３年度における利用者数および集客イベント数は、新型コロナウイルス感染症拡大予防の影響により前年度を下回った。

経済振興部農務課 46-4490

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2012　～　2022 指定管理者

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

道の駅藤川宿の管理運営に必要な連絡協議会の開催、地域振興施設の維持修繕、国土交通省施設の管理等を行う。

対象

道の駅藤川宿を利用する利用者、農産物及び特産品等出荷者指定管理者：岡崎パブリックサービス・ＪＡあいち三河共同事業体

手段

道の駅藤川宿の円滑な管理運営と利用者サービス向上のため、道の駅藤川宿連絡協議会の開催などにより、関係団体等の連携を図る。

意図・成果

道の駅藤川宿の円滑な管理運営により施設利用者へ、休憩の場と岡崎市の特産品のモノと情報の提供を行う。

指標

定量指標

道の駅利用者数

単位：千人

集客イベント数

単位：回

道の駅藤川宿管理運営

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 地消地産の推進

岡崎市道の駅地域振興施設条例（平成23年岡崎市条例第21号）



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 93

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 3 4 -

実績値 2 4

達成度（％） 67 100

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 42,000,000 14,916,000 10,393,444 12,000,000

人員 0.4 0.4 0.55 0.3

担当所属 連絡先

令和３年度は新規就農者として４人を確保した。令和4年度から新規就農者経営発展支援事業費補助金に変更となるため、現在の交付対象者へのフォ

ローアップを実施し、就農の定着を図る。

経済振興部農務課 23-6344

定性指標

2020年度達成基準 給付金の給付対象者に対するフォローアップの充実を図る。

2020年度達成結果 新規就農者の目標値３人に対し実績値２人を確保したが、給付金の給付対象者は２人中１人であった。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 新たに給付開始するものはいないが、交付対象者へのフォローアップを実施し、就農の定着を図る。

2012　～　2025 自治事務（補助等）

新規就農者に関わる人・農地プランを見直す。

2021年度達成結果 新たに４人に給付し、新規就農者の確保を図るとともに、交付対象者へのフォローアップを実施した。

事業概要

事業概要

農業を始めて間もない青年就農者に資金を交付することにより、就農後の定着を図り新規就農者を確保する。平成29年度に国の実施要綱が改正されたことに伴い、業務

活動名を青年就農給付金給付から農業次世代人材投資資金交付に変更。令和4年度から新規就農者経営発展支援事業費補助金に変更。

対象

令和３年度までに認定を受けた農業者８名

手段

・経営開始後から最長５年間（平成29年度以前に経営を開始した者については、経営開始後5年目まで）、新規就農者１人あたり定額（年間最大150万円）を半

期に分けて交付する。・なお、前年の所得に応じて交付金額は変動し、資金を除いて350万円以上となった場合は交付を停止する。

意図・成果

　農業従事者の高齢化が急速に進展する中、持続可能な力強い農業を実現し地域農業の活性化を図るには、青年の就農意欲の喚起と就農・確保することが必要であり、

経営の不安定な就農初期段階において給付金を支給することにより、青年の就農意欲の喚起と就農の定着を図る。

指標

定量指標

新規就農者数

単位：人

-

単位：-

農業次世代人材投資資金交付

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業の担い手の育成・確保

農業人材力強化総合支援事業実施要綱等



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 94

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 140 140 145

実績値 140 144

達成度（％） 100 103

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 3,478,000 3,126,000 2,764,100 3,000,000

人員 0.35 0.4 0.55 0.7

担当所属 連絡先

ブロックローテーションを実施しており、年度による申請者数の増減がある。また、農地の集積を推進しており、対象者は減少傾向であり、かつ、平成30年度か

ら米の直接支払交付金の補助が廃止されたことに伴い、申請者の大幅な減少が見込まれる。

経済振興部農務課 23-6198

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2021　～　2023 自治事務（補助等）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

経営所得安定対策等推進事業実施要綱に基づいて、当地区の地域農業再生協議会である岡崎幸田地域農業再生協議会が行う事業に要する経費に対し、補助をす

る。

対象

岡崎幸田地域農業再生協議会（事務局 ＪＡあいち三河）

手段

経営所得安定対策等推進事業実施要綱に基づいて、国が進める経営所得安定対策等の推進を行う。

意図・成果

日本国内において農業は、農業従事者の減少・高齢化、農業所得の減少により厳しい状況に置かれているが、意欲ある農業者が農業を継続できる環境を整え、国内農業

の再生を図ることにより、食料自給率の向上を図るとともに、農業の有する多面的機能が将来にわたって発揮されることを目指す。

指標

定量指標

交付申請者数

単位：人

-

単位：-

経営所得安定対策推進事業費補助

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業経営の安定化

経営所得安定対策等推進事業実施要綱、



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 96

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 30 30 30

実績値 112 27

達成度（％） 373 90

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 12,052,000 23,077,000 1,520,659 5,307,000

人員 0.85 0.75 1.6 1.2

担当所属 連絡先

農地中間管理事業の手続及び説明会等を実施し、目標を上回った。

経済振興部農務課 23-6198

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2012　～　- 自治事務（補助等）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

本市が策定した、人・農地プランに掲載された「担い手農業者」へ、農地中間管理事業を活用するなど、農地集積(農地の貸し付け）に協力する農地所有者に支援すること

により、担い手農業者に農地が集まり、効率的な営農ができる。（担い手農業者とは、地域の中心となって、農業経営への意欲や能力を有する農業者である。）

対象

地域の中心となる担い手農業者への農地集積に協力する農地の所有者（農地の出し手）

手段

ＪＡや関係団体、農業生産組合長会議等を通じて各農家に対し、事業パンフレット等を配布する等内容を周知し、支援対象者の把握と助言をする。

意図・成果

地域の中心となる担い手農業者へ、農地中間管理事業を活用することで、農地の集積・分散化した農地の連担化を促進し、担い手農業者の体質強化、農業従事者の高

齢化や後継者不足の問題への対応することで、優良農地の保全及び有休化を未然に防止し、農業の振興に寄与することが期待できる。

指標

定量指標

交付申請者数

単位：人

-

単位：-

農地集積・集約化対策

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業経営の安定化

岡崎市農地集積・集約化対策事業費補助金交付要綱



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 97

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 662 671 634

実績値 653 626

達成度（％） 99 93

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 1,908,000 2,050,000 1,971,000 1,985,000

人員 0.1 0.15 0.15 0.1

担当所属 連絡先

麦の作付面積は毎年の増減はあるが、ほぼ一定の面積で推移し、概ね目標どおりの防除ができた。

経済振興部農務課 23-6198

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2020　～　2022 自治事務（補助等）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

麦の赤かび病は麦の穂が侵されるもので、人畜に有害なかび毒が麦粒に残って出荷ができなくなるため、農業者が行う防除活動に必要な経費を補助し、食用として安全な麦

の生産を支援する。

対象

麦の赤かび病の防除活動を行う農業者（あいち三河農業協同組合を含む。）補助率 1/2

手段

麦の赤かび病の防除活動に必要な薬剤の購入費を補助する。

意図・成果

農業者が適期に赤かび病の防除活動を行うことにより、主要穀物である小麦を安全かつ安定的に生産することができる。

指標

定量指標

防除面積

単位：ｈａ

-

単位：-

麦赤かび病防除事業費補助

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業経営の安定化

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 98

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 2 2 1

実績値 1 2

達成度（％） 50 100

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 10,572,000 130,000 5,111,000 45,000,000

人員 0.15 0.05 0.1 0.3

担当所属 連絡先

事業実施の承認が得られ、2件の中心経営体の農業用機械導入に寄与した。

経済振興部農務課 23-6195

定性指標

2020年度達成基準 事前調査により把握した経営体育成支援事業実施希望者１名の交付申請を目指す。

2020年度達成結果
事前調査により把握した経営体育成支援事業実施希望者１名の交付申請を行い、事業実施の承認を得て補助金を交付

した。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 事前調査により把握した経営体育成支援事業実施希望者１名の交付申請を目指す。

2018　～　- 自治事務（補助等）

事前調査により把握した経営体育成支援事業実施希望者２名の交付申請を目指す。

2021年度達成結果
事前調査により把握した経営体育成支援事業実施希望者２名の交付申請を行い、事業実施の承認を得て補助金を交付

した。

事業概要

事業概要

○地域の将来を担う中心経営体等へ経営規模の拡大や農産物の加工・流通・販売等の経営の多角化等に取り組むために導入する農業用機械等に書かかる経費の支

援。全額国費。

対象

○「人・農地プラン」に位置付けられた中心経営体。

手段

○融資主体補助型：１経営体、事業費の３／１０以内の補助（１経営体当り上限3,000千円、下限500千円）。〇被災農業者向け支援型：施設の撤去及び復

旧、取得または修繕にかかる費用への補助

意図・成果

経営規模の拡大や農産物の加工・流通・販売等の経営多角化等に取組む際に必要となる農業用機械等の導入等について支援することにより、中心経営体等の育成・確

保を図る。被災した農業者の営農再開のため、農産物に必要な施設の再建、修繕及び撤去等を支援する。

指標

定量指標

交付申請者数

単位：人

-

単位：-

経営体育成支援事業費補助

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業の担い手の育成・確保

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 99

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 1 1 1

実績値 0 1

達成度（％） 0 100

目標値（予測値） - 1 2

実績値 - 1

達成度（％） - 100

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 2,954,000 2,665,000 4,446,000

人員 0.45 0.35 0.3 0.3

担当所属 連絡先

Ｒ３年度はセミナーを１回開催し、イベントでのPRを実施して６次産業化商品の販売促進に寄与した。

経済振興部農務課 23-6344

定性指標

2020年度達成基準 ６次産業化・ブランド化のセミナー・講演会を開催し、農家の活性化に寄与する。

2020年度達成結果 市主催のセミナーは開催できなかったが、農家等の６次産業化の理解が進むと共に、加工機器の導入等の支援ができた。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 ６次産業化商品のPRを行うことで地元農林水産業者のPRにつなげ収入増加につなげるとともにセミナーについても開催する。

2015　～　2024 自治事務（全部直営）

６次産業化商品の販売戦略への支援として、商品のPRを行うことで地元農林水産業者のPRにつなげ収入増加につなげる。

セミナーについても開催する。

2021年度達成結果 開発された商品をイベントでPRし、農福連携に関連したセミナーを開催し、6次産業化の新たな視点をPRした。

事業概要

事業概要

 市内で生産された農産物（1次産業）を農業者が加工・製造（2次産業）流通・販売・サービス（3次産業）を一体的に取り組むことで、地域の農林産物加工品等を

創出し、ブランド化することで、本市農業の活性化を図る。

対象

 岡崎市内の農林漁業者個人（農業法人を含む）、農林漁業者の組織する団体・協同組合及び地元農林水産物のブランド化・６次産業化を推進する地域等

手段

○６次産業化・ブランド化支援のための講演会、セミナーの開催。情報発信。○オカビズ等を含めた専門家からの、アドバイス・ブラッシュアップ等、具体的な事業化の推進、

支援。○イベントへの出店等を行い農林水産物加工品のPR。○事業を実施する者への市費による補助。　補助率　・個人（初回）　　   ：　補助対象経費の額の１/２ 

  補助上限50万円　・個人（二回目以降） ：　補助対象経費の額の１/３   補助上限30万円　　　・団体・地域　　　　 ：　補助対象経費の額の１/２   補助上限

100万円　ただし、地元農林水産物又は加工品の販売・販路の拡大に要する経費で、市長が特に認めた事業についての補助上限額については、この限りでない。

意図・成果

○支援事業を実施することで、農業者等に実際に新しい取り組みを行っていただくトリガーになることを目的としている。○補助金を交付するだけでなく、事業化の計画の過程

で専門家によるアドバイス等の支援を実施することで、農業者に２次、３次産業のことも理解してもらい、そのスキルを身に付けることを期待している。○６次産業化商品の販

売戦略についても支援し、農林水産物加工品のPRと共に地元農林水産業者のPRにつなげ収入増加につなげることを目的としている。

指標

定量指標

セミナー開催回数

単位：回

ＰＲ回数 

単位：回

農林水産物ブランド化・６次産業化支援事業費補助

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業経営の安定化

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 101

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 244 244 244

実績値 244 244

達成度（％） 100 100

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 6,100,000 6,092,000 6,076,000 6,076,000

人員 0.2 0.1 0.1 0.2

担当所属 連絡先

委託業務に関して概ね適正に事務処理していただいており、組合数は維持できている。

経済振興部農務課 23-6200

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

-　～　- その他

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

農林業に関する施策に必要な各種手続き及び取りまとめ等を農業生産組合に委託し、適正かつ効率的な事務処理を行う。

対象

農業生産組合 ２４４組合

手段

年3回開催される農業生産組合長会議において、市からの連絡事項や各種調査等を議題とし、地区の農家に伝達していただくとともに、必要に応じて、各種申請書等の配

付・回収等を依頼する他、地区内の農地の保全監視の役割も担っている。

意図・成果

市内の農業者のほとんどが加入している農業生産組合に対し、市から各種書類の配付、回収や連絡事項の周知、農業者からの要望のとりまとめ等、行政と農業者との連絡

調整業務を依頼している。地域の実情に精通した農業生産組合に依頼することにより、市施策に関する農業者への説明、配付、回収業務等、市が直接行う場合と比べ、

大幅なコストダウンが見込まれ、施策推進に必要な事務処理が適正かつ効率的に実施することができる。

指標

定量指標

生産組合数

単位：組合

-

単位：-

農業生産組合支援

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業の担い手の育成・確保

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 102

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 2 0 0

実績値 2 0

達成度（％） 100 -

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 9,203,000 19,225,000 0 0

人員 0.2 0.2 0.15 0.2

担当所属 連絡先

-

経済振興部農務課 46-4490

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2019　～　2020 自治事務（補助等）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

いちごは、西三河の主要産地でも高齢化が進み、産地として維持していくことが困難になりつつあり、県・市・町・ＪＡ・生産者がプロジェクトチームを設立し、上記課題に対し

農家の生産コストの低減や高所得化を図る目的で、国が定める「新しい園芸産地づくり支援事業実施要綱」及び県が定める「園芸農産振興・農産物流通対策事業補助

金等交付要綱」に基づいて実施する事業の補助対象経費に対して、岡崎市新しい園芸産地づくり支援事業費補助金を交付する。

対象

ＪＡあいち三河「いちご」産地活性化プロジェクトチーム

手段

新しい園芸産地づくり支援事業（国補助率1/2）を利用し、市費（補助率1/4）を活用した施設整備

意図・成果

いちご生産ハウス（高設栽培施設）の設置

指標

定量指標

いちご生産ハウスの設置

単位：棟

-

単位：-

産地活性化プロジェクト補助

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業経営の安定化

持続的生産強化対策事業実施要綱（国）



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 103

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 1 1 1

実績値 2 1

達成度（％） 200 100

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 7,370,000 17,712,000 4,400,000 3,715,000

人員 0.2 0.25 0.55 0.6

担当所属 連絡先

農業振興ビジョンアクションプランを策定し、今後取組む具体的取組みを整理できた。

経済振興部農務課 6702

定性指標

2020年度達成基準  現状分析及び市民・農業者意識等実態調査、施設の老朽化等状況の整理、施設特性の把握、施設需要の把握

2020年度達成結果  農業を取り巻く状況の調査、農業振興計画、農業関連施設個別施設計画策定に係る基礎調査を行い整理した。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 農業支援施設基本構想を策定する。

2019　～　2021 自治事務（全部直営）

 農業振興ビジョンアクションプランの作成、農業関連施設個別施設計画に係る事業推進計画の作成

2021年度達成結果 農業振興ビジョンアクションプランを作成し農業支援施設のあり方、整備の方向性を検討した。

事業概要

事業概要

 次期総合計画の下位に位置づけられる担当課策定個別計画として、本市における農業振興発展のための基本理念、基本方針及び基本的施策を網羅し、「30年後を見

据えた10年後の目指す姿」を示した岡崎市農業振興ビジョン2030(岡崎市農業振興計画・岡崎市都市農業振興計画）のアクションプランの効果検証、検証改善を行い

農の持つ魅力の輝きを放ち続けるものとなるよう、農業施策を総合的かつ計画的に推進する。 

対象

 農業者、農業関係団体、消費者

手段

農業振興ビジョン推進委員会において、岡崎市農業振興ビジョン2030アクションプランの効果検証、検証改善を行い、必要に応じて施策・事業の見直しを図り進行管理を

行う。

市北部の農業と地域振興の拠点地区として、「農業振興」や「都市と農村との交流」機能を発揮させ、地域資源を活用した交流人口の拡大による地域の活性化を図るた

め、おかざき農遊館及び農業支援センター等の既存農業施設の方向性及び役割を整理して北部の地域振興拠点全体の方向性を明確にした基本構想策定をコンサルタン

トへ委託する。

意図・成果

岡崎市農業振興ビジョン2030の進捗状況について検証を行い、農業振興発展に寄与する。

北部の地域振興拠点全体の方向性を明らかにし、既存農業施設について計画的に再整備に向けた検討を実施する。

指標

定量指標

農業振興ビジョン推進委員会

開催回数

単位：回

-

単位：-

農業振興計画策定

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業経営の安定化

都市農業振興基本法、岡崎市総合計画、岡崎市公共施設等総合管理計画



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 104

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 0 1 0

実績値 0 1

達成度（％） - 100

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 0 5,547,000 0

人員 0 0 0.05 0.1

担当所属 連絡先

-

経済振興部農務課 46-4490

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2019　～　2021 自治事務（補助等）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

栽培面積、なす部会員数とともに減少傾向が続き高齢化が進んでおり、将来的には産地規模が半分程度に縮小される見込みであり、今後産地を維持継続していくには、新

規就農者の確保及び既存生産者の規模拡大を推進していく必要があるため、産地自ら産地の将来を見通した「産地戦略」を策定し、その産地戦略の実現に向けた産地の

生産力強化の取組に対して支援をする。

対象

農業者、農業者の組織する団体

手段

「産地戦略」を策定した促成なすにおける、栽培施設の整備や機能向上を伴う改修共同利用施設の整備、高性能な農業機械の導入に要する費用の１／３を補助金とし

て交付する。県費補助金は取組主体毎のポイント制で採択されることになり、市費の上乗せがあるとポイントを加算できることから市費の支出についても予算措置をする。

意図・成果

本事業を活用した経営モデルケースができ、そのノウハウを活用し、新規就農者の確保及び既存生産者の規模拡大を積極的に推進し、産地規模の維持・拡大を図る。

指標

定量指標

なすハウスの設置数

単位：棟

-

単位：-

あいち型産地パワーアップ事業補助

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業経営の安定化

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 105

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 1 1 1

実績値 1 1

達成度（％） 100 100

目標値（予測値） - - 0

実績値 - 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 797,000 880,900 1,234,000

人員 0 0.5 0.65 0.6

担当所属 連絡先

農業振興ビジョン推進委員会ユニバーサル農業推進部会を開催し、ユニバーサル農業の現状について検証し、今後の支援への課題を整理することができた。

経済振興部農務課 23-6344

定性指標

2020年度達成基準
農業振興ビジョン推進委員会ユニバーサル農業推進部会を開催し、多様な担い手が参加するユニバーサル農業等について調

査及び審議する。

2020年度達成結果
ユニバーサル農業の現状について調査を行うため、農業振興ビジョン推進委員会ユニバーサル農業推進部会を開催することが

できた。

2021年度達成基準

2022年度達成基準
農業振興ビジョン推進委員会ユニバーサル農業推進部会を開催し、農福連携の相談窓口を通じたマッチング手法を県との連

携のもと確立する。

2020　～　2021 自治事務（全部直営）

ユニバーサル農業に関する専門部会を農業振興ビジョン推進委員会の下に位置付け、専門的施策を研究する。

2021年度達成結果 農業振興ビジョン推進委員会ユニバーサル農業推進部会を開催し、ユニバーサル農業の現状と課題について検討した。

事業概要

事業概要

〇農業の安定的かつ継続的な発展に必要な多様な担い手の育成・確保対策、ユニバーサル農業、農福連携の推進〇市民農園の開設支援〇人・農地に対する総合的な

施策の推進

対象

農業者、市民

手段

〇農業振興ビジョン推進委員会ユニバーサル農業推進部会において、農福連携の推進、市民農園など市民の農業体験の推進等について審議し、具体的な施策の推進を

図る。

意図・成果

〇農業の安定的かつ継続的な発展に必要な多様な担い手（農福連携、ユニバーサル農業、市民農園等）の育成・確保をする。

指標

定量指標

専門部会の開催回数

単位：回

-

単位：-

人・農地対策推進

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業の担い手の育成・確保

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 106

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） ‐ ‐ 2

実績値 ‐ ‐

達成度（％） - -

目標値（予測値） 0 0 0

実績値 0 0

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 0 0 0 2,000,000

人員 0 0 0 0.1

担当所属 連絡先

-

経済振興部農務課 23-6195

定性指標

2020年度達成基準 -

2020年度達成結果 -

2021年度達成基準

2022年度達成基準 -

2022　～　‐ 自治事務（補助等）

-

2021年度達成結果 -

事業概要

事業概要

農家数の減少が進み、中心経営体への農地の集約化が進んでいるものの、中心経営体の担い手の高齢化も進んでいる。担い手から経営を継承し、発展させるための取組

を支援し将来にわたって地域の農地利用等を担う経営体を確保する。

対象

中心経営体である地域農業の担い手から経営を継承し、さらなる経営発展に向けた取り組みを行う後継者

手段

対象者が募集期間内に経営発展計画等を提出し、経営発展、地域貢献の取組、付加価値額の向上等を審査し予算の範囲内で交付を決定する。補助上限100万円

意図・成果

将来にわたって地域の農地利用等を担う経営体を確保する。

指標

定量指標

経営継承者数

単位：人

-

単位：‐

経営継承・発展等支援事業補助

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業の担い手の育成・確保

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 107

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 42,600 34,620 80,000

実績値 54,811 73,314

達成度（％） 129 212

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 16,439,000 15,527,000 14,478,740 19,391,000

人員 5.85 5.75 5.75 3.3

担当所属 連絡先

花き需要や販売価格の低下、生産コストの上昇、農業者の高齢化などを背景に、花き生産量や農家戸数の減少の中、独自品種の生産や新規品目の生

産定着、苗の品質向上に必要な培養親株の更新、農業者に対応した少量多品目生産を行い、目標供給量を堅持した。

経済振興部農務課 46-4490

定性指標

2020年度達成基準 農業者への年間種苗供給数 ４２，６００本

2020年度達成結果 農業者への年間種苗供給数 ５４，８１１本

2021年度達成基準

2022年度達成基準 農業者への年間種苗供給数 ８０，０００本

1994　～　- 自治事務（一部委託）

農業者への年間種苗供給数 ３４，６２０本

2021年度達成結果 農業者への年間種苗供給数 ７３，３１４本

事業概要

事業概要

農業支援センターでは、農業者への優良種苗の安定供給を行う生産農家支援、就農希望者への農業技術習得のための農業塾、市民が気軽に野菜作りを学ぶ機会が得

られるよう、市民向け野菜栽培教室講座の開催などを柱に、農業振興の拠点施設として事業展開している。研究培養施設管理運営事業は、農業支援センター施設の培

養技術を活用して、地域農業に適した優良種苗を増殖・育苗し、農業者に安定供給することで、農業者の生産性を高めることに寄与する。

対象

農業者

手段

培養技術を活用して、地域農業に適した優良種苗を生産し、農業者に安定供給する。観葉植物、ササユリ球根、一部の野菜、切り花、果樹台木等の供給種苗は、農業

者から供給希望数を聞き取り、各品目の供給数及び納期を基に、増殖率、生産速度等を考慮しながら、無菌培養から順化、育成にいたる各行程の規模を決定する。

意図・成果

花き等の苗の生産設備を備えた農業支援センター施設を活用して、農業者に観葉植物、ササユリ球根、一部の野菜、切り花、果樹台木等の優良種苗を安定供給すること

で、農業者の農産物の品質向上と生産性を高め、市場での優位販売、地域農業の強化に繋げ、振興に寄与する。

指標

定量指標

優良種苗の年間生産数量

単位：本

-

単位：-

研究培養施設管理運営

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業経営の安定化

-



令和４年度　業務活動評価表 評価区分：一般型 108

業務活動名

分野別指針

個別計画等 基礎事業名

根拠法令要綱

事業期間 運営形態

指標名 年度 2020年度 2021年度 2022年度

目標値（予測値） 67 70 50

実績値 64 50

達成度（％） 96 71

目標値（予測値） - - -

実績値 - -

達成度（％） - -

指標分析

コスト 2019年度決算 2020年度決算 2021年度決算 2022年度予算

事業費等 1,148,000 1,067,000 1,035,385 1,170,000

人員 0.85 0.7 0.7 2.5

担当所属 連絡先

野菜作りのきっかけになるよう、野菜作目ごとの基礎的な栽培技術を講義で分かりやすく学ぶ、やさしい野菜づくり教室や、農業塾を実施することで市民の農

業への関心さらに増加し、農業へ参入しようと誘導するため、講座内容の充実を図り、目標を達成した。

経済振興部農務課 46-4490

定性指標

2020年度達成基準 野菜栽培教室２０回、農業塾５０回、市民農園利用者向け栽培講習会２回、計７２回実施する。

2020年度達成結果 野菜栽培教室１３回、農業塾５０回、市民農園利用者向け栽培講習会１回、計６４回実施した。

2021年度達成基準

2022年度達成基準 野菜栽培教室１３回、農業塾５０回、計６３回実施する。

2010　～　- 自治事務（一部委託）

野菜栽培教室１８回、農業塾５０回、市民農園利用者向け栽培講習会２回、計７０回実施する。

2021年度達成結果 野菜栽培教室１３回、農業塾５０回、計６３回実施した。

事業概要

事業概要

農業支援センターでは、農業者への優良種苗の安定供給を行う生産農家支援、就農希望者への農業技術習得のための農業塾、市民が気軽に野菜作りを学ぶ機会が得

られるよう、市民向け野菜栽培教室講座の開催などを柱に、農業振興の拠点施設として事業展開している。農業体験交流事業は、地域農業の振興と発展に寄与すること

を目的として、広く市民に農業への関心と理解を深めていただくため、市民向け野菜栽培教室講座や野菜栽培相談を実施する他、露地野菜栽培の基礎を学ぶ農業塾を開

講して、農業への関りを持つ市民の増加を図り農業への参入を誘導し新規就農に関する支援を行う。また、市民農園の円滑な運営のための農園主支援を行う。

対象

市民

手段

○農業研修「おかざき農業塾」を開講して、露地野菜の栽培について講師の指導により講義や栽培実習を通して、施肥や病害虫対策、農業資材の使い方等の知識や技

術を習得していただく。○気軽に野菜作りを学ぶ機会が得られるよう、市民向け野菜栽培教室講座や野菜栽培相談を実施する。○市民農園の円滑な運営のための農園主

支援として、市民農園利用者募集の協力、借受者間の紛争が生じた場合の仲裁、地域周辺農地等迷惑を及ぼさない指導の援助などを行う。

意図・成果

花き等の苗の生産設備を備えた農業支援センター施設を有効活用して、農業体験交流事業を行い、様々な農業情報、野菜栽培に関する基礎知識及び技術習得の機会

を提供することで、農業生産に理解のある消費者、ひいては消費者兼生産者を育成し、地域農業の振興に寄与する。

指標

定量指標

体験教室の年間開催数

単位：回

体験教室参加者数

単位：人

農業体験交流

持続可能な循環型の都市づくり

農業振興計画 農業の担い手の育成・確保

-


